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Ⅰ 成年後見制度の概要

１ 成年後見制度

（１）成年後見制度とは

認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預貯金

などの財産を管理したり、身のまわりの世話のために介護などのサービスや施設への入所

に関する契約を結んだり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、自分でこれらの

ことをするのが難しい場合があります。また、自分に不利益な契約であってもよく判断が

できずに契約を結んでしまい、悪徳商法の被害にあうおそれもあります。このような判断

能力の不十分な方々の権利を守り、支援するのが成年後見制度です。

成年後見制度は、大きく分けると、法定後見制度と任意後見制度の２つがあります。

成年後見制度の対象となりうる方（対象者）とは…

・預貯金の払い出しや解約、保険金の受け取りができない 

 ・商品を次々購入するなど、収入に見合った適切な支出ができない 

 ・公共料金や税金、介護・福祉サービス利用料、その他借金等を滞納している 

 ・管理すべき財産が多額（約 1,000 万円以上）であり、管理ができない 

 ・悪質な商法に騙される恐れがある、又は過去に騙されたことがある 

 ・家族や親族、知人等から預金や年金を取り上げられるなどの経済的虐待を受けている、

又はその疑いがある 

・家族や親族、知人等から虐待（身体的・心理的・性的・ネグレクト）を受けている、 

又はその疑いがある 

 ・診療・入院契約や介護・福祉サービスの利用契約が進まない 

 ・遺産分割協議などの相続手続きができない 

 ・不動産の処分（売却、賃貸等）の必要がある 

 ・本人に身寄りがいない、又は身寄りがいても疎遠であって 

協力を得ることが困難であり、将来にわたって支えとなる 

人が必要である 

法定後見制度 成年後見制度 任意後見制度 

財産の管理  契約をするとき  協議をするとき 

 

 

判断能力の不十分な方々 

 
悪徳商法などの 

不利益な契約 

保護と支援 

後見人 

「後見」「保佐」「補助」  

（既に判断能力が不十分な方） （将来の不安に備えたい方）　　　　
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（２）法定後見制度

法定後見制度は、「後見」「保佐」「補助」の３つに分かれており、判断能力の程度など

本人の事情に応じて制度を利用できるようになっています。

法定後見制度の３種類

後 見 保 佐 補 助 

判断能力が全くない方 
判断能力が著しく 

不十分な方 
判断能力が不十分な方 

法定後見制度においては、家庭裁判所によって選ばれた成年後見人等（成年後見人・保

佐人・補助人）が、本人の利益を考えながら、本人を代理して契約などの法律行為をした

り、本人が自分で法律行為をするときに同意を与えたり、本人が同意を得ないでした不利

益な法律行為を後から取り消したりすることによって、本人の権利を守り支援します。

法定後見開始の審判の申立てに必要な費用

１ 申立手数料（収入印紙）

円

保佐人・補助人の審判では、同意権又は代理権付与審判

等の申立それぞれに別途収入印紙代が必要

２ 登記手数料（収入印紙） 円

３ 郵送料（郵便切手）

円

円× 枚、 円× 枚、 円× 枚、

円× 枚、 円× 枚

４ その他

鑑定料、戸籍謄本・登記事項証明書・診断書などの書

類入手費用

※鑑定料は個々の事案により異なりますが、ほとんどの

場合 万円以下となっています。

資力が乏しい方については、

・必要経費を助成している市町村もあります。

・日本司法支援センター「法テラス」が行う民事法律扶助による援助（申立代理人費用の立

替えなど）を受けることができる場合があります。
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●法定後見制度の概要

後 見 保 佐 補 助

要

件

＜対象者＞

（判断能力）

精神上の障害により

事理を弁識する能力

を欠く常況に在る者

精神上の障害により

事理を弁識する能力

が著しく不十分な者

精神上の障害により

事理を弁識する能力

が不十分な者

開
始
の
手
続
き

申立権者

・本人、配偶者、四親等内（※１）の親族、検察官等

・任意後見受任者、任意後見人、任意後見監督人（任意後見契約法）

・市町村長（老人福祉法・知的障害者福祉法及び精神保健及び障害者福

祉に関する法律）

診断書 必要（裁判所が必要と判断した場合には改めて鑑定を行う）

本人の同意 不要 必要

名

称

本人 成年被後見人 被保佐人 被補助人

援助者 成年後見人 保佐人 補助人

監督人 成年後見監督人 保佐監督人 補助監督人

同
意
権
・
取
消
権

付与の対象
日常生活に関する行

為（※２）以外の行為

民法 条 項各号

（※３）が定める行為

申立の範囲内で家庭

裁判所が定める「特定

の法律行為」

付与の手続き 後見開始の審判 保佐開始の審判

補助開始の審判

＋代理権付与の審判

＋本人の同意

取消権者 本人と成年後見人 本人と保佐人 本人と補助人

代
理
権

付与の対象
財産に関する

全ての法律行為

申立の範囲内で家庭裁判所が

定める「特定の法律行為」

付与の手続き 後見開始の審判

保佐開始の審判

＋代理権付与の審判

＋本人の同意

補助開始の審判

＋代理権付与の審判

＋本人の同意

本人の同意 不要 必要

責

務

職務

本人の生活、療養看護

及び財産管理に関す

る事務

同意権、取消権、代理権の範囲における本人の

生活、療養看護及び財産の管理に関する事務

身上配慮義務 本人の意思を尊重し心身の状態及び生活の状況に配慮する義務
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（※１）四親等以内の親族

（※２）日常生活に関する行為

「日常生活に関する行為」と 

想定される行為 

「日常生活に関する行為」と 

想定されない行為（取消権行使可能） 

・食料の購入 

・通常の衣料品等購入 

・医療費、薬品代の支払い 

・家庭雑貨の購入 

・電車､バス､タクシー等の利用料の支払い 

・若干の娯楽への支払い 等  

・借財（金額を問わない） 

・高額な電化製品の購入 

・カード会員の加入行為 

・訪問販売での高額商品の購入 

・割賦販売での購入 

・電話勧誘販売での高額商品の購入 等 

③配偶者 ③曾孫
ヒマゴ

④玄孫
ヤシャゴ

③甥・姪 ①配偶者 ①子 ③甥・姪 ③配偶者

②配偶者 ②孫
④甥・姪
の子

②兄弟姉妹 配偶者 本人 ②兄弟姉妹 ②配偶者
④従兄弟
　従姉妹

数字は親等数

②祖父母 ②祖父母
④大伯父
　大伯母

③伯父
　伯母

①父・母 ①父・母
③伯父
　伯母

③配偶者

④高
コウ
祖父母 血族

姻族

③曾祖父
ソウ

母 ③曾祖父
ソウ

母
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（※３）「民法第 条第 項各号」が定める行為

被保佐人が次に掲げる行為をするには、その保佐人の同意を得なければならない。

①元本を領収し、又は利用すること。

（例）借金を返済してもらうこと。 

②借財又は保証をすること。

③不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること。

（例）家を購入・売却すること。 

④訴訟行為をすること。

⑤贈与、和解又は仲裁合意をすること。

⑥相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること。

⑦贈与の申込みを拒絶し遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺

贈を承認すること。

⑧新築、改築、増築又は大修繕をすること。

⑨民法第 条（動産 箇月、建物 年、土地 年、山林 年）に定める期間を超え

る賃貸借をすること。

（例）4 年間のアパート賃貸借契約をすること 

⑩前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未成年・成年被後見人・被保佐人及び第

条第 項の審判を受けた被補助人をいう。）の法定代理人としてすること。

（ 施行）

（３）任意後見制度

任意後見制度は、本人に十分な判断能力があるうちに、前もって代理人（任意後見人）

に、自己の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務についての代理権を与える任意後

見契約を結んでおくというものです。

その後、本人の判断能力が低下した際には、任意後見人を監督する「任意後見監督人」

（弁護士や法律・福祉の専門職や法人）が家庭裁判所より選任されて初めて、任意後見人

は本人の意思に基づいた支援が可能となります。

契約 

監督 
解任 

選任 

本人 

（判断能力があるうちに） 

任意後見人 

任意後見監督人 

公証人の作成する 

公正証書 
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任意後見人には、法律に定められた欠格事由（任意後見法第 条第 項第 号）のある

者を除き、誰でもなることができ、契約内容も本人の意思に基づいて自由に決めることが

出来ます。ただし、この制度は事前に「公正証書」による契約を行う必要があり、また、

契約の効力を生じさせるには、任意後見監督人選任の申立てを家庭裁判所に行い、任意後

見監督人が選任される必要があります。さらに任意後見人には、同意権・取消権はありま

せん。

任意後見契約を結ぶための必要書類

下記の書類（発行後３か月以内のものに限ります。） 

・本人について・・・・印鑑登録証明書、戸籍謄本、住民票 

・任意後見受任者について・・印鑑登録証明書、住民票

任意後見契約公正証書を作成する費用

１ 公証証書作成の基本手数料 円

２ 登記嘱託手数料 円

３ 法務局に納める印紙代 円

４ その他
本人らに公布する正本等の証書代、

登記嘱託書郵送用の切手代など

上記費用とは別に、任意後見監督人選任の申立て費用が必要となります。

契約の内容によっては、任意後見人に対する報酬の支払いが必要となります。また、任意後

見契約の発効後、任意後見監督人から請求があった場合には、家庭裁判所の判断により、報酬

の支払いが必要となります。

任意後見に契約についての県内の問い合わせ先

公証役場 ＴＥＬ 所 在 地

前橋合同公証役場
〒

前橋市本町

太田公証役場
〒

太田市飯田町 清水ビル 階

高崎合同公証役場
〒

高崎市八島町 武蔵屋ビル 階

桐生公証役場
〒

桐生市相生町

伊勢崎公証役場
〒

伊勢崎市昭和町 伊勢崎商工会議所会館 階

富岡公証役場
〒

富岡市富岡 富岡市水道会館 階
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（４）未成年後見制度

未成年者は原則として、親権者が保護を行うことになります。

しかし、親権者が亡くなる等の理由で親権を行う者がいない場合には、家庭裁判所へ申

し立てることにより、後見人が選任され未成年者の保護を行うこととなります。未成年後

見に関しては、本人の判断能力の有無は関係ありません。

申立てができるのは、未成年者の親族、未成年者自身、利害関係人となり、後見人が選

任されると、原則として未成年者が成年に達するまで、身上保護や財産管理を行い、その

活動内容については、裁判所に定期的に報告を行います。

※令和４年４月１日より成年年齢は 歳となります。

（５）成年後見制度利用促進法の施行と市町村の取組

精神上の障害があることにより財産の管理や日常生活等に支障のある人たちを社会全

体で支えあうことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ共生社会の実現に資する

ものですが、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要な手段であるにもかかわらず、

十分に利用されていないのではないかとの指摘があります。

こうした状況を踏まえ、成年後見制度の利用の促進に関する法律（以降、成年後見制度

利用促進法）が平成 年４月 日に公布され、同年５月 日に施行されました。成年

後見制度の利用の促進には、市町村の取組が不可欠であることから、同法律第 条にお

いて、市町村の講ずる措置等が規定されています。

成年後見制度の利用の促進に関する法律イメージ図（ ）

成年後見制度利用促進基本計画について（ ）

成年後見制度利用促進法 抜粋

（市町村の講ずる措置）

第十四条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な市町村計画を定

めるよう努めるとともに、成年後見制度等実施機関の設立等に係る支援その他の必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的

な事項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会

その他の合議制の期間を置くよう努めるものとする。
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２ 成年後見人等の役割と仕事

（１）成年後見人等の役割

成年後見人等の役割は、本人の意思を尊重し、かつ本人の心身の状態や生活状況に配慮

しながら、本人に代わって、財産を管理したり必要な契約を結んだりすることによって、

本人の権利を守り、支援します。

成年後見人等の仕事は、本人の財産管理や契約などの法律行為に関するものに限られて

おり、食事の世話や実際の介護などは、一般に成年後見人等の仕事ではありません。

（２）成年後見人等の職務

成年後見人等には「身上保護」、「財産管理」、「家庭裁判所への報告」の３つの職務が

あります。

ア 身上保護

身上保護とは「被後見人等の生活や、健康、療養などのお世話を行うこと」です

が、あくまでも成年後見人等の職務は、身上保護に関する「法律行為（又はこれに付

随する行為）」を行うことであり、介護労働等の事実行為を含むものではありません。

身上保護の主な内容は次のとおりです。

計画を立てる 

生活状況や財産について調べ、

今後の生活のしかたやお金の

使い方などの計画を立てます

財産管理 

本人の預貯金等を管理し、

収支を記録します

契約や手続き 

本人に代わって福祉サービス

利用契約や年金等の手続きを

行います

家庭裁判所への報告 

本人の健康や財産の状態、

成年後見人の仕事状況を

報告します

①医療に関する事項（診療契約・入院契約・医療費の支払等） 

②住居の確保に関する事項（賃貸借契約、賃料の支払等） 

③施設の入退所及び処遇の監視･異議申立等に関する事項(施設契約､施設費支払等) 

④介護･生活維持に関する事項（介護契約、生活保護申請、利用料の支払等） 

⑤教育・リハビリに関する事項 
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成年後見人等は、これらの事項に関して、契約の締結や契約内容の確実な履行の監

督、場合によっては契約相手方に対する改善を求めることになります。また、契約内

容に基づいて費用を支払うことも、当然に成年後見人等の職務になります。

さらに、必要な場合には、生活保護の申請や介護保険における要介護認定に対する

異議申立てを行うなどの、公法上の行為も成年後見人等の職務となります。

イ 財産管理

財産管理とは、被後見人等の財産の適正な管理であり、主な内容は次のとおりです｡

また、被後見人等は、財産管理能力が十分では無いため、同人が無断で法律行為

（売買契約など）を行った場合には、被後見人等にとって不利益な結果をもたらすこ

とが考えられます。したがって、そのような場合、被後見人等の財産を散逸させない

ように法律行為について取消を行うこととなります。

成年後見人等には、広範な代理権と取消権が与えられますが、被後見人所有の居住

用不動産（被後見人が現に居住している不動産、又は将来後見人が帰住する可能性が

ある不動産）について、売却・賃貸・取り壊し・抵当権設定などを行う場合には、必

ず家庭裁判所に「居住用不動産の処分許可」の申立てを行い、許可の審判が必要とな

ります。

ウ 家庭裁判所への報告

成年後見人等に選任されたら、まず家庭裁判所が指定する期間内（通常は２か月以

内）に被後見人の資産や収入等の調査を行ったうえ、「財産目録」及び「収支予定表」

の作成（その内容を証明する資料（預金通帳の写しなど）も添付）を行い、家庭裁判

所に報告します。なお、期間内に調査を終えることが難しい場合には、家庭裁判所に

「財産目録調整期間の伸長の申立」を行い、報告期限の延長を求めることが可能で

す。

成年後見人等は、適時に（通常は１年に１回程度）、家庭裁判所へ「後見等事務報告

書」、「財産目録」、「収支予定表」を提出し、家庭裁判所の監督を受けます。

被後見人等が死亡等により成年後見業務が終了した

場合には、原則として終了時から２か月以内に、家庭

裁判所に対し、相続人等に財産を引き継いだ上で後見

終了報告を行います。

①印鑑や貯金通帳の保管・管理 

②不動産の維持・管理（固定資産税の支払を含む） 

③保険金や年金などの受領 

④必要な経費（公共料金など）の支出 

⑤生活資金捻出のための動産及び不動産の処分 

⑥「遺産分割協議」「遺留分減殺請求」などの法律行為 
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（３）成年後見人等ができない行為

ア 事実行為（食事や排泄等の介助や清掃、送迎、病院等への付き添いなどの行為）

成年後見人等は契約等の法律行為又はそれに付随する行為を行うものであり、本人

に事実行為の必要が生じたときには、介護保険やその他の制度を利用し、ヘルパーな

どの専門職にゆだねることになります。

親族が後見人の場合、その後見人が行っている場合がありますが、これはあくまで

も親族の立場で行っているものであり、後見人の職務の範囲外であることは変わりあ

りません。

イ 身元保証人・身元引受人・入院保証人等になること

福祉施設の入所契約書には、身元保証人・身元引受人を連帯保証人としている場合

がありますが、成年後見人等は「財産管理」の中で入所費用の支払いをし、「身上保

護」の事務を行うことが職務となっており、これらに就任することは範囲に含まれて

いません。

親族が後見人の場合には、本人の保証人等を引き受けている場合もありますが、こ

れはあくまでも親族の立場として引き受けているのであり、後見人の職務の範囲外で

あることに変わりはありません。

ウ 医療行為への同意

医療行為というのは病気や怪我を治療する行為であり、予防接種や歯科治療など比

較的簡単なものから、手術や延命措置等広範囲に及びます。これら本人に対する医療

行為に関する判断は本人固有のもので、代理権の及ぶものではないとされています。

エ 一身専属的な権利の代理行為

結婚・離婚・養子縁組・離縁等は、本人の身上に大きな影響を与える事項であるた

め、本人の意思のみによってなされるべきであるとされており、成年後見人等であっ

ても権限として付与されていません。
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（４）本人の死後の事務

被後見人等が死亡した場合、後見等は当然に終了し、後見人等は原則その権限を喪失

することになります。

しかし、実務上被後見人死亡後も一定の事務（いわゆる

死後事務）を行うことについて、社会通念上これを拒むこ

とが困難なことがあります。平成 年の民法等の一部改正

により、①相続財産の保存行為、②被後見人の死体の火葬

又は埋葬に関する契約等の締結などについて明文化されま

した。（保佐人及び補助人には、この規定の適用はありません）

法改正により成年後見人が行うことができるとされた死後事務（民法第 条の２）

（１）個々の相続財産の保存に必要な行為（第１号）

（例） 

・相続財産に属する債権について時効の完成が間近に迫っている場合に行う時効

の中断 

・相続財産に属する建物に雨漏りがある場合にこれを修繕する行為等 

（２）弁済期が到来した債務の弁済（第２号）

（例） 

・成年被後見人の医療費、入院費及び公共料金等の支払い等 

（３）その死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結その他相続財産全体の保存に必要

な行為（（１）（２）にあたる行為を除く。）（第３号）

（例） 

・遺体の火葬に関する契約の締結 

・成年被後見人が管理していた成年被後見人所有に係る動産の寄託契約の締結 

（トランクルームの利用契約等） 

・成年被後見人の居室に関する電気・ガス・水道等供給契約の解約 

・債務を弁済するための預貯金（成年被後見人名義口座）の払い戻し等 

成年後見人が上記（１）～（３）の死後事務を行うための要件

ア 成年後見人が当該事務を行う必要があること

イ 成年被後見人の相続人が相続財産を管理することができる状態に至っていない

こと

ウ 成年後見人が当該事務を行うことにつき、成年被後見人の相続人の意思に反す

ることが明らかな場合でないこと

エ 家庭裁判所の許可

上記（３）の死後事務を行う場合にはア～ウに加えて、家庭裁判所の許可も必

要となります

なお、相続人が存在しない場合または法定相続人がすべての相続放棄を行った場合

や、本人の財産や負債を処理する必要がある場合には、元・成年後見人等や債権者等の

利害関係人等から、家庭裁判所に対し、相続財産管理人の選任の申立てを行う必要があ

ります。
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（５）成年後見人等の報酬

成年後見人等に親族以外の第三者（弁護士、司法書士、社会福祉士など）が就任した

場合、後見業務に対する報酬が発生します。成年後見人等は年１回程度、家庭裁判所に

報酬付与審判の申立てを行い、家庭裁判所がその報酬額を決定します。

　　　　

― 12 ―



 

（６）成年後見人等就任によるメリット

日本成年後見法学会が、後見人等を受任している弁護士、司法書士及び社会福祉士を

対象に実施したアンケート調査によると、後見人等が就任したことで本人の生活の立直

し等に成果のあった点を次のようにまとめています。

（平成 年 月・日本成年後見法学会身上監護研究会

「平成 年度報告書」より抜粋）

【経済的、物理的、精神的な生活基盤の立直しや不適切な対応の改善】

① 給付されるべき保険金、年金等、手続のされていないものを申請し、あるいは

等級を適切なものに変更することで、被後見人等の経済的な生活基盤が整えら

れた。 

② 被後見人等の経済状況の整理（債務整理を含め）及びそのプロセスを通じて、

本人自身の今後の生活立て直しに向けた自覚や意識づけができた。 

③ 疎遠だった家族・親族との関係の修復が進んだ。 

④ 後見人等がついたことで、被後見人等の支援者の安心やモチベーション向上が

みられ、被後見人等をめぐるチームとしての支援力が高まった。 

⑤ 適切な介護サービスの導入により、安全や清潔が確保され、活きる意欲の高ま

りがみられるとともに、被後見人等本人の費用負担がより効果的なものとなっ

た。 

⑥ 後見人等がサービスの履行確認を行ったことで、施設側の不適切な対応が改善

された。 

 

【在宅生活継続､地域生活移行など､本人意思の尊重による希望する生活への移行】

① 後見人等がついたことで近隣住民の理解が進み、独居の認知症高齢者の在宅生

活継続が可能となった。 

② 被後見人等の資産を活用し有料老人ホームへの入居が可能となった。 

③ 病院での長期にわたる社会的入院から、在宅への復帰が可能となった。 

④ 在宅から病院・施設への入院入所などの生活の変化の場面で、本人納得のうえで 

新たな生活を開始することができた。 

 

【虐待等さまざまな被害からの救済（予防）】

① 介護人の介護放棄、親族からの経済的虐待からの保護・救済ができた。 

② 消費者被害等第三者からの経済的虐待からの保護、予防ができた。 

 

【就学・就労・余暇活動の機会等】

① 就労支援（就職、転職）が可能となった。 

② 特別支援学校、院内学級への入学手続き支援が可能となった。 

③ 施設や在宅での、趣味等の活動支援や外出機会の確保ができた。 
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Ⅱ 市町村長申立ての実務

１ 市町村長申立てについて

市町村長申立ては、以下の条件により行うことができます。

・本人が認知症高齢者、知的障害者、精神障害者であること

・親族による審判の申立てが期待できないこと

権利侵害等により保護する必要がある場合には、上記にかかわらず申立てを行います。

（１）市町村長申立ての根拠

ア 根拠法令

市町村長は、認知症高齢者（ 歳以上）または知的障害者、精神障害者について、

「その福祉を図るために特に必要があると認めるとき」は、家庭裁判所に対して後見開

始等の審判の申立てを行うことできます。

【市町村長申立てにかかる根拠法令】

○老人福祉法 第 条

○知的障害者福祉法 第 条

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 条の の２

なぜ、市町村行政に申立権限が付与されているのか？

→相談援助等の過程において、その実情を把握しうる立場にあるから 

  

○本人を支える介護保険サービスや障害福祉サービスの利用は、 

 意思表示を前提とする“契約”という法律行為によって成立しているた 

め、意思表示を適切に行うことが難しい方だと適切な支援が受けられない 

○成年後見制度の利用は、 

  家庭裁判所に申立てされることを前提としているため、 

  申立てを行う判断能力がない方や、親族がいない方への保障ができない 

 

平成 12 年の成年後見制度誕生にあわせ、各福祉法（上記【市町村長申立て

にかかる根拠法令】参照）の改正により「市町村長申立て」が規定され、相談

援助の改定でその実情を把握しうる立場にある「市町村」に審判の請求権が与

えられました。 

 権限の適切な履行は、本人の保護の観点において福祉行政の大変重要な役割

と考えられます。 

 

全国社会福祉協議会・2019 年度成年後見制度利用促進体制整備研修より 
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「その福祉を図るために特に必要があると認めるとき」が申立ての要件となっている

のは、行政による個人の生活への過度の介入を防止するためですが、それはあくまでも

迅速適切な保護の必要性との調和が図られることが前提となります。

親族がいても適正な保護がなされていない場合や虐待を受けているような場合は、

保護の必要性が強く働きますので、市町村長が申立ては、保護を受ける本人に対する

行政の責務となります。

イ 市町村長申立てを行う例

２親等以内の親族の有無を確認し、ない場合またはある場合

であっても申立てを行うことが期待できない場合、市町村長が

申立てを行う例とされています。

ただし、この場合でも、３親等内または４親等内の親族に審

判の申立てをする者の存在が明らかである時は、その者と連絡

を取って相談するものとされています。

【虐待防止にかかる根拠法令】

○高齢者虐待防止法 第 条

○障害者虐待防止法 第 条

○発達障害者支援法 第 条

○障害者基本法 第 条

「その福祉を図るため特に必要があると認めるとき」とは？

  

「その福祉を図るため」とは、 

→必要と判断される介護保険サービスや障害福祉サービスの利用や、その利

用に付随する財産の管理など日常生活上の支援を図るため 

（「老人福祉法第 32 条に基づく市町村長による法定後見の開始の審判等の請求及び

「成年後見制度利用支援事業」に関するＱ＆Ａについての一部改正について（平成

17 年７月 29 日付け厚生労働省老健局計画課長事務連絡） 

→虐待の通報又は届け出に対し、虐待の防止や保護、自立の支援を図るため 

（「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律」第９条第２項、 

「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律」第 9 条第３項） 

 

「特に必要があると認めるとき」 

→親族による成年後見制度の申立が期待できないとき 

 ・２親等内の親族が居ない場合や、いても音信不通や支援拒否等の場合 

・３、４親等の親族の存在が既知の情報で明らかでない場合や、存在が明 

らかであっても音信不通や支援拒否等の場合 
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【市町村申立判断の流れ】

平成 年７月 日付け厚生労働省課長連名通知添付１、添付２より

＋ 　無 対応を相談

身近に親族がいない ②　３親等又は４親等の親族であって審判 　明らか

＋ 　請求をする者の存在が明らかかどうか

　明らかではない

保健福祉サービス提供

の基盤となる財産管理 ※　地域福祉権利擁護事業の

などの支援が必要な場合 　活用も考えられる。

④　家庭裁判所に後見・補佐・補助の開始等の審判の請求

　　　（申立書の作成）

老人福祉法に基づく措置

認知症高齢者 当該親族連絡したうえで

③　支援内容の検討

①　２親等以内の親族有無の確認

市町村における成年後見開始の申立事務の流れの例示（認知症高齢者）

対象（候補）者 市町村（福祉事務所等）

家庭裁判所による審判手続き

のみの場合

保健福祉サービス提供

保健福祉サービス等日常
生活上の支援が必要

有

民生委員等が発見・連絡

当該親族に連絡

当該親族による支援

※　地域福祉権利擁護事業の活用も考えられる。

開始等の審判の請求（申立書の作成）

支援内容が措置等である場合

精神保健福祉法又は知的

市町村における成年後見開始の申立事務の流れの例示（精神障害者・知的障害者）

市町村（福祉事務所等）において支援内容を検討

支援を必要とする精神障害者又は知的障害者

３親等又は４親等の親族であって審判

家庭裁判所による審判手続き

障害者福祉法等による措置 ２親等以内の親族の有無の確認

請求をする者の存在が明らかかどうか

支援内容が財産管理や契約を伴う

サービス利用の支援等である場合

家庭裁判所に後見・補佐・補助の

有 無

明らか

明らかではない

当該親族が支援する場合

当該親族が支援しない場合
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（２）県内における市町村長申立等の状況（ 調査時点：前橋家庭裁判所提供）

本人 配偶者 親 子
兄弟

姉妹

その他

親族

法定後

見人等

任意後

見人等
検察官 市町村長

市町村長申立て実績（ 調査時点：成年後見制度に関する実態調査結果より）

高齢分野 障害分野

０

件

１

件

２

件

３

件

４

件

５件

～

０

件

１

件

２

件

３

件

４

件

５件

～

後見 後見

保佐 保佐

補助 補助

後見 後見

保佐 保佐

補助 補助

後見 後見

保佐 保佐

補助 補助

後見 後見

保佐 保佐

補助 補助

後見 後見

保佐 保佐

補助 補助

県内の市町村長申立て件数は、高齢分野及び障害分野において、過去５か年度いずれの

類型においても、「０件」の市町村が多くなっています。

また、過去５か年、市町村長申立て「０件」の市町村もあるなど、市町村申立ての積極

的な活用が行われているとは言い難い状況にあります。

　　　　

― 17 ―



 

（３）整備すべき要綱について

ア 市町村申立てに関する要綱 （ ）

後見、保佐又は補助開始等の審判の市町村長申立てにつき必要な事項を定めるもので

す。未整備の市町村においてはその整備が急がれます。

県内の市町村長申立てにかかる要綱の整備状況

整備済み 未整備

高齢分野 ２８ ７

障害分野 ２７ ８

（ 調査時点：成年後見制度に関する実態調査結果より）

イ 成年後見制度利用支援事業実施要綱 （ ）

成年後見制度の利用にあたり、必要となる費用を負担することが困難である者に対

し、市町村が支給する成年後見制度利用支援助成金について必要な事項を定めるものに

なります。

成年後見制度利用支援事業の要綱整備状況

整備済み 未整備

要綱の整備 ３２ ２

（ 調査時点：成年後見制度に関する実態調査結果より）

要綱は整備されているものの、市町村によっては、利用対象者を市町村長申立てや後

見類型に限る、助成費用を申立て費用に限る等の状況が見られました。

しかし、当該事業は「（４）ア 事業の趣旨」を踏まえ、以下のとおり考え方が示さ

れており、本来補助対象となりうる本人申立てや親族申立て等についても補助対象に加

えるよう要綱の改正等が必要な状況です。

・補助対象者：市町村長申立てに限らず、本人申立て、親族申立て等についても対象

になりうる。（参考： 厚労省事務連絡（ ））

・助 成 費 用：市町村申立て以外にも対象者を拡大

（参考： 厚労省事務連絡（ ））

（４）成年後見制度利用支援事業の活用

ア 事業の趣旨

介護保険サービス、障害福祉サービス利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効

と認められるにも関わらず、制度に対する理解が不十分であることや費用負担が困難な

こと等から利用が進まないといった事態に陥らないために、市町村が行う成年後見制度

の利用を支援する事業に対し、国や県が一定割合を補助するものです。

高齢者は介護保険法に基づく地域支援事業、障害者は障害者総合支援法に基づく地域

生活支援事業の対象とされています。
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今後見込まれる高齢化の進展、単身高齢者あるいは高齢者のみの世帯の増加に対応す

るため、また障害者の地域生活移行を促進するため、本事業は非常に重要であり、市町

村はニーズに合わせて適切な予算確保及び事業の推進を行う必要があります。

イ 補助対象になる事業

（ア）成年後見制度を利用する際の経費に関する助成

申立てに関する費用

申立て手数料（収入印紙）、登記手数料（収入印紙）、郵便切手、診断書作成料、

鑑定料

成年後見人等に対する報酬

成年後見人等の報酬については、成年後見人等が家庭裁判所に対して報酬付与の

審判請求を行い、それに対して家庭裁判所が報酬額を決定します。

成年被後見人等の資力が乏しい場合に、成年後見制度利用支援事業における成年

後見人等に対する報酬の助成を利用します。

報酬額については、平成 年２月 日付けの全国高齢者保健福祉・介護保険関

係主管課長会議資料において、厚生労働省が参考単価として示した金額を月額上限

としている市町村が多いようです。

報酬助成参考単価

居住種別 報酬助成額（月額上限）

施設入所者 円

在宅者 円

（イ）成年後見制度利用促進のための広報・普及活動

広報・普及活動についても助成対象としています（障害者は成年後見制度普及啓発

事業として実施）。

（例） 

・成年後見制度のわかりやすいパンフレットの作成・配布 

・高齢者・障害者やその家族に対する説明会・研修会・相談会の開催 
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２ 市町村長申立ての手順

＊複数の市町村が関与している場合の対応

ア 本人・親族調査

＊戸籍謄本等の請求

＊申立て意思確認

イ 後見登記の有無の確認

ウ 本人情報シートの作成

エ ウを持参し、医師へ診断書の作成依頼

市町村で設置する「成年後見審判申立審査会」

＊申立類型の検討

＊成年後見人等候補者の検討

ア 申立て書類の作成

イ 家庭裁判所への申立て

＊申立て費用の求償の決定・上申書の提出

＊審判前の保全処分

＊家庭裁判所調査官による調査

＊鑑定

＊審判

＊審判の確定・登記

（１）相談受付

（２）調査・検討（ケース検討会議の開催）

（３）市町村長申立て判断

（４）申立て

（５）審理・審判

（６）後見等の開始

緊急を要する場合の措置

本人・親族申立てへの変更

審判前の保全処分の活用

約
２
～
３
か
月

約
１
か
月

約
２
か
月

（７）後見人等報酬助成の交付

約
１
年

任意後見人受任者等へ連絡
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（１） 相談受付

市町村長申立てが必要なケースについては、本人からよりも、地域包括支援センターのほ

か、様々な関係機関からの発見・連絡・相談・要請によってスタートします。

高齢担当セクションにおいては、主に虐待事例や地域から孤立した認知症高齢者の事例等

があり、障害担当セクションでは虐待事例や親亡き後の知的・精神障害のある方に関する相

談が寄せられることが多いでしょう。緊急を要する場合には、措置の検討を行います。

市町村の中には、後見ニーズを発見するために「成年後見制度に基づく市長の申立てに関

する取扱要綱」を制定し、関係機関等からの要請を受け付けるしくみを整備している例もあ

ります。

どのようなケースにおいても調査・検討することが肝要であり、拙速な判断は避けなけれ

ばなりません。

複数の市町村が関与している場合の対応

例えば、Ａ市に住民登録をしていて、国民健康保険や介護保険等についてもＡ市

で加入しているが、Ｂ市の特別養護老人ホームに入所しているような場合には、ど

ちらの市長が申立てを行うのが適当でしょうか？ 

 → この点の明確な法的規定はありません。 

 

 基本的には、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者に関する

法律、障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障

害者総合支援法」という。）、介護保険法、生活保護法における援護の実施者はだれ

かという解釈が、申立者を誰にするかという解釈につながると考えます。 

つまり、措置権者、介護保険の保険者、自立支援給付の実施主体、生活保護の実

施機関となっている市町村が申立てを行うのが妥当と思われます。 

しかし、最終的には該当する市町村間において、本人の実情をよく把握している

自治体はどちらか、本人の権利や利益を守るためにはどちらの自治体で行うのがよ

り適切か、というポイントを意識して調整することが必要でしょう。 

○「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律による老人福

祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及知的障害者福祉法の一部改正につ

いて」 平成 年 月 日付け障障第 号･障精第 号･老計第 号

○支援費制度Ｑ＆Ａ集（平成 年１月）

○成年後見制度における市町村長申立てに関する取扱いについて

（平成 年 月 日付け・群馬県健康福祉部健康福祉課地域福祉推進室通知）

― 21 ―



 

【相談者】 本人

または、親族・民生委員・医療機関・福祉施設・社会福祉協議会・相談支援事業所・

居宅介護支援事業所 等

【一時相談窓口】

地域包括支援センター・障害者相談支援事業所 等

・成年後見制度（法定・任意）に係る相談 

・成年後見制度申立て手続きにかかる相談 

・本人や親族による申立ての支援 

・医療機関等との連携

【相談受付】 市町村高齢者福祉担当課・障害福祉担当課 相談窓口

・市町村長申立てを要する事例（「申立人不在」・「権利侵害」等） 

［使用するツール例］

・相談受付票（p47） ・成年後見制度利用スクリーニング表（p49） 

・成年後見制度活用検討ガイドライン（p54）

［確認事項］ （課内協議・ケース会議を行うための情報収集のため、わかる範囲で）

項目 方法 目的

本人の

基本情報

聞き取り

相談受付票に記載

庁内確認

氏名・生年月日・住民票・居所・生活保護の実

施者・各措置の実施者・各種保険者等の該当の

有無・障害手帳・介護認定の有無。

（担当窓口の決定）

判断能力の

程度

スクリーニング表

医学的診断

法定後見申立の対象か、本人申立は可能か。

（本人申立が可能であれば、本人申立が優先）

親族状況

（申立人）

聞き取り

相談受付票に記載

支援者や申立人となるべき親族の有無を確認。

・親族図・氏名・続柄・住所・同居者の収入 

親族が存在する場合は親族申立が最優先。

ただし、緊急度等を勘案。

経済状況
聞き取り

相談受付票に記載

報酬や申立費用助成の可能性を検討するため、

現状把握できる範囲で確認。

・持家／借家・年金・生活保護・預貯金・借金 

・現在の収支

本人の意向
聞き取り

相談受付票に記載

後見人等就任にかかる本人や支援親族の同意の

有無

（トラブル防止、代理権・同意権付与準備）

緊急度 スクリーニング表 権利侵害・その他急迫の事情の有無。

申立理由 スクリーニング表
申立ての趣旨の確認｡解決すべき課題が後見人等

就任により解決が望めるか否か｡ 手段の妥当性

その他
聞き取り

相談受付票に記載

その他、市町村長申立ての判断をする上で必要な

情報

・必要応じて本人及び親族と面談を行う。 

・スクリーニング表は、相談者から聞き取りのうえ、基準と異なる評価は訂正。 

・支援者から本人の基本情報やケアプランを入手すると準備が円滑。 

［根拠法令］（この段階での実態把握について）

老人福祉法第５条の４第２項、知的障害者福祉法第９条第４項
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（２）調査・検討（ケース検討会議の開催）

市町村担当課内会議や、対象者に関与している機関・団体等の実務レベルの担当者と

担当課職員から構成されるケース検討会議を開催し、市町村長申立てを視野に入れた支

援の開始をするか否かの判断を行います。

使用するツール例

・相談受付票 

・成年後見制度利用スクリーニング表 

・成年後見制度活用検討ガイドライン 

・市町村成年後見制度利用支援事業実施要綱

会議における確認・検討事項

・要綱上の要件に該当するか 

・成年後見制度利用の必要性 

・市町村長申立ての必要度（緊急度・親族状況等） 

・当面の福祉的対応の在り方 

・日常生活自立支援制度など他制度利用の必要性 

・必要な情報収集を図るための役割分担 など

判断できない場合

・情報不足の場合は、再調査

を実施し再検討 

・市町村長申立てや妥当で

ない方について、他の手段

につなぐ、又は申立て支援

を行う

審査会にかける必要があると判断

相談者に書類の提出を依頼

他課・他機関との関連がある事例は連携して手続きを進めること 

親族調査や審査会の結果、市町村長申立ての中止がありうることを想定

●ケース検討会議は、１回のみならず随時開催していきます。

●ケース検討会議のメンバーは、成年後見人等が就任した後も成年後見人等をバックア

ップする支援チームとなります。随時、新たに関わる関係機関・関係者をメンバーに

追加していきます。

●虐待などの緊急対応が必要な場合は、「やむを得ない事由による措置」を発動し、入

所施設等へ措置入所させることで、とりあえずの安全確保を図ることを検討する必要

があります。必要に応じて、措置後、市町村長申立てを行います。

【根拠法令】

○老人福祉法第 条の４第１項、第 条、

○知的障害者福祉法第 条の４、第 条

○身体障害者福祉法第 条

○障害者虐待防止法第９条
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ア 本人調査・親族調査

寄せられた情報の事実関係を確認するとともに、本人の心身、日常生活、資産の状況

を把握します。

本人の意思及び状況確認を、担当者による面談で行います。（ ）

親族調査は、４親等内の親族が成年後見制度の申立権者とされており、親族が適時か

つ適切に申立てが可能であれば、親族申立てに変更するためです。

４親等以内の親族すべてを調査することは大変な時間と労力を必要とするため、厚生

労働省通知（平成 年７月 日付け）にて、２親等以内の親族（本人と配偶者の父

母、祖父母、子、孫、兄弟）の有無を調査することで足りるとされました。

調査内容

項目 方法 備考

本人戸籍謄本・住民票 公用請求 本籍地に請求

戸籍附票があれば住民票は不要。

発行より３か月以内のもの

本人の医療・福祉サー

ビス利用状況 →ウへ

本人に確認

支援者へ依頼

疾病･傷病､既往歴､かかりつけ医､受診や服薬

ケアプラン等の福祉サービス利用状況

親族

（親族関係図作成）

公用による

戸籍照会

戸籍追跡により２親等内親族の存在有無及び

住所を調査

家族関係図にてわかりやすく図示。

親族同意書 協力依頼文書

同意書

戸籍追跡調査後、２親等内親族へ簡易書留で親

族同意書を発送

親族が市内在住の場合は面談を実施する

判断能力

診断書作成 →エへ

主治医へ

作成依頼

精神科医が望ましいが、かかりつけ医でも可

財産

（財産目録作成）

公用請求

通帳の確認

可能な範囲で照会

・持家／借家､年金､生活保護､預貯金､借金

根拠となる資料添付

収支の状況

年間収支予定表作成

通帳の確認

支援者へ依頼

現在の収支状況

生活費、医療や福祉サービス利用料の３か月の

平均を調査。根拠となる領収書添付

登記されていないこと

の証明書取得 →イへ

法務局に

公用請求

前橋法務局に公用請求

発行３か月以内のもの

郵送請求の場合は東京法務局

申立書及び申立て事情

説明書の作成

保険情報・

支援者より

情報収集

生活歴・既往歴等は支援者に協力依頼

申立書は素案として作成

代理権又は同意権付与

申立書の作成

本人と面談

支援者より

情報収集

保佐・補助類型の場合のみ作成

支援者を交えて本人の意思確認を実施
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戸籍謄本等の請求（２親等以内の親族調査） （ ）

・本人の本籍地の市町村役場にて戸籍謄本等を窓口又は郵送により請求

・親族の本籍地が他の市町村役場にある場合は、該当する市町村ごとに請求

≪取り寄せる書類≫

戸籍謄本、戸籍附票、改正原戸籍謄本、除籍謄本

登記手数料令第 条により手数料無料

申立て意向確認

本人と、２親等内の親族及び存在が明らかな４親等までの親族に対し、申立ての意向

を確認します。

可能な場合は、面談により確認

申立て意向を確認する照会状を簡易書留で送付（ 、 ）

回答期限までに回答のなかった場合は、申立て意思のないものと判断する

●２親等以内の親族の存否でなく、その親族による成年後見制度の申立てが「期待でき

るか」を確認するものであり、存在することをもって市町村長申立てが制限されるも

のではありません。

●３、４親等内の親族への意向確認は、「明らかに存在する」場合のみ行います。

３、４親等内の親族の存否確認は必要ありません。

●親族に確認する意向は、「申立てをするかどうか」であり、成年後見制度の利用に賛

成か反対かではありません。

●家庭裁判所提出の申立て書類『親族の意見書』について（ ）

・回答があった方のみ提出とし、回答なしの場合は親族関係図（ ）にその旨を記載

します。

・成年後見の申立てをすることを親族が知っているかが重要であり、利用に反対と記載

があっても提出します。

虐待をしている親族に申立てを知られたくない場合の対応

 → 虐待をしている親族に申立てを知らせる必要はありません。 

 

 親族に申立てを知らせない方がよい場合、知らせなかった事情や理由を書いた

上申書を添えて申立てを行います。 

 後見開始の審判の記録は、当事者又は利害関係を疎明した第三者に閲覧等の請

求権があります。親族の場合、記録の閲覧を請求することができる場合が多いで

しょう（家事事件手続法第 47 条第１項）。当事者が審判記録の閲覧を申立てた場

合、原則として許可しなければならないとされていますが、当事者や第三者の私

生活もしくは業務の平穏を害する恐れがある場合は、例外として申立てを許可さ

れない場合があります。閲覧を制限する合理的な理由がある場合には、申立ての

際に秘匿の申出をしておくとよいでしょう。 

 秘匿の申出…申立て時に窓口にて手続き
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イ 成年後見登記の有無の確認

すでに成年後見等の開始の審判がされていないことを確認するため、法務局に「登記

されていないことの証明申請書」（ 、 、 ）を請求します。

窓口請求 郵送請求

住所
前橋市大手町 丁目 番 号

前橋地方法務局 戸籍課

〒

東京都千代田区九段南

九段第２合同庁舎

東京法務局

民事行政部後見登録課

ＴＥＬ
（代表）

受付時間 ： ～ ：
（直通）

持参（送付）書類

・「登記されていないことの証

明申請書」（市町村名で申請）

・申請書内に「公用申請」であ

る旨を記載

・「登記されていないことの証

明申請」（市町村名で申請）

・申請書内に「公用申請」であ

る旨を記載

・返信用封筒（切手貼付）

※１週間程度要する

手数料は、国または地方公共団体が請求する場合、登記手数料令第 条により免除。

●確認の結果、すでに任意後見人契約が締結されている場合には、本人の自己決定の尊重

の理念から任意後見が優先します。速やかに任意後見受任者に連絡し、任意後見監督人

の選任手続きを行うよう依頼しましょう。

●ただし、「本人の利益のため特に必要があると認める」ときには、家庭裁判所が後見開

始の審判を行うことができるとされており、本人を取り巻くさまざまな事情を慎重に検

討の上、市町村長申立ての要否について検討してください。

（参考）任意後見契約に関する法律 抜粋

（後見、保佐及び補助との関係）

第十条 任意後見契約が登記されている場合には、家庭裁判所は、本人の利益のため特

に必要があると認められるときに限り、後見開始の審判等をすることができる。

２ 前項の場合における後見開始の審判等の請求は、任意後見受任者、任意後見人又は

任意後見監督人もすることができる。

３ 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任された後において本人が後見開

始の審判等を受けたときは、任意後見契約は終了する。
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ウ 「本人情報シート」の作成依頼（ ）

本人の日常及び社会生活に関する客観的な情報を記載し、診断書を作成する際の補助

資料として医師へ提供に利用します。

また、申立て書類として家庭裁判所へ提出するものです。

作成者については、本人の身近なところで、職務上の立場から支援している方によっ

て作成することが望ましいとされています。

具体的には、介護支援専門員、相談支援専門員、病院・施設の相談員、地域包括支援

センター職員、社会福祉協議会職員などとされています。

エ 診断書の作成依頼（ ）

本人が精神上の障害により判断能力が低下していることを明確にするため、医師に診

断書の作成を依頼します。

依頼する医師は、精神科医が望ましいですが、専門外の医師であっても本人の精神状

態がよくわかっているならば、かかりつけ医でよいとされています。

また、診断時には、補助資料「ウ 本人情報シート」を提供することが望ましいとさ

れています。

○本人が日頃１人で医療機関を受診している場合は、日常の状況について詳しく医師

に伝わっていない場合がありますので、支援者等からご本人の現在の状況や困って

いることを医師に伝えたうえで、「後見・保佐・補助」の類型について診断を仰ぎま

しょう。 

 

○申立ての際の診断とは別に、申立て後に精神鑑定を求められる場合もあります。医

師には申立て時の診断書作成と併せて、鑑定が必要な際には協力をしてもらえるか

どうか、診断書の附表に記載してもらうようにします。 

 

○診断書にかかる経費は原則本人の負担となります。 

市町村によっては利用支援事業の対象としている場合もあり 

ます。 

 

○生活保護受給者の場合は、生活保護法第２８条の規定により 

検診命令での受診と診断書の作成、費用の支払いが可能の場 

合があります。

家庭裁判所において、十分な診断ができていない判断された場合は、別途「精神鑑定」

を求められることがあります。

また、本人にかかりつけ医がいない場合や本人が親族などに拘束されていて診断書の

作成が困難な場合は、その旨を裁判所へ伝え、善後策を協議することになります。
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（３）市町村長申立ての判断

審判申立ての適否、申立ての種類や助成事業の利用可否を審査するため、成年後見審判申

立審査会を開催します。

成年後見審判申立審査会

（検討事項） ※資料は審査会後回収 

・市町村長申立ての適否 

・申立て費用の助成の可否 

・申立類型（後見・保佐・補助） 

・成年後見人等候補者（利益相反に注意） 

・成年後見人等報酬の助成の可否 

（申立て時点での方針決定が必要） 

・「審判前の保全処分」の申立ての可否 

（財産管理者の事前選定が必要） 

・その他懸案事項及び付加条件等 

申立類型の判断について （ ）

法定後見は「後見」「保佐」「補助」び３類型があり、最終的には家庭裁判所の審判によ

って決定されるものですが、本人の状況や支援のあり方にかかわるため、できる限り申立

人側で、どの類型が適切かを準備しておく必要があります。場合により家庭裁判所の意向

に意見を述べる必要があります。

判断には医師の診断書を参考に検討します。

成年後見人等候補者について

市町村長申立ての場合は、親族による後見人は期待できないため、第三者が後見人にな

ることがほとんどです。

成年後見人等の選任は家庭裁判所の職務であり、基本的には候補者を探して推薦する必

要はありませんが、実務上申立て時に候補者の有無を尋ねられる場合があります。また、

候補者がいないと審判の確定までに長時間を費やすことも考えられ、できる限り候補者を

推薦することが望まれます。

専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士等）や成年後見制度に取り組んでいる法人（社

会福祉協議会、ＮＰＯ法人）へ相談するとよいでしょう。

 

社会福祉協議会 社会福祉士 
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専門職等を成年後見人候補者として検討する場合のポイント

施設入所者 在宅生活者

弁護士

・法的紛争性を有する事例

・親族間の紛争がある事例

・財産が多額で、その管理に専門性が必要な事例

・虐待事例

・債務整理などがある事例

司法書士
・財産管理（不動産等）に専門性が必要な事例

・債務整理などがある事例

社会福祉士

障害が重度あるいは重複などに

より施設ケアチェック等

身上保護に専門性が必要な事例

・本人が重度の認知症、知的障害

者、精神障害者等である事例

・親族・近隣との関係調整が困難

な事例

・保健福祉サービスが未導入の

事例

・本人の意思確認が困難な事例

社会福祉

協議会

・長期間の支援が必要な事例

・日常生活自立支援事業からの移行事例

成年後見制度に関する専門職団体

機関名 ＴＥＬ 所在地

群馬弁護士会

高齢者・障害者支援センター

〒

前橋市大手町三丁目 番 号

公益社団法人 成年後見センター・

リーガルサポート群馬支部

〒

前橋市本町一丁目 番 号

群馬司法書士会内

一般社団法人群馬県社会福祉士会

ぱあとなあ群馬

〒

前橋市新前橋町

群馬県社会福祉総合センター

なお、利益相反に当たる場合は、選任された後に特別代理人の選任が必要となる場合が

あります。

利益相反とは

成年被後見人等にとって成年後見人等候補者との間に利害・利益関係が存在し、お

互いの利益が相反すること。

（例） 

 ・本人が利用している福祉サービス事業者の職員が成年後見人等に就任する場合 

 ・親の相続をめぐる兄弟姉妹間に同じ成年後見人等が就任する場合 
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（４）申立て

ア 申立て書類の作成

成年後見審判申立審査会の決定を受け、必要に応じて追加調査を行い、関係機関の協

力を得ながら申立書類の作成又は収集をします。（ ～ ）

家庭裁判所指定様式は裁判所ＨＰから入手可能

申立て書類
入
手
先

備考

作

成

書

類

後見 共

保佐

補助 通

□ 本人情報シート

【福祉関係者に作成依頼】

家
庭
裁
判
所

・福祉関係者へ作成依頼

□ 診断書と診断書付票

【担当者が収集】

・医師へ作成依頼

・費用は医療機関ごと異なる

□ 申立書

【担当者が作成】

・診断書の判定内容を確認し記入

□ 申立事情説明書

【関係機関に協力を得て

担当者が作成】

・本人情報シートや診断書により作成

□ 財産目録

【関係機関に協力を得て

担当者が作成】

・現時点で判明している財産の記載で

足りる 金融機関等への照会は不要

・本人の状況をよく知っている関係者

へ協力を得て資料収集

□ 収支予定表

【関係機関に協力を得て

担当者が作成】

・過去１年程度の収支を見て、わかる

範囲で記入

・本人の状況をよく知っている関係者

へ協力を得て資料収集

□ 相続財産目録 ・本人が相続人となっている遺産分割

未了の相続財産がある場合のみ

□ 親族関係図

【担当者が作成】

・２親等までの記載で足りる

・３、４親等の親族については把握し

ている範囲で記載

・不明の場合は「不明」と記載

□ 後見人等候補者事情説

明書

市町村長申立の場合、通常不要

□ 親族同意書

【担当者が収集】

親族調査で連絡がついた親族に依頼

保佐 共

補助 通

□ 同意行為目録・代理行為

目録

【担当者が作成】

必要に応じ

□ 本人同意書

【関係機関に協力を得て

担当者が取得】
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申立て書類
入
手
先

備考

取
り
寄
せ
書
類

申立人分 □ 申立人の戸籍謄本

【市町村長申立の場合不要】

市
町
村
役
場

１通

・親族申立等の場合は必要

後見人

候補者分

□ 後見人等候補者の住民票

【いなければ不要】

１通

・候補者が法人の場合は法人の

「全部事項証明書」を取得

本人分 □ 戸籍謄本 １通

□ 住民票または戸籍附票 １通

□ 成年後見登記事項証明書 法
務
局

１通

財
産
関
係
資
料

本人分 □ 不動産についての資料
法
務
局
・
役
場

不動産登記事項証明書（登記簿謄本）、

名寄帳、固定資産評価証明書、固定資

産税納税通知書のいずれかの原本又

はコピー

□ 預貯金、投資信託、株式

についての資料

金
融
機
関
・
保
険
会
社
ほ
か

通帳、残高証明書、預かり証、株式の

残高報告書などのコピー

□ 生命保険、損害保険等に

ついての資料

保険証書などのコピー

□ 負債についての資料 金融消費貸借契約書、借用書（証）、

返済明細書、督促状のコピーなど

□ 収入についての資料

市
町
村
等
送
付
物

所得証明書、確定申告書、源泉徴収票、

給与明細書、年金額決定通知書などの

コピー

□ 支出についての資料 通帳（引き落としがされているもの）、

各種税金の納税通知書、国民健康保険

料・介護保険料の決定通知書、家賃・

医療費・施設費の領収書などのコピー

申
立
に
必
要
な
費
用

□ 申立手数料

収入印紙 円

郵
便
局
な
ど

金額は家庭裁判所に確認

□ 郵便切手（金種指定あり）

円

内訳

円× 枚､ 円× 枚

円× 枚､ 円× 枚

円× 枚､ 円× 枚

□ 登記手数料

収入印紙 円

※鑑定が行われる場合は、鑑定費用として 万円～ 万円程度かかります。
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イ 家庭裁判所への申立て

本人の住所地（県内では住民票上の住所でも、実際居住している住所でも可）を管轄

している家庭裁判所に申立費用を予納し､必要書類を添えて申立てを行います。（郵送可）

申立て費用の求償

申立て費用は、原則、申立人の負担ですので、市町村長申立ての場合は市町村が負

担することとなります。

ただし、市町村が負担することが公平の観点から妥当性を欠く「特別な事情」があ

ると判断される場合には、本人へ申立て費用の求償をすることができます。（ ）

本人へ求償する場合には、『（後見・保佐・補助）開始等申立書』の「手続費用の上

申」（ ）にチェックした上で、家庭裁判所へ提出します。

審判前の保全処分

後見等開始の審判までの期間は、県内では約８割が２カ月以内となっています。

成年後見人等が活動を開始するまでの間に、本人の財産が侵害される、又はそのお

それがあるときなど緊急の対応が必要な場合、成年後見等申立てと同時に、「審判前

保全処分」の申立てを行うことができます。

申立てに伴い、家庭裁判所は、①財産の管理者の選任、②事件の関係人に対し、本

人の生活、療養監護もしくは財産の管理に関する事項の指示、③後見命令、④保佐命

令、⑤補助命令の保全処分の決定を行うことができます。

保全処分が開始されるまでに財産侵害などの問題が発生する恐れがある場合、市町

村により一時的に通帳等を保管せざるを得ない状況もあります（根拠法令 民法第

条「事務管理」）。慎重な取り扱いが望まれるため、他県では社会福祉協議会と財

産保全・保管の委託契約を行っている市町村もあります。

裁判所

裁判所名 ＴＥＬ 所在地

前橋家庭裁判所
〒

前橋市大手町

前橋家庭裁判所高崎支部
〒

高崎市高松町

前橋家庭裁判所太田支部
〒

太田市浜町

前橋家庭裁判所桐生支部
〒

桐生市相生町

前橋家庭裁判所沼田支部
〒

沼田市材木町甲

前橋家庭裁判所中之条出張所
〒

中之条町大字中之条町
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（５）審理・審判

家庭裁判所は、市町村長からの後見開始等の審判の申立てを受けると、本人の能力や生

活状況、財産状況などの事実関係の調査や、申立人・本人等との面談による聞き取り調査

を行います。家庭裁判所からの呼び出しがある場合もありますので、その際には実情等を

説明してください。

家庭裁判所の審理への協力内容

申立人、後見人等候補者等への事情聴取（管轄家庭裁判所にて）

・本人が裁判所に出向けない場合は、自宅やサービス事業所での面談を調査官と調整 

・本人面談等の結果、必要と判断された場合は専門医による精神鑑定の依頼 

・精神鑑定の結果、類型変更の場合は申立趣旨変更書を提出 

・本人の居所や事情に変更があった際は､速やかに担当書記官に連絡し､上申書を提出

家庭裁判所の調査

・申立人調査（面接）

・成年後見人等候補者調査（面接）

・本人調査（面接）

・親族調査（書面照会等）

鑑定（省略される場合があります）

本人に判断能力がどの程度あるかを医学的に判定するための手続きです。

申立て時に提出した診断書とは別に、家庭裁判所が医師に鑑定を依頼する形で行われ

ます。

鑑定費用５～ 万円がかかります。

審判

裁判所は、申立て書類や調査官が行った調査、鑑定結果などに基づき後見等開始の審

判を行い、成年後見人等を選任します。

保佐・補助開始の場合には、必要な同意権や代理権も定めます。

申立て費用について、本人負担の審判がでている場合は、本人へ費用の求償をします。

本人負担の審判が出されていない場合は、「成年後見制度利用支援事業」の助成対象

となる可能性があるので、市町村長申立担当者は同事業の利用を申請するよう、成年後

見人等へ連絡します。

審判確定まで待機できない事情がある場合は、成年後見人等に連絡し確定後速やかに

動けるようにケース会議等を開催します。

（連絡先不明の場合は、家庭裁判所に問い合わせ）
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審判の確定・登記

審判の結果は、家庭裁判所から成年後見人等、本人、申立人に対して告知又は通知さ

れます。

成年後見人等が審判の通知を受け取り、２週間で審判が確定します。

確定後、成年後見人等の後見等開始の効力が生じます。

（審判後、すぐに成年後見人等が動けるわけではありません）

登記には、さらに２週間程度かかります

（６）後見等の開始

審判確定後、法務局の登記ファイルに審判内容が登記されます。

登記が終了すると、家庭裁判所から成年後見人等へ登記番号が通知され、成年後見人等

は法務局にて登記事項証明書を取得し、後見等業務が開始となります。

審判確定後に速やかに後見等支援を実施できるよう、成年後見人等や関係者とケース会

議等を開催します。ケース会議では、成年後見人等の役割・権限・権限外の行為、それぞ

れの支援者による役割分担を確認します。

（７）成年後見制度利用支援事業（後見人等報酬）の助成 ※該当事案のみ

ア 後見人等報酬助成の申請受付

申請時期：約１年後または裁判所の求める報告時期の前

提出いただく書類

・成年後見人等の支援事業利用申込書（市町村作成） 

 ・審判書の写しまたは登記事項証明書 

 ・その他の添付書類（成年後見人等の生活・心身・経済状況等） 

  その他添付書類は、報酬付与申立て時に家裁に提出する書類とほぼ同様

市町村において「成年後見審判申立審査会」等を開催し、後見人等報酬の助成の可否、

助成上限額の決定、その他補助金交付に伴う付加条件等を決定します。

イ 後見人等報酬助成の交付

提出いただく書類

・成年後見人等の支援補助金交付申請書（市町村の定める様式） 

 ・報酬付与の審判書の写し 

 ・振込口座の写し

　　　　

― 34 ―



 

Ⅲ 日常生活自立支援事業と成年後見制度

１ 日常生活自立支援事業の概要

日常生活自立支援事業（平成 年 月事業開始）は、認知症や高齢、知的・精神障害

等により判断能力が十分でない方が地域において自立した生活が送れるよう、社会福祉協議

会が利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用手続きや日常的金銭管理等を行う事業で

す。

【サービス内容】

① 福祉サービスの利用援助

福祉サービスを利用するもしくはやめる際の手続きの支援。 

② 日常的金銭管理サービス

日常的に扱う預貯金の払い戻しや預け入れ、口座の開設・解約の手続きの支援。 

③ 書類等預かりサービス

大切な書類や通帳・印鑑などを社協金庫や金融機関の貸金庫で保管。

【事業の対象者】

次の①、②のいずれの要件にもあてはまる方となります。

① 認知症高齢者・知的障害者・精神障害者等であり、日常生活を営むのに必要な

サービスを利用する為の情報の入手、理解、判断、意思表示を本人のみでは適切

に行うことが困難な方

② 事業の契約の内容について判断し得る能力を有していると認められる方

※診断や手帳の有無は問いません。

２ 日常生活自立支援事業と成年後見制度の関係

日常生活自立支援事業は福祉サービス利用の手続き援助や日常的金銭管理サービスを行

う面では成年後見制度と似た要素を持つ事業です。

しかし、本人の希望によって支援を行う事業なので、本人の判断能力が低下し、意思が確

認できなくなった場合には、支援が実施できなくなります。

そういった場合には、日常生活自立支援事業を解約し、成年後見制度につないでいく必要

があり、対象者の判断能力の経過の中では、日常生活自立支援事業と成年後見制度は密接な

つながりがあるものと考えられます。

群馬県内の日常生活自立支援事業利用者の中でも、最初は契約し得る判断能力であっても、

年数が経過する中で判断能力が低下し、成年後見へと移行する人が増えており、ここ数年

～ 名程度の方が成年後見へと移行しています。

利用者の中には、申立ての費用が出せなかったり、頼れる親族がおらず申立てが出来なか

ったり、成年後見への移行がなかなか進まないといった理由から、市町村長申立ての対象と

して相談に至ることが考えられます。

　　　　

― 35 ―



 

日常生活自立支援事業と成年後見制度 対照表

日常生活自立支援事業 成年後見制度

所轄庁 厚生労働省 法務省

法的根拠
社会福祉法、

厚生労働省社会・援護局長通知等
民法、政省令、家事審判規則等

対象者

（認知症高齢者・

知的障害者・

精神障害者等）

精神上の理由により日常生活を営むの

に支障がある者

精神上の障害による事理弁識する能力が

不十分な者 ＝補助

著しく不十分な者＝保佐

欠く常況にある者＝後見

担い手・機関の

名称

本人 利用者 本人
被補助人・被保佐人・

成年被後見人

援助機関

基幹的社会福祉協議会 法人

法人の履行補助者として専

門員、生活支援員

保護者

複数可

補助人・保佐人・成年後見人

（自然人として、親族、弁護

士、司法書士、ソーシャルワ

ーカー等 及び法人）

指導監督

機関

都道府県・指定都市社会福祉

協議会（実施機関）及び運営

適正化委員会

監督人
補助監督人、保佐監督人、

成年後見監督人

費用

契約締結までの費用は公費補助

契約後の援助は利用者負担

（生活保護利用者は公費助成）

後見の事務に関する費用、成年後見人、

監督人に対する報酬費用等について、

本人の財産から支弁することを明確化

手続きのはじまり
社会福祉協議会に申し込む

（本人、関係者・機関、家族等）

裁判所に申立（本人、配偶者、四親等以

内の親族、検察官等。市町村長（福祉関

係の行政機関は整備法で規定））

※本人の同意：補助＝必要、

保佐・後見＝不要

意思能力の確認・

審査や鑑定・診断

「契約締結判定ガイドライン」により

確認あるいは契約締結審査会で審査

医師の鑑定書・診断書を裁判所に提出

最高裁で鑑定書･診断書作成の手引作成

援助の目的・理念
契約により、福祉サービスが適切に利用

できるよう、その自己決定を援助
自己決定の尊重と保護の調和

援助 保護 の特徴
生活に必要不可欠な福祉サービスの利用

に関する情報提供、相談と代理

法律行為を行う保護・支援制度

代理、取消、同意

援助 保護

の種類方針

相
談

○福祉サービスの情報提供、助言などの

相談援助による福祉サービスの利用手

続き援助

規定なし（法律行為ではないため）

※成年後見制度申立等の相談は家庭裁

判所で実施

法
律
行
為
・
財
産
管
理
・
福
祉
契
約
等

○日常的金銭管理

○書類等の預かり

○社会福祉事業等の在宅福祉サービスの

契約代理

※施設入所手続きの代理は援助から

除外

※上記のことを援助の種類とし、情報

提供相談、法律行為の一連の援助を

権利擁護と地域福祉の視点で援助す

る。

○財産管理等の法律行為

（不動産の処分、遺産分割等法律行為）

･同意権・取消権

補助…申立ての範囲内で家裁が定める

「特定の法律行為」

保佐…民法第 条 項各号所定の行為

後見…日常生活に関する行為以外の行為

･代理権

補助・保佐…申立ての範囲内で家裁が

定める｢特定の法律行為」

後見…財産に関するすべての法律行為

参考文献： 年日常生活自立支援事業推進マニュアル（全国社会福祉協議会）
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日常生活自立支援事業から成年後見への移行状況 ※（ ）内は市町村社協法人後見

補助 保佐 後見 任意後見 合計

計
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第 号

年 月 日

○○ 市（町村）長 様

○○ 市（町村）長 ㊞

戸籍等関係書類の交付について（依頼）

このことについて、下記に記す者の戸籍状況の把握が必要となったため、以下の書類を交

付くださるようお願いします。

記

１ 請求理由

老人福祉法第 条（知的障害者福祉法第 条、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第 条 の ）の規定に基づき、本市（町村）長が行う後見・保佐・補助開始の

審判の請求にあたり、親族の存否を確認するため

２ 必要とする者の氏名 ○○○○

生年月日（ 年 月 日）

３ 必要とする者の本籍 ○○県○○市

４ 必要とする書類 戸籍謄本１通

戸籍附票１通

改正原戸籍謄本１通

除籍謄本１通

※ 恐れ入りますが 月 日までにご返送ください。

問い合わせ先 ○○課○○係

担当：

住所：

：

：

【参考様式１】戸籍調査について

　　　　

― 40 ―



第 号

年 月 日

○○○○ 様

○○ 市（町村）長 ㊞

成年後見人選任に係る申立てについて（依頼）

拝啓 ○○の候、皆様方におかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

さて、突然の話で恐縮ですが、○○○○様の親族にあたります○○○○様におかれまして

は、判断能力の低下が認められる状態にあり、本人の身上保護の必要性から、成年後見制度

に基づく後見人の選任が必要と認められます。

成年後見制度とは、判断能力の十分でない方を保護し支援するための制度で、家庭裁判所

に対して後見開始の審判の申立てを行うことができるものは、本人、配偶者、四親等以内の

親族とされております。

つきましては、該当いたします親族の皆様方に、○○○○様の保護と支援のため、家庭裁

判所に後見等開始の審判の申立てについてご検討いただきたくお願い申し上げます。

なお、皆様のご意見を確認させていただくために、誠にお手数ではございますが、別紙回

答書にてお返事をくださるようお願いいたします。

敬具

お返事は、 月 日（ ）までに同封の回答書を返信用封筒により送付してください。

期限までに回答がない場合、○○市町村長が○○○○様についての成年後見開始の申立

てを行うことについて、異議のないものとみなして手続きを進めますので、ご了承ください。

※ 成年後見制度に関するパンフレットと返信用封筒を同封しています。

問い合わせ先 ○○課○○係

担当：

住所：

：

：

【参考様式２－①】親族調査に関する書類
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後見等の審判申立てについて（回答）

○○ 市（町村）長 宛

私は本人（○○○○）の（○○○）です。

本人（○○○○）に係る成年後見制度に基づく後見・保佐・補助（以下、「法定後見」と

いいます）開始の申立てについて、次のとおり回答します。

□ 本人（○○○○）について、法定後見開始の審判開始の申立てをすることとし、

私が申立て手続きを行います。

□ 私が、本人の後見人になるつもりです。

□ 私が、本人の後見人になるつもりはありません。

□ 本人（○○○○）について、法定後見開始の審判開始の申立てをすることに同意

しますが、私は申立て手続きをしません。

※申立てが行えない理由について、詳細な事情をご記入ください。

年 月 日

氏名 ㊞

（〒 － ）

住所

連絡先（電話番号）

携帯・昼間の連絡先

【参考様式２－②】親族調査に関する書類（別紙回答書）
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第 号

年 月 日

○○○○ 成年後見人 ○○○○ 様

○○ 市（町村）長 ㊞

後見開始等審判請求に要した費用の求償について

令和 年 月 日付け令和 年（家）第 号後見開始申立事件審判に基づき、

本件手続きに要した費用について、下記のとおり求償します。

記

１ 審判請求の内容

（１）住所 群馬県○○市（町村）

（２）氏名 ○ ○ ○ ○

（３）審判請求の類型 ○○

２ 審判請求に要した費用

内訳：申立手数料 円

登記手数料 円

郵便切手 円

鑑定料 円

合 計 円

３ 費用の納付について

同封の納入通知書により、納めてください。（納付期限：令和 年 月 日）

問い合わせ先 ○○課○○係

担当：

住所：

：

：

【参考様式３】後見開始等審判請求に要した費用の求償
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第 号

年 月 日

○○ 市（町村）長 様

申請者 住所

氏名 ㊞

成年後見制度利用支援事業助成金交付申請書

次のとおり、成年後見制度利用支援事業助成金の交付を受けたいので、関係書類を添付し

て申請します。

１ 成年後見人等

（１）住所 群馬県○○市（町村）

（２）氏名 ○ ○ ○ ○

２ 成年被後見人等

（１） 住所

（２） 氏名

３ 成年後見等の類型

□ 成年後見 □ 保佐 □ 補助

４ 助成金交付申請額 円

５ 費用の種類

□ 審判請求費用

□ 成年後見人等への報酬

６ 添付書類

□ 領収書の写し及び支払証明書

□ 報酬付与の審判の決定通知書の写し

□ 成年被後見人等の資産及び収入の状況がわかる書類

【参考様式４】成年後見制度利用支援事業助成金交付申請書
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第 号

年 月 日

○○○○ 様

○○ 市（町村）長 ㊞

成年後見制度利用支援事業助成金交付決定（却下）通知書

令和 年 月 日付けで申請のありました成年後見制度利用支援事業助成金の交

付申請について、下記のとおり決定（却下）したので通知します。

記

１ 決定

助成決定額 円

２ 却下

理由

≪異議申立て≫

この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

日以内に○○市（町村）長に対して異議申立てをすることができます。

また、この決定の取り消しを求める訴えをする場合には、この決定があったことを知っ

た翌日から起算して６か月以内に○○市（町村）を被告として、提訴することができま

す。（なお、決定を知った日から６か月以内であっても、決定した日から１年を経過する

と決定の取消しの訴えを提訴することができなくなります。

ただし、異議申立をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その異議申立に対する

決定を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提訴しなければなりません。

【参考様式５】成年後見制度利用支援事業助成金交付決定（却下）通知書
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公用無料交付申請書

第 号

年 月 日

○○法務局長 様（提出先の法務局長宛て）

○○ 市（町村）長 ㊞

「登記されていないことの証明書」の交付について（依頼）

このことについて、下記のとおり、登記されていないことの証明書を必要としますので、

交付してくださるようお願いします。

記

１ 申請理由 老人福祉法第 条に基づく後見開始の審判の申立書類として必要なため

２ 住所 群馬県○○○○

３ 本籍 ○○県○○○○

４ 対象者 ○○○○

５ 必要な書類 登記されていないことの証明書

６ 証明事項 成年被後見人、被保佐人、被補助人、任意後見契約の本人とする記録が

ない

問い合わせ先 ○○課○○係

担当：

住所：

：

：

【参考様式６】公用無料交付申請書
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相談受付票（成年後見制度用）

受付日 年 月 日（ ） 受付者

受付方法 □電話 □来所 □訪問（自宅・施設） □その他（ ）

相談内容
□制度説明・情報提供 □申立て手続き □親族等後見人の相談

□その他（ ）

対
象
者

氏名
ふりがな

男・女 生年月日 年 月 日（ 歳）

住所
〒

相
談
者

対象者

との関係

□本人 □親 □子 □配偶者 □兄弟・姉妹 □親類 □隣人・知人

□ヘルパー □民生委員 □介護支援専門員 □地域包括支援センター

□福祉施設 □行政（福祉事務所等） □医療機関 □市町村社会福祉協議会

□その他（ ）

氏名･名称

連絡先
〒

相談内容

身体・生活機能 □支援の必要はない □一部支援が必要 □全面的に支援が必要

認知機能

意思の伝達、短期的な記憶、家族の認識が、

□十分できる □説明すれば理解はできる

□説明しても理解が難しいときがある □説明しても理解できない

日常生活での

精神・行動障害

支障となる行動が

□ない □ほとんどない □ときどきある □ある

その内容、頻度等

（ ）

金銭管理
□本人が管理 □親族又は第三者の支援を受けて本人が管理

□親族又は第三者が管理（ ）

【参考様式７】相談受付票（任意様式・ 「申立事情説明書」を参考）
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世帯状況

□自宅 （自宅での福祉サービスの利用 □あり □なし）

→ □独居 □家族と同居 □日中独居 □高齢者のみ □障害者のみ

□その他（ ）

□施設・病院

→ 施設・病院の名称

住所

住居状況 □本人持家 □家族持家 □本人借家 □家族借家 □その他（ ）

福祉に

関する認定

□介護認定 （認定日： 年 月）

→ □要支援（ １・２ ） □要介護（ １・２・３・４・５ ） □非該当

□障害支援区分（認定日： 年 月）

→ □区分 （ １・２・３・４・５・６ ） □非該当

□療育手帳・愛の手帳など（手帳の名称 ）（判定 ）

□精神障害者保健福祉手帳 （ １・２・３ 級 ）

福祉・介護

サービス

利用状況

家
族
の
状
況

氏名 続柄 年齢 ジェノグラム

健
康
状
況

かかりつけ医 □あり □なし 病院名

既往歴等

生
活
歴
・
職
歴

そ
の
他
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【参考８】　成年後見制度利用スクリーニング表

氏名

住民票

（居所）

氏名

住所

　本人　・　相談者　・　その他（　　　　　　　　　　）

１　本人の判断能力について　（日常生活における影響の程度）
ほ
と
ん
ど
な
い

時
々
あ
る

い
つ
も
あ
る

　　　　　　　特記事項
　　　　　（具体的状況等）
※　日常的にしていない行為は「ほと
　んどない」を選択
※　未確認項目は「ほとんどない」を
　選択し特記事項に記載

① □ □ □

② □ □ □

③ □ □ □

④ □ □ □

⑤ □ □ □

⑥ □ □ □

⑦ □ □ □

⑧ □ □ □

⑨ □ □ □

⑩ □ □ □

⑪ □ □ □

⑫

意思の伝達・表示ができない。
（正誤に関わらず、会話・筆談・手話等で意思の表出ができない）

判断基準

※　⑫は点数に勘案しない

所属機関

連絡先

本人

相談者

回答者

点

点数配分

小計（該当設問数）

合計点

同じものを繰り返し購入したり、収入に見合った支出ができず負債
や未納がある。
（本人の嗜好や習慣ではなく、明らかに支出入の把握や管理、計算
等ができない不適切な状況の場合）
同じ事を何度も言ったり、会話のつじつまが合わず、日常的に意思
の疎通が困難である。
（性格や学歴・習慣に関係なく、場所や目的より不適当な言動の場
合）

必要書類や保険証等を頻繁に紛失し、再発行を繰返す。

約束の日時、服薬の時間や種類を忘れる。
（他者の指示や介助がなければ実行できず、生活に支障が生じてい
る場合。なお、拒薬や受診拒否とは区別する）

自宅または自室に自力で戻れない。
（見当識障害等に起因するもの）

実施年月日

実施日：
実施機関：
判定結果・手帳の等級：

成年後見制度利用スクリーニング表

医学的診断に基づく判断能力の判定の結果。
（療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳も把握できている場合は記
載）

 回答方法

親しい人（家族や知人）の区別がつかない。
（家族の名前や続柄を間違える）

年齢または生年月日、今の季節が分からない。
（２年前後のズレは、可と判断する）

自宅の住所や今いる場所が分からない。
（施設や病院・家などと区別でき、返答できれば可）

金融機関で預貯金の出し入れに関する手続きができない。
（ＡＤＬ低下ではなく、判断力の低下による。以下の項目について
も同じ）

医療や介護費用・公共料金・家賃等の支払いができない。
（引き落とし等により、生活に支障が生じていない場合は除く）

確認者

生年月日

連絡先

（連絡先）

　　　　

― 49 ―



２　成年後見人就任の必要性について　　（本人の権利擁護の手段として成年後見制度の活用が妥当かどうか）

必
要
な
し

今
後
必
要

直
ち
に
必
要

　　　　　　　特記事項
　　　　　（具体的状況等）

※　未確認項目は「ほとんどない」を
　選択し特記事項に記載

① □ □ □

② □ □ □

③ □ □ □

④ □ □ □

⑤ □ □ □

⑥ □ □ □

３　本人保護の必要性について　　（早急に本人及び財産を保護すべき権利侵害及び急迫の事情があるかどうか）
ほ
と
ん
ど
な
い

過
去
に
あ
り

現
在
あ
り

　　　　　　　特記事項
　　　　　（具体的状況等）

※　近い将来発生する事が確実視される
　場合は、「過去にありを選択し、その
　根拠を特記事項に記載

① □ □ □

② □ □ □

③ □ □ □

④ □ □ □

⑤ □ □ □

⑥ □ □ □

現在、本人の福祉の為に、福祉関係施設やその他医療・福祉サービ
スの契約が必要であるが、本人の判断能力が低下している事が原因
で利用できない。

養護者や事業者・使用者による虐待等により、「緊急やむを得ない
措置」等の対応を行った。または、本人保護のために養護者の意思
を遮断すべき状況にある。

本人の判断能力が低下していることが原因で、現在必要とする金融
機関等での手続き（払戻・口座変更・解約等）ができない。

定期的な支出入の管理（年金・社会保険料・公共料金等）及び諸手
続きができず、一定期間滞納等が発生している。
（浪費にあたらないもの）

現在必要な保険金又は賠償金等の受取ができない。

現在必要な裁判上の手続き（訴訟・和解等）や相続手続きができな
い。

現在必要な財産（不動産や預貯金・株券等）の管理・保存・処分等
ができない。

小計（該当設問数）

点数配分

合計点 点

判断基準

判断基準

本人の合意無く、親族や第三者に、預貯金や収入を不当に搾取・制
限されている。または事実が発生している信憑性が極めて高い。
（脅し等なく、本人の意向で金銭を渡している場合は除く）

合計点 点

詐欺や悪徳商法の被害にあっている。

本人の合意無く、本人にとって不利益な契約や法的手続きを親族や
第三者が行っている。またはその信憑性が極めて高い。

支出入の管理・資産の管理・必要な法的手続きが適切に行われない
事で、本人の心身の健康や安全を著しく損ねている。
（判断能力の低下に起因するセルフネグレクトの状況にある）

法的及び行政手続き上、代理人による手続きを行わなければ、本人
及び家族を含む第三者に権利侵害が及ぶ急迫の事情がある。

小計（該当設問数）

点数配分
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４　評価
（１）成年後見制度活用の必要度の評価 ※該当箇所に○

５点以上 中程度 中程度 高い

３点以上５点未満 低い 中程度 高い

１点以上３年未満 低い 低い 中程度

０点 １点以上３点未満 ３点以上

（２）成年後見制度活用の優先度の評価 ※該当箇所に○

２点以上 Ｄ Ａ Ａ

１点 Ｄ Ｂ Ｂ

０点 Ｅ Ｃ Ｃ

低い 中程度 高い

（３）総合評価

評価

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

　速やかに判断能力の程度を専門医等の医学的診断により確定し、支援可能な親族の支援の可否及
び本人の意思確認を行った上で、速やかに申立支援を行う。
　なお、支援者が把握する範囲で協力可能な親族がいない、または親族からの権利侵害を受けてい
る場合は、速やかに市町村長申立てに繋げる。

　申立ての可否の判断のため、判断能力の程度を専門医等の医学的診断により確定し、親族がいる
場合は、制度利用の必要性を説明し、本人の意思を確認しながら申立支援を開始する。
　なお、協力可能な親族がいない、または親族からの権利侵害を受けている場合は、本人申立て及
び市町村長申立てを含めた検討を行う。

　将来的な申立てを視野に入れ、専門医等の医学的診断を得たり、支援可能な親族の確認や、本人
の意思確認等を行っておく。
　 また、「１　本人の判断能力について」の結果が３点未満で、その課題が日常的な金銭管理のみ
である場合は、「日常生活自立支援事業」等を検討する。
　 なお、本人や親族が成年後見制度の利用を希望した場合は、本人及び親族を申立人として速やか
に申立支援を行う。

※申立て及び代理権の付与に、本人の同意を要する類型が予測されるため、本人の意思確認が重要
となる。

　判断能力がある程度あるが、親族及び第三者から権利侵害を受けている場合は、任意後見制度の
活用や法律専門職への相談を検討する。

※任意後見制度の活用は法律専門職への相談が望ましい

　判断能力の程度に関わらず、成年後見制度の活用による課題の解決が望めず、権利侵害の可能性
も低い場合は、本制度の活用以外の方法による課題の解決を検討する。

「１　本人の判断能力
について」の結果

内容

「２　成年後見就任の必要性について」の結果

「３　本人保護の必要
性について」の結果

「１　成年後見制度活用の必要度の評価」の結果
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５　総括表

本人氏名

生年月日

住民票

（１）居住要件について

（ア）市（町・村）内に住民票がある □　当市（町・村） □　他自治体

（イ）
市（町・村）内に居所がある。または帰来先と
なっている。

□　当市（町・村） □　他自治体 □　不明・未定

（ウ)
当市（町・村）が何らかの措置や制度による実
施者・保険者である

□　当市（町・村） （内容： ）

（エ）その他考慮すべき状況について

□　対象 □　要検討・要調査 □　非該当

（２）「本人の福祉を図るために特に必要」と判断されるかどうか

（ア）総合評価
(必要）

Ａ　・　Ｂ
（要検討）

Ｃ
（非該当）
Ｄ　・　Ｅ

（イ）その他考慮すべき状況について

□　対象 □　要検討・要調査 □　非該当

（３）申立人について

□　可能 □　不明

□　不可（理由： ）

□　可能 □　不明

□　不可（　不存在　・　拒否　・　虐待　・他（　　　　　　　　　））

（ウ）親族調査の必要性 □　必要 □　要検討 □　調査済（　　親等）

（エ) その他考慮すべき状況について
（申立人の経済状況等）

□　対象 □　要検討・要調査 □　非該当

※不明・要検討の場合は、どの様な判断基準により判断を行うか・調査の範囲等を具体的に協議し決定すること。

（４）総合判断

　□　再調査のうえ検討　（期限： ）

　□　非該当　（理由： ）

判　断

（ア）

（イ）

本人申立て

親族申立て

判　断

　□　市町村長申立てを審査会ではかる対象とする

　□　申立費用の補助を審査会ではかる対象とする
総　合　判　断

判　断
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【スクリーニング項目について】

１　判断能力について

日常生活の状況から、判断能力の低下の兆候および生活に及ぼす影響の度合いを評価します。

基準： 「いつもある」･･･１週間に１回以上。

「時々ある」　･･･１ヶ月に１回以上、週に１回未満。

「ほとんどない」　･･･１ヶ月に１回未満　又は　その行為を行っていない。

集計： 「いつもある」→３点　　「時々ある」→１点　　「ほとんどない」→０点

評価： ⇒ ５点以上･･･法定後見制度利用の検討が必要である。

⇒ ５点未満３点以上･･･今後、法定後見制度の利用を視野に入れる必要がある。

⇒ ３点未満１点以上･･･なんらかの権利擁護にかかる支援を視野に入れる必要がある。

※ 集計結果が３点以上の場合は、引き続き、以下の２・３の項目についても確認を行い、

必要度や緊急度を評価すること。

２　成年後見人就任の必要性について

成年後見制度の活用により解決すべき課題があるかどうか、また、その必要度を評価します。

基準： 「直ちに必要」･･･現に本人に不利益が生じている。

「直ちに必要」･･･（代価方法がある場合は選択しない）

「今後必要」･･･２～３年以内に必要となる可能性が極めて高い。

「必要なし」･･･現状では必要なし　又は　他の対処方法あり

集計： 「今すぐ必要」→３点　　「今後必要」→１点　　「必要なし」→０点

３　本人保護の必要性について

本人の財産・生命・安全にかかる権利侵害の有無や、急迫の事情の有無等の緊急度を評価します。

基準： 「現在ある」　･･･１月以内に発生している事が確認されている。

「過去にあり」･･･１年以内にはあったが、１月以内は発生していない。または近い

「過去にあり」･･･将来発生する可能性が極めて高い。

「ほとんどない」　･･･全く無い　又は　１年以上無い（予防できている）。

集計： 「現在もある」→２点　　「過去にあった」→１点　　「ほとんどない」→０点

※ 将来的に発生する可能性ではなく、実際に発生しているか否かで評価する。ただし、近い将来

発生する事が確実視される場合は、「過去にあり」を選択し、その根拠を備考に記載

※ 虐待やセルフネグレクトの判断は行政が行うが、本スクリーニング表の段階においては支援者の

判断で可。

資産状況や収支状況・親族状況等にかかる詳細な情報収集が必要となります。

　本スクリーニング表の趣旨をご理解のうえ、制度利用の必要性の判断の一助として使用して下さい。

　本スクリーニング表は、成年後見制度の利用にかかる相談受付段階において、日常生活の状況から判断能力

成年後見制度利用スクリーニング表について

の程度を測るとともに、成年後見制度利用の必要性や本人保護の緊急度を見極めるための指標です。

　なお、成年後見制度申立てにかかる支援もしくは市町村長申立ての検討を行う際には、本スクリーニング表

に加え、医学的診断に基づく判断能力の判定及び申立てや代理権・同意権付与にかかる本人の意思確認並びに
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成年後見制度活用検討ガイドライン

年 月 日

【利用者名】 【記入者名】

成年後見制度の活用が望ましいと思われる要件

☆だけに✓がある場合は、日常生活自立支援事業でも対応可能です。
☑が１つでもある場合は、成年後見制度の活用をご検討ください。

１ 判断能力
① 何らかの認知症、知的障害、精神障害を有するが、日常生活は家庭内

及び社会的にほぼ自立している。（補助相当）
☆

② 日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見ら
れても誰かが注意していれば自立できる。（保佐相当）

☆

③ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さがときどき
見られ介護を必要とする。知的障害の場合は手帳Ａ Ａ 、又はＡ。（後見
相当）

□

２ 財産管理
① 日常的な金銭管理に支援が必要。 ☆
② 通帳や印鑑の紛失・再発行を繰り返してしまう。 ☆
③ 年金・手当等の受取り手続きが必要。 ☆
④ 生命保険などの請求の手続きが必要。 □
⑤ 税金の申告が必要。 □
⑥ 賃貸借契約の手続きが必要。 □
⑦ 高額な買い物をしたり、消費者被害に遭ったことがある。 □
⑧ 不動産処分や定期預金の解約手続きなどが必要。 □
⑨ 借金をしたり、他人の保証人になってしまう。 □
⑩ 借金の整理、ローンの返済が必要。 □
⑪ 遺産相続の手続きが必要。 □
⑫ 裁判所の手続きが必要。 □

３ 身上保護
① 福祉サービスの内容が理解でき、支援すれば本人が契約可能。 ☆
② 福祉サービスの内容が理解できず、本人に代わって契約が必要。 □

特記事項

参考文献 支援者のための成年後見制度活用ハンドブック（名古屋市成年後見あんしんセンター） 

【参考９】成年後見制度活用検討ガイドライン 
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成年後見制度活用検討ガイドライン使用時の留意事項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 後見相当で判断能力がまったくない方は、日常生活自立支援事業や身元保証等の契約を
することはできませんので、成年後見制度による支援が必要です。

 親族などの支援者がいない、またいても高齢・遠方である場合は、将来の金銭管理や
入院・入所等の契約に備えるために、予防的な活用も視野に入れて、導入を検討する
必要があります。 

ガイドラインの視点

 成年後見人等は入院・入所契約の身元保証人になることはできませんが、成年後見人等
が適切に金銭管理を行い、入院・入所契約をすることによって解決可能な場合もありま
す。

 成年後見人等には医療行為（与薬、注射、輸血、放射線治療、手術等）に対する決定及び同意の
権限は認められていません。

 成年後見制度は、一度審判されると本人が病気などから回復し、判断能力を取り戻すか、
亡くなるまで続きます。

成年後見制度に関する留意事項

 
判断能力 … 日常生活自立支援事業の契約については、 契約能力（年金等がどの通帳に

入金されているか答えることができるなど）、 本人の利用意向、 契約
の必要性を確認のうえ、締結することになります。

財産管理 … 日常生活自立支援事業における財産管理は日常生活の範囲内に限られていま
す。また、取消権がないため悪徳商法の被害などによる対応については、限
界があります。
ガイドライン上にない項目については、管轄の社会福祉協議会で個別にご確
認ください。

身上保護 … 日常生活自立支援事業では、福祉サービスの内容が理解できる場合は本人契
約を支援することは可能ですが、内容が理解できず本人に代わって契約が
必要な場合は日常生活自立支援事業の範囲を超える事項になるため、成年
後見制度の導入が必要になります。

日常生活自立支援事業に関する留意事項

参考文献 支援者のための成年後見制度活用ハンドブック（名古屋市成年後見あんしんセンター） 
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【参考１０】

　　【民法上の定義】

　　　　【状態像】

（最高裁判所事務総局家庭
局「成年後見制度における
診断書作成の手引き」を参
照）

１.

２. １. １.

３. ２. ２.

① IQが35以下である ① IQが36以上50以下で
ある

① IQが51以上69以下で
ある

② 長谷川式簡易知能評
価スケール（HDS-R）
の得点が10点以下ま
たは認知機能検査
（MMSE）の得点が14
点以下である

② 長谷川式簡易知能評
価スケール（HDS-R）
の得点が11点以上15
点以下または認知機
能検査（MMSE）の得
点が15点以上17点以
下である

② 長谷川式簡易知能評
価スケール（HDS-R）
の得点が16点以上20
点以下または認知機
能検査（MMSE）の得
点が18点以上21点以
下である

③ 療育手帳の判定でＡ
判定を受けている

③ 療育手帳の判定でB1
判定を受けている

③ 療育手帳の判定でB2
判定を受けている

④ 精神障害者保健福祉
手帳の障害等級が4級
である

④ 精神障害者保健福祉
手帳の障害等級が2級
である

④ 精神障害者保健福祉
手帳の障害等級が3級
である

⑤ 知能検査等の施行が
不可能である

※財産管理能力および残存する能力の内容については、検査における合計点数だけでは測る事ができないため、

　本人及び生活実態全体を総合的に把握している支援関係者並びに主治医等と調整を図りつつ、申立類型及び

　代理権・同意見の範囲を決定することが望ましい。

※精神上の障がいは無いが、本人の財産管理や権利擁護のために第三者による支援を要する場合は、任意後見

　制度の利用に繋げること。

市町村長申立てにおける申立類型の判断基準について

精神上の障害の程度が軽
度の場合

【精神医学的診断に基
づいた申立類型の目
安】

（後見・保佐類型について
は、旭川家庭裁判所「鑑定手
続きについて御協力の依頼」
を参照）

次のいずれかに該当する
場合

次のいずれかに該当する
場合

次のいずれかに該当する
場合

　自己の財産を管理、処分す
るには、常に援助が必要な程
度の者。
　すなわち、日常生活に必要
な買い物程度は単独でできる
が、不動産・自動車の売買や
自宅の増改築・金銭の貸し借
り等重要な財産行為は自分で
はできない程度の判断能力の
者。

　　　民法第１１条
「精神上の障害により事理を
弁識する能力が著しく不十分
である者」

保佐類型 補助類型

　　民法第１５条１項
「精神上の障害により事理を
弁識する能力が不十分である
者」

　自己の財産を管理、処分す
るには援助が必要な場合があ
るという程度の者。
　すなわち、重要な財産行為
は自分でできるかもしれない
が、できるかどうかの危惧が
あるので、本人の利益のため
には誰かに代わってやっても
らった方が良い程度の者。

後見類型

　　　民法第７条
「精神上の障害により事理を
弁識する能力を欠く常況にあ
る者」

自己の財産を管理、処分でき
ない程度に判断能力が欠けて
いる者。
　すなわち、日常的に必要な
買い物も自分ではできず、誰
かに代わってやってもらう必
要がある程度の者。

いわゆる植物状態または
植物状態に準ずる場合

精神上の障害の程度が最
重度の場合

精神上の障害の程度が中
等度の場合
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【参考様式１１】本人面談にて確認する事項

（実施日：　　　　年　　　月　　　日）

確認者 所　属 担　当

本人 氏　名 居　所

関係者 氏　名 続柄・所属

正確な情報 備考（正誤・特記事項） 目的

記憶力
見当識

見当識
（場所）

記憶力
（日付）

記憶力・
計算力

記憶力・
計算力

理解力・
現状把握

意思疎通
能力

理解力・
判断力

※生活歴や既往歴はフェイスシート等の書面で情報提供を求める

関
係
者

本人面談にて確認する事項

結果

本
　
人

確認事項

本人氏名

生年月日
(年齢）

住所
（住民票上）

居所
（入所施設・病院）

入所開始年月日
（期間）

親族の状況
（年齢など）

体調について
（医療機関や受診頻度）

現在の金銭管理状況
（誰が管理しているか）

楽しみにしている事

今後の予定

心配な事・要望

後見等申立て・
代理権等の同意

（自分の能力や現状を関し
たうえで判断ができている

か）

本人の性格の特徴

親族や知人の状況
（面会や訪問・電話状況・ト

ラブルの有無）

現在の問題点
（ＢＰＳＤや早急に対応すべ

き事項）
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○○市（町村）成年後見制度における市（町村）長申立てに関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、民法（明治 年法律第 号）の規定に基づく成年後見制度につい

て、判断能力が不十分な高齢者、知的障害者及び精神障害者（以下「高齢者等」という。）

の生活の自立の援助と福祉の増進のために、老人福祉法（昭和 年法律第 号）第

条、知的障害者福祉法（昭和 年法律第 号第 条）及び精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和 年法律第 号）第 条の の２の規定により、後見、保佐

又は補助（以下「成年後見等」という。）開始等の審判の市（町村）長申立て（以下「市

（町村）申立て」という。）につき必要な事項を定めるものとする。

（対象者）

第２条 市（町村）長申立ての対象者（以下「本人」という。）は、次の各号のいずれにも

該当するものであって、親族等による成年後見等開始等の審判申し立てが見込まれない

高齢者等とする。

（１）次のいずれかに該当する者

ア 本市（町村）に居住し、かつ、住民基本台帳法）昭和 年法律第 号）又は外国

人登録法（昭和 年法律第 号）の規定による本市町村に住所等を記録又は登録

している者

イ 本市（町村）に介護保険法（平成 年法律第 号）の規定により保険者となって

いる者

ウ 本市（町村）が法令の規定により援護を行っている者

（２）次のいずれかに該当する者

ア 配偶者及び２親等以内の親族がいない者

イ 配偶者及び２親等以内の親族があっても、成年後見等に係る審判の申立てを拒否

している者

ウ 配偶者及び２親等以内の親族があっても、虐待、財産の侵害等の事実がある者

エ 配偶者及び２親等以内の親族が戸籍上確認できるが、音信不通の状態にある者

オ 成年後見等に係る審判の申立てに急を要すると市（町村）長が判断する者

申立ての種類

第３条 市（町村）長申立ての種類は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）民法第７条に規定する後見開始の審判

（２）民法第 条に規定する保佐開始の審判

（３）民法第 条第２項に規定する保佐人の同意を要する行為の範囲を拡張する審判

（４）民法第 条の４第１項に規定する保佐人に代理権を付与する審判

（５）民法第 条第１項に規定する補助開始の審判

【モデル要綱１】市（町村）長申立てに関するモデル要綱
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（６）民法第 17 条第１項に規定する補助人に同意権を付与する審判 

（７）民法第 876 条の４第１項に規定する補助人に代理権を付与する審判 

 

（調査及び決定） 

第４条 市（町村）長は、市（町村）長申立てを行うにあたっては、次の各号に掲げる事項 

 の調査を行い、申立ての適否及び申立ての種類を決定するものとする。 

（１）本人の事理を弁識する能力 

（２）本人の生活状況及び健康状況 

（３）本人の親族等の存否及び成年後見等に係る申立てを行う意思の有無 

（４）本人の福祉の増進を図るために必要な事情 

２ 市（町村）長は、前項の調査を行うため、本人の診断書等必要な書類を徴収するものと  

する。 

 

（申立ての手続き） 

第５条 市（町村）長申立てに係る申立書、添付書類及び予納すべき費用等の手続きは、本 

人に係る審判を直轄する家庭裁判所の定めるところによる。 

 

（申立てに係る費用負担） 

第６条 市（町村）長は、家事事件手続法（平成 23 年法律第 52 号）第 28 条第１項の規定 

により、審判の申立てに要する費用を負担する。 

 

（申立てに係る費用求償） 

第７条 市（町村）長は市（町村）長申立てに基づき審判が下され、成年後見人、保佐人又  

は補助人（以下「成年後見人等」という。）が選任されたときは、審判に要した費用（鑑

定費用を含む。）について、家事事件手続法第 28 条第２項の規定により、成年後見人等を

通じ、本人の資産から当該費用の返還を求めることができる。ただし、本人が次号のいず

れかに該当するときはこの限りではない。 

（１）生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定に基づく被保護者であること。 

（２）成年後見等開始等の審判に要する費用を負担することが困難であると市（町村）長が 

認めたもの。 

 

（補足） 

第８条 この要綱に定めるものほか必要な事項は、市（町村）長が別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和  年  月  日から施行する。 

 



○○市（町村）成年後見制度利用支援事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、民法（明治 年法律第 号）の規定に基づく成年後見制度の利用

にあたり、必要となる費用を負担することが困難である者に対し、市（町村）が支給す

る成年後見制度利用支援助成金（以下「助成金」という。）について必要な事項を定め

る。

（対象者）

第２条 助成金の対象者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する

者であって、老人福祉法（昭和 年法律第 号）第 条、知的障害者福祉法（昭和

年法律第 号）第 条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 年

法律第 号）第 条の の２の規定により、後見、保佐又は補助（以下「成年後見

等」という。）に係る審判の申立てを行った者とする。

（１）次のいずれかに該当する者

ア 本市（町村）に居住し、かつ住民基本台帳法（昭和 年法律第 号）又は外国

人登録法（昭和 年法律第 号）の規定により本市（町村）に住所等を記録又

は登録している者

イ 本市（町村）が介護保険法（平成９年法律第 号）の規定のより保険者となっ

ている者

ウ 本市（町村）が法令の規定により援護を行っている者

（２）次のいずれかに該当する者

ア 生活保護法（昭和 年法律第 号）の規定に基づく被保護者である者

イ 成年後見人、保佐人又は補助人（以下「成年後見人等」という。）の報酬を支払

うことが困難であると市（町村）長が認めた者

（対象費用）

第３条 助成対象費用は、成年後見等開始審判申立に要する費用および成年後見人、保佐

人又は補助人（以下「成年後見人等」という。）の報酬の全部又は一部（以下「審判申

立費用」という。）とする。ただし、成年後見人等の報酬助成の金額は、家庭裁判所が

決める金額の範囲内とする。

２ 成年後見人等の報酬助成額は、施設入所又は長期入所している者については、月額○

○○○円を、その他の者については月額○○○○円を上限とする。

（助成申請等）

第４条 助成金を申請できる者は、支給対象者又は成年後見人等（以下「申請者」とい

う。）とする。

【モデル要綱２】成年後見制度利用支援事業実施モデル要綱
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２ 申請者は、助成金の支給を受けようとするときは、成年後見制度利用支援助成金支給

申請書に必要書類を添えて、市（町村）長に申請するものとする。

３ 市（町村）長は、第２項の申請があったときには、その内容を審査のうえ支給の可否

及び助成金の額を決定し、申請者に対し成年後見制度利用支援助成金支給決定（却下）

通知書により通知するものとする。

（成年後見人等の報告義務）

第５条 成年後見人等は対象者の資産状況及び生活状況に変化があった場合には、速やか

に市（町村）長に報告しなければならない。

（助成金の返還）

第６条 市（町村）長は、対象者が偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたと

認めた場合は、その助成金の全部又は一部を返還させるものとする。

（補足）

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市（町村）長が別に定める。

附則

この要綱は、令和 年 月 日から施行する。　　　　
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は じ め に 

 

 成年後見制度は，自己決定の尊重，残存能力の活用，ノーマライゼーションといった新

しい理念を取り入れ，平成１２年４月，民法の改正により導入されました。制度の導入に

当たり，最高裁判所は，利用者の便宜に資するよう，本人の事理弁識能力（自分の行為の

結果について合理的に判断する能力）についての判断資料として用いられる診断書の書式

を作成し，その後，幅広く利用されてきました。 

そのような中，平成２８年５月，成年後見制度の利用の促進に関する法律が施行され，

平成２９年３月には，成年後見制度利用促進基本計画（以下「基本計画」という。）が閣議

決定されました。基本計画においては，政府は，医師が診断書等を作成するに当たって，

福祉関係者が有している本人の置かれた家庭的・社会的状況等に関する情報も考慮できる

よう，診断書等の在り方について検討するとともに，本人の状況等を医師に的確に伝える

ことができるようにするための検討を進めることとされています。このような基本計画の

内容を踏まえ，今般，最高裁判所においても，医師が家庭的・社会的状況等に関する情報

も踏まえて行った医学的判断をより的確に表現することができるよう，従前の診断書の書

式を改定するとともに，福祉関係者が本人の生活状況等に関する情報を記載し，医師にこ

れを伝えるためのツールとして，新たに「本人情報シート」の書式を作成することとしま

した。 

この手引は，このような観点から改定された診断書及び新たに導入される本人情報シー

トを作成する際に参考としていただくために，成年後見制度の概要を説明した上で，各書

式についての記載ガイドライン及び複数の記載例を掲載しています。 

新しい診断書の書式及び本人情報シートの作成に当たっては，認知症や障害がある方の

各関係団体や，医療・福祉に携わる関係団体から有益な御意見をいただきました。特に，

各書式についての記載ガイドライン及び記載例を作成するに当たっては，公益社団法人日

本医師会，公益社団法人日本社会福祉士会及び公益社団法人日本精神保健福祉士協会から，

専門的な知見に基づく御助言をいただきました。御協力いただいた皆さまには，この場を

借りて御礼を申し上げます。 

今後も，実務の動向を見ながら，必要に応じて，修正を加えていきたいと考えておりま

すので，何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 平成３１年４月 

                       最高裁判所事務総局家庭局 
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一 成年後見制度について 

 

１ 成年後見制度とは 

  認知症，知的障害，精神障害，発達障害などによって物事を判断する能力が十分

ではない方（ここでは「本人」といいます。）について，本人の権利を守る援助者（「成

年後見人」等）を選ぶことで，本人を法律的に支援する制度です。 

 

※ 成年後見制度の種類 

  任意後見制度と法定後見制度があります。 

● 判断能力が不十分になる前   → 「① 任意後見制度」へ 

 ● 判断能力が不十分になってから → 「② 法定後見制度」へ 

 

① 任意後見制度 

   本人に十分な判断能力があるうちに，判断能力が低下した場合には，あらかじ

め本人自らが選んだ人（任意後見人）に，代わりにしてもらいたいことを契約（任

意後見契約）で決めておく制度です。 

   任意後見契約は,公証人の作成する公正証書によって結ぶものとされています

ので，契約手続は公証役場において行います。 

本人の判断能力が低下した場合に，家庭裁判所で任意後見監督人が選任されて

初めて任意後見契約の効力が生じます。この手続を申し立てることができるのは，

本人やその配偶者，四親等内の親族，任意後見受任者です。 

 

任意後見契約締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判断能力の低下 

家庭裁判所に任意後見監督人選任の申立て 

任意後見監督人の選任 

任意後見契約の効力発生 

 

　　　　

― 67 ―



- 2 - 

② 法定後見制度 

  本人の判断能力が不十分になった後，家庭裁判所によって，成年後見人等が選ば

れる制度です。本人の判断能力に応じて，「補助」「保佐」「後見」の３つの制度が用

意されています。 

 

  法定後見制度の３種類 

 補助 保佐 後見 

 

対象となる方 

 

 

判断能力が 

不十分な方 

 

 

判断能力が 

著しく不十分な方 

 

判断能力が 

全くない方 

 

成年後見人等が

同意又は取り消

すことができる

行為（※１） 

 

 

申立てにより裁判所が

定める行為（※２） 

 

借金，相続の承認など，

民法１３条１項記載の

行為のほか，申立てによ

り裁判所が定める行為 

 

 

 

原則としてすべての

法律行為 

 

 

成年後見人等が

代理することが

できる行為 

（※３） 

 

 

 

申立てにより裁判所が

定める行為 

 

 

 

申立てにより裁判所が

定める行為 

 

 

原則としてすべての

法律行為 

 

※１ 成年後見人等が取り消すことができる行為には，日常生活に関する行為

（日用品の購入など）は含まれません。 

※２ 民法１３条１項記載の行為（借金，相続の承認や放棄，訴訟行為，新築や

増改築など）の一部に限ります。 

※３ 本人の居住用不動産の処分については，家庭裁判所の許可が必要となりま

す。 

 

※ 保佐制度及び後見制度の利用により，本人が一定の資格や地位を失う場合が

あります。 

※ 補助開始の審判，補助人に同意権・代理権を与える審判，保佐人に代理権を

与える審判をする場合には，本人の同意が必要です。 
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申立て 

調 査 
 

鑑 定 

審 判 

 

２ 手続の流れ 

 

                  

 

  

                  

 

 

 

 

 

  

                  

 

● 申立てには，診断書及び本人情報シートのほか，申立書などの 

書類や，申立手数料などの費用が必要です。 

● 来庁する日時について，電話予約が必要な家庭裁判所もあります。 

                  

  ● 裁判所から事情をお尋ねすることがあります（調査）。 

       ● 本人の判断能力について鑑定を行うことがあります（別途費用が 

かかります。）。 

 

                   

● 後見等の開始の審判をすると同時に成年後見人等を選任します。 

 

                   

● 成年後見人等は，選任後速やかに，本人の財産や生活の状況を確

認し，財産目録及び収支予定表を作成し，家庭裁判所に提出します。 

● 成年後見人等は，本人の意向を尊重し，本人にふさわしい暮らし

方や支援の仕方を考えて，財産管理や介護，入院などの契約につい

て，今後の計画と収支予定を立てます。必要に応じて，介護サービ

スの利用契約や施設への入所契約などを，本人に代わって行います。 

● 成年後見人等には，原則として少なくとも年に１回，家庭裁判所

に本人の生活や財産の状況などの報告を求めています。 

福祉関係者による本人情報シートの作成（※） 

 医師による診断書の作成 

家庭裁判所 

本人を支える福祉関係者 

かかりつけ医又は精神科医 

市区町村に設置されている地域包括支援センター，社会福祉協議会等が運営する権利擁護支援センター，

成年後見制度に関わる専門職の団体（弁護士会，司法書士会，社会福祉士会など）等に，成年後見制度を利用

するための手続について，あらかじめ相談することができます。 

 医師に対する本人情報シートの提供 

後見事務 

※ 本人情報シートの提出が難しい場合は，本人情報シートを提出することなく申立てを行うことが可能です。 
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３ 文書の開示について 

診断書及び本人情報シートは，原則として，当事者に対して開示される扱いとな

ります（詳細は以下のとおりです。）。診断書又は本人情報シートの作成に際しては, 

この点に留意してください。 

 

 当事者（※１）から 

 開示の申出があった 

 場合 

原則と例外  原則として開示 (例外的に非開示) 

非開示の要件 

 当事者又は第三者の私生活又は業務の平穏を害する 

 おそれがあると認められるとき (※３) 

 当事者又は第三者の私生活についての重大な秘密が 

 明らかにされることにより,その者が社会生活を営むのに 

 著しい支障を生じ, 又はその者の名誉を著しく害する 

 おそれがあると認められるとき （※４） 

 事件の性質,審理の状況,記録の内容等に照らして,  

 当事者に開示することを不適当とする特別の事情が 

 あると認められるとき 

不服申立て  開示を認めないとする結論に対して不服申立てができる。 

 利害関係を疎明した 

 第三者（※２）から 

 開示の申出があった 

 場合 

原則と例外  原則として非開示 (例外的に開示) 

開示の要件  家庭裁判所 (裁判官) が相当と認めるとき 

不服申立て 
 開示を認めないとする結論に対して不服申立て 

 はできない。 

 

※１ 当事者とは,家庭裁判所の手続の申立人や,手続に参加した本人及び親族など

をいう。 

 ※２ 第三者とは, 手続に参加していない本人及び親族などをいう。 

 ※３ 診断書を閲覧した当事者が押し掛けることが予想される場合の, 診断医の住

居所や勤務先病院などがこれに当たる。 

※４ 本人の病歴や犯罪歴が社会的に露呈されると, 本人の社会生活に著しい支障

が生じるおそれがある場合などがこれに当たる。 
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成年後見制度における診断書作成の手引 
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二 成年後見制度における診断書作成の手引 

 

１ 診断書の位置付け 

 診断書の必要性について 

家庭裁判所は，補助及び任意後見の利用開始に当たっては，医師の意見を聴か

なければならないとされておりますので，申立人に対して，申立書とともに，本

人の精神の状態について記載された医師の診断書の提出をお願いしています。 

後見及び保佐については，原則として医師等の鑑定を必要とするとされていま

すが，診断書の記載等から明らかに必要がないと認められる場合には鑑定は不要

とされていますので，鑑定の要否を検討するためにも，まずは，補助・任意後見

の場合と同様，医師の診断書の提出をお願いしています。 

※ 本人が診断を拒否しているなど，様々な事情によって診断書の作成・提出が困難な場合

には，診断書の添付がなくても申立てを行うことは可能です。その場合，多くのケースで

は，申立人が鑑定を行うための費用を一時的に負担して手続が進められます。 

※ 鑑定書を作成する上での留意事項（鑑定書書式･記載ガイドライン･記載例等）については，

「成年後見制度における鑑定書作成の手引」を参考にしてください（最寄りの家庭裁判所又

は後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/)で入手することができます。）。 

 

 診断書書式について 

成年後見制度は精神上の障害によって判断能力が低下している者を対象として

おり，家庭裁判所は，医師の作成した診断書等を参考に，本人について，精神上

の障害の有無や判断能力の低下の有無・程度について判断することになります。 

家庭裁判所の審理に必要な情報は，「診断書（成年後見制度用）」の書式を利

用して診断書を作成していただくことによって記載することができます。本人や

親族等から依頼があった場合には，本書式を利用して診断書を作成いただきます

ようお願いします。 

 

 診断書記載ガイドライン及び診断書記載例 

診断書記載ガイドラインは，後見関係事件の手続で家庭裁判所が判断する際の

資料となる診断書の記載の一般的な基準を示したもので，それぞれの記載事項の

意味や記載の要領を示しています。 

診断書記載例は，診断書を作成する上での参考とするために，後見等の手続に

おいて比較的多く現れると考えられる症例を想定して，診断書記載ガイドライン

に沿って作成したものです。 

後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）から，「診断書書式」（Word 

形式）のダウンロードができます。 
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診断書作成の依頼があった場合 

かかりつけの患者の場合 かかりつけの患者でない場合 

より専門的な検査等を 

実施する必要がある場合 

これまでの診察を踏まえて対応する 

・ この診断書は，通常の診断書と同様，当事者が医師に依頼して作成されるものであり，診断

書作成にかかる費用は，通常の診断書の場合と同様，当事者の負担となります。 

・ 成年後見のための診断書を作成する医師に資格等による限定はありませんが，この診断書は，

本人の精神の状況について医学的見地から判断をするものですから，精神神経疾患に関連する

診療科を標榜する医師又は主治医等で本人の精神の状況に通じている医師によって作成され

るものと考えられます。 

・ 診断書の内容についてさらに確認したい点がある場合には家庭裁判所から問合せがあること

もありますが，診断書を作成した医師に成年後見の手続において証言を求めることは通常は想

定されません。 

本人情報シート（※手引２７頁～参照）の提供を受けた場合は，診断への活用をご検討ください。 

診断書の作成 

以前から本人を診察している医師が作成する

場合や病状が明らかな場合には，１回の診察

で作成されることが想定されています。 

診察（１か月程度） 

診断書の作成 

以前には診察を受けていなかった場合であって

も，おおむね１か月程度の期間，２，３回程度の

診察で作成することが可能かご検討ください。 

専門医療機関を勧める 
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 診 断 書（成年後見制度用）  

１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
 
 
 
 
 
 

各種検査 
長谷川式認知症スケール     （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ            （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
□ あり ⇒（□ 部分的にみられる  □ 全体的にみられる  □ 著しい  □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 
その他 

 
短期間内に回復する可能性 

 □ 回復する可能性は高い   □ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

 

３ 判断能力についての意見 

 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  

 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 

 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 

 □ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 
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 （家庭裁判所提出用） 

- 10 - 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

□ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い □ 障害が高度） 
□ なし 

 
 

(2) 他人との意思疎通の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 

□ 意思疎通ができない） 
□ なし 

 
 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

 
 

(4) 記憶力の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

 
 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
 
 
 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

 

※ 「本人情報シート」の提供を □ 受けた  □ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

 

 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 

 病院又は診療所の名称・所在地 

担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

 
【医師の方へ】  

 ※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 
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 ３
 
診
断
書
記
載
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
 

表
面

 

 
 
 

診
 
断
 
書

（
成

年
後

見
制

度
用

）
 

１
 

氏
名

  
 
  

 
  

 
 

 
 

 
 
  

 
 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
男

・
女
 

 
 

 
 
 

 
 
 

年
 
 

 
月

 
 

 
日

生
（
 

 
 
 

歳
）

 

 
 

住
所
 

  ２
 

医
学
的

診
断
 

 
 

診
断
名

（
※
判
断
能
力
に
影
響

す
る
も

の
を
記

載
し
て

く
だ
さ
い

。
）
 

     
 

所
見

（
現
病
歴
，
現
在
症
，

重
症

度
，

現
在

の
精

神
状

態
と

関
連

す
る

既
往

症
・

合
併

症
な
ど
）
 

       
各

種
検

査
 

長
谷
川

式
認
知
症
ス
ケ

ー
ル

 
 

  
（

□
 
 
 
 
点

（
 
 
 
 
 
年

 
 
月
 

 
日
実

施
）
 

□
 

実
施

不
可
）
 

Ｍ
Ｍ
Ｓ

Ｅ
  

 
 
 
 
 
 

 
 

 
（

□
 

 
 

 
点

（
 

 
 

 
 

年
 

 
月
 
 
日
実

施
）
 
□

 
実
施

不
可
）
 

脳
の
萎

縮
ま
た
は
損
傷

の
有

無
 

□
 
あ
り
 
⇒
（
□
 
部

分
的
に
み

ら
れ
る
 
 
□
 
全
体

的
に
み
ら

れ
る
 

 
□
 
著
し
い
 
 
□
 
未
実
施
）
 

□
 
な
し
 
 

知
能
検

査
 

  そ
の
他
 

 

 
 
  

  
 

短
期

間
内

に
回

復
す

る
可

能
性

 
 

□
 
回
復
す
る
可
能
性
は
高
い
 

 
 
□
 
回
復

す
る
可

能
性
は
低

い
 
 

 
□
 

分
か
ら
な
い
 

（
特
記
事
項
）
 

  ３
 

判
断
能

力
に
つ

い
て
の

意
見

 

 
□
 
契
約
等
の
意
味
・
内
容
を
自

ら
理
解

し
，
判

断
す
る

こ
と
が
で

き
る
。
 
 

 
□
 
支
援
を
受
け
な
け
れ
ば
，
契
約
等
の

意
味
・

内
容
を

自
ら
理
解

し
，
判

断
す
る

こ
と
が
難
し
い
場
合
が
あ
る
。
 

 
□
 
支
援
を
受
け
な
け
れ
ば
，
契
約
等
の

意
味
・

内
容
を

自
ら
理
解

し
，
判

断
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
 

□
 
支
援
を
受
け
て
も
，
契
約
等
の

意
味
・

内
容
を

自
ら
理

解
し
，
判

断
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 

（
意

見
）

※
 
慎
重
な
検
討
を
要
す

る
事
情

等
が
あ

れ
ば
，

記
載
し
て

く
だ
さ

い
。
 

  

 

 
 

３
 

判
断

能
力

に
つ

い
て

の
意

見
 

 

〇
 

裁
判

所
が

本
人

の
判

断
能

力
を

判
断

す
る

た
め

の
参

考
と

な
る

意
見

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。
な

お
，
チ

ェ
ッ

ク
ボ

ッ
ク

ス
 

へ
の

チ
ェ

ッ
ク

で
は

的
確

に
意

見
を

伝
え

ら
れ

な
い

場
合

や
，

更
な

る
検

査
等

が
必

要
と

考
え

ら
れ

る
な

ど
慎

重
な

検
討

を
 

要
す

る
事

情
等

が
あ

る
場

合
に

は
，

意
見

欄
に

そ
の

事
情

や
理

由
に

つ
い

て
の

意
見

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

 

〇
 

当
欄

は
，
申

立
人

が
裁

判
所

に
ど

の
よ

う
な

申
立

て
を

す
る

の
か

の
参

考
と

す
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
て

お
り

，
一

般
的

に
は

， 

以
下

の
と

お
り

の
対

応
関

係
に

あ
り

ま
す
（

※
申

立
て

を
受

け
た

後
，
裁

判
官

が
診

断
書

を
含

む
申

立
人

か
ら

の
提

出
書

類
等

 

に
基

づ
き

本
人

の
判

断
能

力
を

判
断

し
ま

す
が

，
事

案
に

よ
っ

て
は

医
師

に
よ

る
鑑

定
を

実
施

す
る

こ
と

が
あ

り
ま

す
。
）。

 

・
 

「
支

援
を

受
け

な
け

れ
ば

，
契

約
等

の
意

味
・

内
容

を
自

ら
理

解
し

，
判

断
す

る
こ

と
が

難
し

い
場

合
が

あ
る

」
→

 
補

助
類

型
の

申
立

て
 

・
 

「
支

援
を

受
け

な
け

れ
ば

，
契

約
等

の
意

味
・

内
容

を
自

ら
理

解
し

，
判

断
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

」
→

 
保

佐
類

型
の

申
立

て
 

・
 

「
支

援
を

受
け

て
も

，
契

約
等

の
意

味
・

内
容

を
自

ら
理

解
し

，
判

断
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

」
→

 
後

見
類

型
の

申
立

て
 

※
 

な
お

，「
契

約
等

の
意

味
・

内
容

を
自

ら
理

解
し

，
判

断
す

る
こ

と
が

で
き

る
」

と
き

は
，

一
般

的
に

は
十

分
な

 

判
断

能
力

が
あ

り
，

後
見

制
度

の
利

用
の

必
要

は
な

い
も

の
と

見
込

ま
れ

ま
す

。
 

〇
 

チ
ェ

ッ
ク

ボ
ッ

ク
ス

中
の
「

契
約

等
」
と

は
，
一

般
に

契
約

書
を

必
要

と
す

る
よ

う
な

重
要

な
財

産
行

為
（
不

動
産

，
自

動

車
の

売
買

や
自

宅
の

増
改

築
，
金

銭
の

貸
し

借
り

等
）
を

想
定

し
て

い
ま

す
。
ま

た
，「

支
援

」
と

は
，
家

族
等

の
身

近
な

人
に

よ
っ

て
提

供
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

適
切

な
援

助
行

為
を

想
定

し
て

お
り

，
具

体
的

に
は

，
契

約
等

の
場

面
で

家
族

等
が

本
人

の
反

応
や

理
解

の
程

度
を

踏
ま

え
て

，
本

人
に

分
か

り
や

す
い

言
葉

で
説

明
を

す
る

こ
と

な
ど

を
想

定
し

て
い

ま
す

。
 

本
人

に
対

し
て

現
実

に
提

供
さ

れ
て

い
る

援
助

行
為

の
有

無
，

内
容

等
に

つ
い

て
調

査
し

て
い

た
だ

く
必

要
は

あ
り

ま
せ
ん

。
 

〇
 

所
見

 

 
 

・
 

診
断

を
導

く
根

拠
と

な
る

病
状

等
に

つ
い

て
，

そ
の

内
容

，
発

症
の

時
期

，
経

過
等

を
簡

潔
に

記
載

し
て

く
だ
さ

い
。

ま
た

，
現

病
歴

，
現

在
症

，
既

往
の

疾
患

等
の

う
ち

，
現

在
の

精
神

の
状

態
に

影
響

を
与

え
る

も
の

が
あ

る
場

合
も

，
こ

の
欄

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。
 

〇
 

短
期

間
内

に
回

復
す

る
可

能
性

 

・
 

診
断

を
導

く
根

拠
と

な
る

病
状

が
短

期
間

内
（

概
ね

６
か

月
～

１
年

程
度

）
に

回
復

す
る

可
能

性
に

つ
い

て
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

，
特

記
事

項
欄

に
は

，
回

復
可

能
性

に
関

す
る

判
断

根
拠

等
に

つ
い

て
，

必
要

に
応

じ
て

記
載

し

て
い

た
だ

く
こ

と
を

想
定

し
て

い
ま

す
（

た
だ

し
，

回
復

可
能

性
が

高
い

場
合

や
，

一
般

的
な

傾
向

と
は

異
な

る
場

合

等
に

つ
い

て
は

，
そ

の
理

由
に

つ
い

て
必

ず
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。
）。

 

〇
 

各
種

検
査

 

 
 

・
 

診
断

書
に

は
，
判

断
能

力
に

関
す

る
医

学
的

診
断

を
す

る
際

の
代

表
的

な
検

査
項

目
を

掲
げ

て
い

ま
す

。
掲

げ
ら

れ
て

い
る

検
査

を
行

っ
た

場
合

に
は

，
そ

の
結

果
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
入

院
先

等
の

検
査

結
果

を
利

用
で

き
る

と
き

は
，

そ
れ

を
用

い
て

も
構

い
ま

せ
ん

。（
※

検
査

は
，
本

人
の

症
状

に
照

ら
し

て
，
通

常
の

診
断

を
行

う
際

に
必

要
な

範
囲

で
行

っ
て

い
た

だ
け

れ
ば

十
分

で
あ

り
，
診

断
書

に
記

載
さ

れ
て

い
る

検
査

を
殊

更
に

実
施

し
て

い
た

だ
く

必
要

は
あ

り
ま

せ

ん
。
）

 

・
 

知
能

検
査

を
行

っ
た

場
合

に
は

，
そ
の

検
査

方
法

（
ウ

ェ
ク

ス
ラ

ー
式

知
能

検
査

，
田

中
ビ

ネ
ー

式
知

能
検

査
な

 

 
 
ど

）
，

検
査

結
果

，
検

査
年

月
日

に
つ

い
て

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
他

の
検

査
を

行
っ

た
場

合
も

，
同

様
で

す
。

 

 

２
 

医
学

的
診

断
 

〇
 

診
断

名
 

 
 

・
 

本
人

の
判

断
能

力
に

影
響

を
与

え
る

も
の

に
つ

い
て

記
載

し
て

く
だ

さ
い

（
判

断
能

力
に

影
響

の
な

い
内

科
的

疾
患

等

の
診

断
名

を
記

載
す

る
必

要
は

あ
り

ま
せ

ん
。
）。

 

 
 

・
 

病
院

で
通

常
に

行
わ

れ
る

程
度

の
診

察
に

よ
っ

て
得

ら
れ

る
診

断
名

を
記

載
し

て
い

た
だ

け
れ

ば
十

分
で

あ
り

，
確

定

診
断

が
得

ら
れ

な
い

場
合

に
は

，
「

～
の

疑
い

」
と

い
う

形
で

記
載

し
て

い
た

だ
い

て
も

構
い

ま
せ

ん
。

 

（
表

 
面
）

 
（

家
庭

裁
判

所
提

出
用

）
 

裏
面
に

続
く
 

1/
2 

- 1
1 

- 
- 1

2 
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2/
2 

裏
面

 
   

判
定

の
根

拠
 

(
1
) 
見
当
識

の
障
害
の
有
無
 

□
 
あ
り
 
⇒
（
□

 
ま

れ
に

障
害

が
み

ら
れ

る
 
□

 
障

害
が

み
ら

れ
る

と
き
が
多
い

 
□
 

障
害
が
高
度

）
 

□
 
な
し
 

  

(
2
) 
他
人
と

の
意
思
疎
通
の

障
害

の
有

無
 

□
 
あ
り
  
⇒
（
□
 
意

思
疎

通
が

で
き

な
い

と
き

も
あ

る
 
□

 
意

思
疎

通
が
で
き
な
い

と
き
が
多
い

 

□
 
意

思
疎

通
が

で
き

な
い

）
 

□
 
な
し
 

  

(
3
) 
理
解
力

・
判
断
力
の
障

害
の

有
無

 

□
 
あ
り
 
⇒
（
□
 
問

題
は

あ
る

が
程

度
は

軽
い

 
□

 
問

題
が

あ
り

程
度
は
重
い

 
□

 
問
題
が
顕
著
）
 

□
 
な
し
 

  

(
4
) 
記
憶
力

の
障
害
の
有
無
 

□
 
あ
り
 
⇒
（
□

 
問

題
は

あ
る

が
程

度
は

軽
い

 
□

 
問

題
が

あ
り

程
度
は
重
い

 
□

 
問
題
が
顕
著
）
 

□
 
な
し
 

  

(
5
) 
そ
の
他

（
※
上
記
以
外

に
も

判
断

能
力

に
関

し
て

判
定

の
根

拠
と

な
る

事
項

等
が
あ
れ
ば
記

載
し
て
く
だ
さ
い

。
）
 

   

参
考

と
な

る
事

項
（

本
人

の
心

身
の

状
態

，
日

常
的

・
社

会
的

な
生

活
状

況
等

）
 

 ※
 

「
本
人
情
報
シ
ー

ト
」
の

提
供

を
 

□
 
受

け
た

 
 
□

 
受

け
な

か
っ

た
 

（
受
け

た
場
合
に
は
，

そ
の
考

慮
の

有
無

，
考

慮
し

た
事

項
等

に
つ

い
て

も
記

載
し

て
く
だ

さ
い
。
）

 

  

以
上

の
と
お

り
診
断

し
ま
す

。
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

 
月

 
 

 
日
 

病
院

又
は
診

療
所
の

名
称
・

所
在

地
 

担
当

診
療
科

名
 

 
担

当
医
師

氏
名

  
 
  

 
 
  

  
 
 
 
  

 
 
  

 
 
  

 
 
  

 
 
  

 
  

 
 
 
  

 
 
  

 
 
  

 
 
  

 
 

 
 

印
 

   
 

      

  
 

〇
 
「

(5
)
そ

の
他

」
に

つ
い
て

は
，
(1
)
か

ら
(
4
)
に
関

す
る

記
載

で
は

判
断
の

根
拠
に
つ

い
て

の
説

明
と
し

て
十
分
で

は
な

い

と
き

に
，
判

断
能
力

に
関
す
る

意
見

を
導

い
た
根

拠
を
記
載

し
て

く
だ

さ
い
。

 

参
考

と
な
る

情
報

 

〇
 

判
断
能

力
に
つ

い
て
の
意

見
を

導
く

事
情
と

ま
で
は
い

え
な

い
も

の
の
，

本
人
の
状

態
や

生
活

状
況
に

関
し
て
，

裁
判
 

所
が

把
握
し

て
お
い

た
方
が
よ

い
と

思
わ

れ
る
事

情
が
あ
れ

ば
，

そ
の

旨
記
載

し
て
く
だ

さ
い

。
 

〇
 

家
族
や

支
援
者

等
か
ら
本

人
情

報
シ

ー
ト
の

提
供
を
受

け
た

場
合

に
は
，「

受
け

た
」
の

欄
に

チ
ェ
ッ

ク
を
し

て
く

だ
さ
 

い
。

ま
た

，
本

人
情

報
シ

ー
ト

の
記

載
を

診
断

に
お

い
て
考

慮
し

た
点

が
あ

れ
ば

，
そ
の

内
容

等
に

つ
い

て
記

載
し
て
く

だ
さ

い
（
特

段
，
考

慮
す
る
点

が
な

か
っ

た
場
合

に
も
，
そ

の
旨

記
載

し
て
く

だ
さ
い

。）
。
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４ 診断書記載例 

モデル事例１：認知症(重度)，施設入所【表面】 

 
  

診 断 書（成年後見制度用） 
１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 
  

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
    レビー小体型認知症（DLB） 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
   2012年頃より幻視が出現。夕方などに「人が見える」と述べたり，夜間の睡眠中に誰かと言い 

争っているような言動がみられるようになった。物の置き忘れが目立つようになり，簡単な計算 
も出来なくなったため，2013年6月，A病院神経内科を受診。DLBと診断された。かかりつけB 
クリニックへ通院し治療を継続していた。2015年頃には書字が困難となった。2016年3月頃より 
幻視が活発となり，また，「妻が自分に危害を加えようとしている」と述べ，妻への暴力がしば 
しばみられるようになったため，同年7月，紹介にて当院（精神科）初診。DLBにともなう幻覚 
妄想状態の増悪と診断し，入院にて治療を行うこととした。薬物療法，専門リハビリテーション 
にて病状は徐々に改善し，2017年5月に退院。特別養護老人ホームへ入所し，引き続き，当院に 
て定期的に通院加療を行っている。 
 
各種検査 
長谷川式認知症スケール    （☑  8  点（ 2018 年 4 月 10 日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ           （☑  7  点（ 2018 年 4 月 10 日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
☑ あり ⇒（□ 部分的にみられる  ☑ 全体的にみられる  □ 著しい  □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 
その他 
 ドーパミントランスポーター（DaT）シンチグラフィー： 

両側線条体におけるDaＴの著明な集積低下（2015年7月5日施行） 
    短期間内に回復する可能性 
 □ 回復する可能性は高い   ☑ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

 

３ 判断能力についての意見 
 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
☑ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 

 

 

 

 

〇〇〇〇  〇   〇      80 

〇〇 〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

（表 面） （家庭裁判所提出用） 

裏面に続く 1/2 
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2/2 

モデル事例１：認知症(重度)，施設入所【裏面】 
 
 
 
 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い ☑ 障害が高度） 
□ なし 

 デイルームから自室に帰ることが困難。慣れた生活環境においても，目的に沿った単独での 
移動が見守りのもとでも難しく，必ず誘導が必要である。 

 
(2) 他人との意思疎通の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ 意思疎通ができないときもある ☑ 意思疎通ができないときが多い 
□ 意思疎通ができない） 

□ なし 

 あいさつ，食欲・身体状態を尋ねる簡単な問いに対する返答等はできるが，しばしば 
意識傾眠にて疎通困難のことが多い。 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
☑ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い ☑ 問題が顕著） 
□ なし 

 施設スタッフ，他の入居者との会話に際して，問いかけに対して無関係の内容を答える 
ことが多く，また，日々の日課に際しても，まとまりのある行動をとることができない。 

(4) 記憶力の障害の有無 
☑ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い ☑ 問題が顕著） 
□ なし 

 数分前の会話の話題，行事の後でどのような活動をしたか等を想起できず，近時記銘力の 
障害が顕著である。自らの誕生日もしばしば答えることができず，遠隔記憶の障害も進んで 
いる。 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
  妻の面会に際して，妻であると認識できず，かつ，古い友人の妹であると述べる等の， 

相貌失認が認められる。加えて，人物誤認妄想も認められ，「何者かが悪意をもって自分 
に近づいてきている」等と述べ，被害関係念慮の形成傾向もみられる。 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

 

※ 「本人情報シート」の提供を □ 受けた  ☑ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 
病院又は診療所の名称・所在地 
担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

 
 
  
 

 

 
 
 

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面） （家庭裁判所提出用） 

【医師の方へ】 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

〇 〇  〇 〇 

2018    9   10 

〇〇〇〇 
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モデル事例２：認知症（軽度），在宅，独居【表面】 

 

 
  

診 断 書（成年後見制度用） 
１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 
  

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
   アルツハイマー病（AD：若年性認知症） 
 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
   2011年（55歳），会社の事務職をしていたが，仕事上のミスが多くなっていた。2013年には 

職場でも家庭でも明らかな物忘れがみられるようになったため，A病院神経内科を受診。ADの 
診断のもと，薬物療法が開始された。仕事は職場での支援を受けながら続けたが，2015年12月， 
1年間の休職の後，退職。2015年4月以後，当院（精神科）で通院に訪問看護を併用し治療を続 
けている。2016年よりデイケアを開始。訪問介護等の介護保険サービスも併用し，在宅療養を 
支えているが，最近は，計算，預金の出し入れも難しくなり，単身の生活のため，徐々に生活上 
の困難がみられるようになっている。 
 

 
各種検査 
長谷川式認知症スケール    （☑ 16  点（ 2018  年 7 月 15 日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ           （☑ 18  点（ 2018   年 7 月 15 日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
☑ あり ⇒（□ 部分的にみられる  ☑ 全体的にみられる  □ 著しい  □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 
 
その他 
 脳血流シンチグラフィー(SPECT)：後部帯状回，楔前部の血流低下（2013年7月施行） 
 

       
短期間内に回復する可能性 

 □ 回復する可能性は高い   ☑ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

 

３ 判断能力についての意見 
 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 
☑ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
□ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 

 

 

 

 

（表 面） （家庭裁判所提出用） 

裏面に続く 
1/2 

〇〇〇〇  〇   〇      62 

〇〇 〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 
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モデル事例２：認知症(軽度)，在宅，独居【裏面】 
 
 
 
 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ まれに障害がみられる ☑ 障害がみられるときが多い □ 障害が高度） 
□ なし 

 自宅周辺では道に迷うことはないが，少し離れた所では道に迷うため，携帯電話で 
ケアマネジャー等に支援を受けている。 

(2) 他人との意思疎通の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 

□ 意思疎通ができない） 
☑ なし 

 日常会話はよく成立し，疎通も良好である。 
 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
☑ あり ⇒（☑ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

 複雑な内容の理解が困難であり，社会的話題，今後の本人の生活について等の込み入った 
話題に関しては，理解・判断ができず戸惑うことが多い。 

(4) 記憶力の障害の有無 
☑ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い ☑ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

 近時記銘力の低下が著明で，重要な行事予定，日課等も覚えることは困難で，その都度， 
直前に知らせ確認するようにしている。生年月日，若い頃の経験等の遠隔記憶は比較的 
保たれている。 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
     日常の家事は，調理等も含め，ある程度自立しているが，メニューが単純となったり，同じ食材を 

沢山買って冷蔵庫にため込んでいることが多い。服薬の忘れもしばしばのため，ヘルパーに支援を依 

頼している。金銭管理も困難で，別に暮らしている長女が行なっている。 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

 

※ 「本人情報シート」の提供を ☑ 受けた  □ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

   本人情報シートから、以下について考慮した。入浴，更衣，洗濯等の身の回りのことは，現在の
ところ，一人で行えていること。別に暮らしている長女，長男，本人の兄弟についても正しく認識
しており，また，日常生活に支障となる精神・行動障害も認められないこと。 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 
病院又は診療所の名称・所在地 
担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

 
  
 

 

 
 
 

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面） （家庭裁判所提出用） 

【医師の方へ】 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

〇 〇  〇 〇 

2018   10      14 

〇〇〇〇 
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モデル事例３：知的障害（重度），施設入所【表面】 

 

 
  

診 断 書（成年後見制度用） 
１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 
  

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
   重度知的障害（ F７２ ） 
 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 

8か月の早産にて出生，体重1350グラムでしばらくの間は保育器管理をされたが，染色体異常 
などは認めない。初語・初歩ともに遅く，意味のある言葉が出ず，3歳児検診で知的な遅れを指 
摘された。幼稚園は周りとの交流ができず一人遊びで過ごした。小中学校は特別支援学級，以後 
は在宅で母と二人暮らしであったが，母が死去したために現在の障がい者支援施設に入所，現 
在に至る。 

 
 

各種検査 
長谷川式認知症スケール    （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ           （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
☑ あり ⇒（□ 部分的にみられる  ☑ 全体的にみられる  □ 著しい  □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 田中・ビネー知能検査にて，IQ：２５と重度知的障害のレベルを認めた。（〇年〇月〇日実施） 
  
その他 
 計算能力としては一桁の加減算もできず，簡単な図形の模写などもできない。 

       
短期間内に回復する可能性 

 □ 回復する可能性は高い   ☑ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

    発育初期より精神発達の遅滞を認め，言語コミュニケーションができず，疎通性も著しく損な 
われている。今後，短期間でこのような状態が回復する可能性はないものと考える。 

 

３ 判断能力についての意見 
 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 
□ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
☑ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 

     

 

 

 

（表 面） （家庭裁判所提出用） 

裏面に続く 
1/2 

〇〇〇〇  〇   〇    〇〇

〇〇 〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 
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モデル事例３：知的障害（重度），施設入所【裏面】 
 
 
 
 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い ☑ 障害が高度） 
□ なし 

  季節や場所，時間などの概念が理解できず，生活上の広範囲において支援を要している。 
 

(2) 他人との意思疎通の障害の有無 
☑ あり ⇒（□ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 

☑ 意思疎通ができない） 
□ なし 

  ごく簡単な意思表示のみ可能であり，家人以外の第３者との意思疎通はほぼ不能であり， 
理解しているか否かも不明である。身振り手振りでの反応レベルである。 

 
(3) 理解力・判断力の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い ☑ 問題が顕著） 
□ なし 

  言語を通じての理解困難であり，抽象的な事象の理解はできておらず，物事の判断には 
常に支援を要している。 

 
(4) 記憶力の障害の有無 

☑ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い ☑ 問題が顕著） 
□ なし 

   直前に示した物品などもおぼえておらず，記憶力の著しい障害を認める。 
 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
      

簡単な読み書きもほとんどできず，物事の分別能力も著しく損なわれている状態である。 
 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

本人の意にそぐわないことに対しては，噛みつき行為・パニック・飛び出し行為などの行動を 

起こすことがある。 
・療育手帳（地域によって名前が異なることがある）A2所持中。 

※ 「本人情報シート」の提供を ☑ 受けた  □ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 
   日々の日常生活における状態や行動等について，適応能力判断の参考とした。 

 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 
病院又は診療所の名称・所在地 
担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

 
  
 

 

 
 
 

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面） （家庭裁判所提出用） 

【医師の方へ】 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

〇 〇  〇 〇 

〇〇〇〇  〇   〇   

〇〇〇〇 
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モデル事例４：知的障害（軽度），在宅，親族と同居【表面】 

 

 
  

診 断 書（成年後見制度用） 
１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 
  

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
      
     軽度知的障害（ F７０ ） 
 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
   幼少期より物覚えの悪さを周囲は感じるも，特に精査等は受けなかった。小中と普通学級に 

通うが成績は悪く，友人関係も限られた数人との交流程度で，授業の内容もあまり理解できて 
いなかったらしい。 

中学卒業後に現在の工場に勤めており，簡単な単純作業であるもののミスが多く，しばしば 
注意をされているとのことである。 

 
各種検査 
長谷川式認知症スケール    （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ           （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
☑ あり ⇒（□ 部分的にみられる  ☑ 全体的にみられる  □ 著しい  □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
   田中・ビネー知能検査にて，IQ：５６という結果を認めた。（〇年〇月〇日実施） 
 
その他 
   2桁程度の簡単な加減算はできるが，3桁になると誤答が多くなる。漢字の書字・読字は 

小学校レベルであり，誤字も多い。 
       

短期間内に回復する可能性 
 □ 回復する可能性は高い   ☑ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

    発育初期よりの精神発達遅滞であり，今後，短期間でこの状態が回復する可能性はないものと考える。
      

３ 判断能力についての意見 
 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  
 ☑ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
□ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 

 

 
 
 

 

（表 面） （家庭裁判所提出用） 

裏面に続く 
1/2 

〇〇〇〇  〇   〇    〇〇

〇〇 〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 
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モデル事例４：知的障害（軽度），在宅，親族と同居【裏面】 
 
 
 
 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

□ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い □ 障害が高度） 
☑ なし 

  時間・場所・季節などの理解は出来ており，そのことにおける社会生活上の特記すべき 
障害は認めない。 

 
(2) 他人との意思疎通の障害の有無 

☑ あり ⇒（☑ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 
□ 意思疎通ができない） 

□ なし 

   簡単な日常会話程度の意思疎通は可能で，それらにおいては特記すべき障害はないが， 
内容が込み入ってくるとスムーズな意思疎通は難しくなる。 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
☑ あり ⇒（☑ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

   簡単な事柄の理解は出来ているが，複雑なことや同時にいくつもの事の理解や判断は困難 
であり，混乱してしまう。 

 
(4) 記憶力の障害の有無 

☑ あり ⇒（☑ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

  簡単な事柄においては障害は目立たないが，同時にいくつもの事項が重なると忘れ易い。 
 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
     簡単な日常生活は遂行できるが，物事に優先順位をつけることや計画を立てることなどに 

支援を要している。 
単身で高額な買い物や計画的に金銭管理を行うことは困難であり，支持援助を要する。 

 
参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

 過去に収入に不釣り合いな高額ローンを組んだこともあり，金銭管理に支援が必要と思われる。 
※ 「本人情報シート」の提供を ☑ 受けた  □ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

  日常生活の全般的状況についての情報提供を受けたが，判断能力の医学的判断においての勘案事項 

は無い。 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 
病院又は診療所の名称・所在地 
担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

  
 

 

 
 
 
 

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面） 

【医師の方へ】 

（家庭裁判所提出用） 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

〇 〇  〇 〇 

〇〇〇〇  〇   〇   

〇〇〇〇 
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モデル事例５：精神障害（統合失調症），医療保護入院中【表面】 

 

 
  

診 断 書（成年後見制度用） 
１ 氏名                                         男・女 

        年   月   日生（    歳） 

  住所 
  

２ 医学的診断 

  診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
   統合失調症（妄想型） 
 
 
  所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
   高校を卒業後，東京の専門学校に通っている時，発病。「電車に乗ると、皆が自分を監視し 
  ている」，「完全犯罪で殺される」等の考えが浮かび，続いて本人を非難する内容の幻聴が間 

断なく出現。錯乱状態となり，1983年3月A病院へ入院。退院後も，しばらく同院へ通院の後， 
帰郷の上，1985年1月当院（精神科）を初診。以後、当院にて通院加療を行うも，幻聴が持続 
するとともに，「政治的に迫害されている」「アメリカのNASAから電波で操られている」等 
の体系化した被害妄想が高度に続いた。病状の再燃・増悪を繰り返し、入退院を6回ほど重ねた。 
2016年1月からグループホームへ入居し，精神科デイケアへ通院していた。2018年7月，格別 
な誘因なく，妄想状態の著しい再燃あり，当院へ第7回目の入院加療を行うこととなり，現在 
も入院加療中である。 

 
各種検査 
長谷川式認知症スケール    （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

ＭＭＳＥ           （□    点（     年  月  日実施） □ 実施不可） 

脳の萎縮または損傷の有無 
□ あり ⇒（□ 部分的にみられる  □ 全体的にみられる  □ 著しい  ☑ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 実施していないが，知能水準には明らかな障害は認められないと考える。 
 
その他 

       
短期間内に回復する可能性 

 □ 回復する可能性は高い   ☑ 回復する可能性は低い   □ 分からない 

（特記事項） 

 

３ 判断能力についての意見 
 □ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  
 ☑ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 
 □ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
□ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 
 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。 

 

 

 

 

（表 面） （家庭裁判所提出用） 

裏面に続く 1/2 

〇〇〇〇  〇   〇      57 

〇〇 〇〇 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 
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モデル事例５：精神障害（統合失調症），医療保護入院中【裏面】 
 
 
 
 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

□ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い □ 障害が高度） 
☑ なし 

 
 

(2) 他人との意思疎通の障害の有無 
☑ あり ⇒（☑ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 

□ 意思疎通ができない） 
□ なし 

 幻聴，妄想状態が活発の際，時に昏迷様状態を示すことがあり，その際は意思疎通が困難 
となる。幻覚妄想症状は持続的に認められるが，情動面の安定している時は，概ね疎通は 
可能である。 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
☑ あり ⇒（☑ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし 

 思考の論理性，理解力，判断力は概ね保たれているが，強固に体系化された妄想に関連した 
事柄については，理解，判断ともに障害が認められる。 

(4) 記憶力の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
☑ なし 

 
 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
  「政治的に迫害されたことを補償する目的で，アメリカおよび日本政府から多額の賠償金 
 が支払われているはずで，銀行口座には1億円以上の預金がある」と誇大的観念を述べるも， 

乱費することもなく，日常の金銭の自己管理はでき，グループホームの世話人の日常生活 
への支援も受け入れていた。 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 

    2年ほど前より慢性心不全を併発。長時間の身体活動が困難となっているが，病棟内における 

日常生活動作は自立している。 

※ 「本人情報シート」の提供を □ 受けた  ☑ 受けなかった 

（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

 

以上のとおり診断します。                      年   月   日 
病院又は診療所の名称・所在地 
担当診療科名 

 担当医師氏名                                                        印 

 
  
 

 

 
 
 

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面） （家庭裁判所提出用） 

【医師の方へ】 

〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇 

〇 〇  〇 〇 

2018    10   1 

〇〇〇〇 
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三 本人情報シート作成の手引 

 

１ 本人情報シートの位置付け 

 本人の家庭的・社会的状況等に関する情報の必要性 

成年後見制度の利用を開始するための申立てに際しては，鑑定の要否等を判断するため，

申立書等と併せて，医師の作成した診断書の提出をお願いしています。診断書は，家庭裁判

所が本人の判断能力を判断するための重要な資料であり，本人の判断能力について医師に的

確に判断していただく必要があると考えております。 

医師に判断能力についての意見を書いていただく際には，従前から，本人に対する問診や

家族等からの聞き取り結果，各種の医学的検査の結果等を総合的に検討し，判断がされてい

たものと思われますが，本人の判断能力の程度等について意見を述べるに当たって，本人の

生活状況に関する資料が十分ではないということもあったのではないかと思われます。 

医師により的確に判断していただくためには，本人を支える福祉関係者から，医師に対し，

本人の日常及び社会生活に関する客観的な情報を提供した上で，本人の生活上の課題を伝え

ることが有益ではないかと考えられます。 

そこで，本人を支える福祉の関係者において，本人の生活状況等の情報をまとめたシート

を作成していただけるよう，新たに「本人情報シート」の書式を作成することとしました。 

 

※ 「本人情報シート」の提出が難しい場合には，「本人情報シート」を添付することなく後見等開始の

申立てを行うことは可能です。もっとも，本人の判断能力等をより的確に判断するために，多くの事案

において，医師が診断する際の補助資料として提供されることが望ましいといえます。 

 

 「本人情報シート」の作成者について 

「本人情報シート」は，医師に本人の生活状況等を客観的に伝えることで，医学的な判断 

をする際の参考資料として活用されることを想定しています。 

  したがって，本人の身近なところで，職務上の立場から支援されている方によって作成さ 

れることが望ましいといえ，具体的には，ソーシャルワーカー（社会福祉士，精神保健福祉 

士等）として本人の支援に関わっている方（介護支援専門員，相談支援専門員，病院・施設 

の相談員，市町村が設置する地域包括支援センターや，社会福祉協議会等が運営する権利擁 

護支援センターの職員等）によって作成されることが想定されます。 

親族や本人が作成することは想定していませんので，本人及び親族の方には，申立書に本

人の生活状況等を記載していただくことになります。 

ソーシャルワーカーが自らの業務の一環として「本人情報シート」を作成する場合や，当

事者間の合意によって定められた作成費用を依頼者が負担する場合もありますので，作成者

と依頼者との間で，「本人情報シート」の作成を依頼する際の取扱い等についてご確認くださ

い。 

 

 「本人情報シート」の活用場面 

  「本人情報シート」は，医師の診断のための補助資料として活用するほか，以下のような
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場面で活用することが考えられます。 

 ① 申立て前の成年後見制度の利用の適否に関する検討資料として 

   成年後見制度は，判断能力が十分ではない方を法律的な側面で支援する制度です。法的

な課題や福祉的な課題に対応するために成年後見制度を利用することは有益ですが，他方

で，本人が抱えている課題によっては，成年後見制度の利用では十分に対応できないこと

も考えられます。 

   制度利用の適否については，医療・福祉・介護の関係者のみならず，法律関係者も含め

て多職種で検討することが望ましいといえますが，その際，「本人情報シート」によって

本人の状況について認識を共有することは，制度利用の適否に関する多職種での検討に資

するものと考えられます。 

 

 ② 家庭裁判所における成年後見人等の選任のための検討資料として 

   「本人情報シート」は，後見等開始の申立ての際に，申立人から，診断書とともに家庭

裁判所に提出していただくことを想定しています。家庭裁判所は，本人の判断能力につい

て審査するとともに，誰を成年後見人等に選任するのかについても検討しますので，「本

人情報シート」は，本人の判断能力の判定の際の参考資料として用いられるとともに，本

人の身上監護上の課題を把握し，本人にふさわしい成年後見人等を検討するための資料と

して活用することも考えられます。 

 

 ③ 従前の後見事務の検証と今後の事務方針の策定のための資料として 

    後見開始後の本人自身の心身の状況や周囲の生活環境の変化に応じて，本人の有する生

活上の課題も変化していくものと考えられます。後見人も含む多職種で構成される「チー

ム」において，後見開始時に作成された「本人情報シート」の内容を確認することによっ

て今まで後見人を中心に進めてきた本人支援のアプローチを検証し，この結果を踏まえ

て，必要に応じて，本人の能力変化に応じた類型の変更や今まで進めてきた後見事務の方

向性について見直したり，あるいは，補助・保佐の場合には付与された代理権・取消権の

範囲を再検討したりするなど，今後の本人支援の在り方を検討することも有効であると考

えられます。 

 

２ 本人情報シート記載ガイドライン及び本人情報シート記載例について 

本人情報シート記載ガイドラインは，本人の判断能力等を診断するに当たって，参考となる

内容の記載についての一般的な基準を示したものです。記載するに当たってのポイントや留意

事項等も含まれていますので，本人情報シートを作成する際に参照してください。 

本人情報シート記載例は，実務的に比較的多く見られる事例を想定し，本人情報シート記載

ガイドラインに沿って作成したものです。 

 

後見ポータルサイト（http://www.courts.go.jp/koukenp/）から，「本人情報シート」 

（Word 形式）のダウンロードができます。 
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本人情報シート（成年後見制度用） 
 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが
されることもあります。 

 

作成日      年   月   日 
 

本人                    作成者 

氏  名：                 氏   名：                   印 

 
生年月日：    年   月   日    職業(資格)：                      

 
      連 絡 先：                      
  

                      本人との関係：                      
 
１ 本人の生活場所について 

□ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  □ あり  □ なし） 

□ 施設・病院 

    → 施設・病院の名称                     
 

          住所                                  
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 □ 介護認定 （認定日：     年    月）   

□ 要支援（１・２）  □ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月） 
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 □ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称        ）（判定       ） 
 □ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 

３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
□ 支援の必要はない   □ 一部について支援が必要   □ 全面的に支援が必要 
（今後，支援等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 

 

 

 

 
 

(2) 認知機能について 

日によって変動することがあるか：□ あり □ なし 

（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 

エの項目は裏面にあります。） 

ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 
  □ 意思を他者に伝達できる  □ 伝達できない場合がある 

□ ほとんど伝達できない   □ できない 
イ 日常的な行為に関する理解について 
  □ 理解できる        □ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  □ 記憶できる        □ 記憶していない場合がある 
  □ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない 

1/2 
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エ 本人が家族等を認識できているかについて 
□ 正しく認識している    □ 認識できていないところがある 
□ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 

□ 支障となる行動はない  □ 支障となる行動はほとんどない   

□ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 

（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 

 

 

 

 

 
(4) 社会・地域との交流頻度について 

□ 週１回以上  □ 月１回以上  □ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    □ 特別な場合を除いてできる  □ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  □ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
□ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 

 

 

 

 
 

４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 

（※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 

 

 

 

 

 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 
□ 申立てをすることを説明しており，知っている。   
□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。   
□ その他 

（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 
 
 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。）
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 ３
 
本
人
情
報
シ
ー
ト
記
載
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
 

表
面

 
 

本
人
情
報
シ
ー
ト
（
成
年
後
見
制
度
用
）

 
 ※
 
こ
の
書
面
は
，
本
人
の
判
断
能
力
等
に
関
し
て
医
師
が
診
断
を
行
う
際
の
補
助
資
料
と
し
て
活
用
す
る
と
と
も
に
，
家
 

庭
裁
判
所
に
お
け
る
審
理
の
た
め
に
提
出
し
て
い
た
だ
く
こ
と
を
想
定
し
て
い
ま
す
。
 

※
 
こ
の
書
面
は
，
本
人
を
支
え
る
福
祉
関
係
者
の
方
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
ま
す
。
 

※
 
本
人
情
報
シ
ー
ト
の
内
容
に
つ
い
て
さ
ら
に
確
認
し
た
い
点
が
あ
る
場
合
に
は
，
医
師
や
家
庭
裁
判
所
か
ら
問
合
せ
が
 

さ
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
 

 
作
成
日
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日

 
 

本
人

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作
成
者

 
氏
 
 
名
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
氏
 
 
 
名
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
印

 
 生
年
月
日
：
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日
 
 
 
 
職

業
(資

格
)：

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
連
 
絡
 
先
：
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
  

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本
人

と
の

関
係
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
  

 
 １
 
本
人
の
生
活
場
所
に
つ
い
て

 
□
 
自
宅
 
（
自
宅
で
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
 
 
□
 
あ
り
 
 
□
 
な
し
）
 

□
 
施
設
・
病
院
 

→
 
施
設
・
病
院
の
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ２
 
福
祉
に
関
す
る
認
定
の
有
無
等
に
つ
い
て

 
 
□
 
介
護
認
定
 
（
認
定
日
：
 
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
）
 
 
 

□
 
要
支
援
（
１
・
２
）
 
 
□
 
要
介
護
（
１
・
２
・
３
・
４
・
５
）
 
 

□
 
非
該
当
 

 
□
 
障
害
支
援
区
分
（
認
定
日
：
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月
）
 

□
 
区
分
（
１
・
２
・
３
・
４
・
５
・
６
）
 
 
 
□
 
非
該
当
 

 
□
 
療
育
手
帳
・
愛
の
手
帳
な
ど
 
 
 
（
手
帳
の
名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
）（

判
定
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
□
 
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
 
 
 
（
１
・
２
・
３
 
級
）
 

 ３
 
本
人
の
日
常
・
社
会
生
活
の
状
況
に
つ
い
て

 
(1

) 
身
体
機
能
・
生
活
機
能
に
つ
い
て

 
□
 
支
援
の
必
要
は
な
い
 
 
 
□
 
一
部
に
つ
い
て
支
援
が
必
要
 
 
 
□
 
全
面
的
に
支
援
が
必
要

 
（
今
後
，
支
援
等
に
関
す
る
体
制
の
変
更
や
追
加
的
対
応
が
必
要
な
場
合
は
，
そ
の
内
容
等
）

 
     

(2
) 
認
知
機
能
に
つ
い
て

 
日
に
よ
っ
て
変
動
す
る
こ
と
が
あ
る
か
：
□
 
あ
り
 
□
 
な
し

 
（
※
 
あ
り
の
場
合
は
，
良
い
状
態
を
念
頭
に
以
下
の
ア
か
ら
エ
ま
で
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
 
エ
の
項
目
は
裏
面
に
あ
り
ま
す
。）

 
 ア
 
日
常
的
な
行
為
に
関
す
る
意
思
の
伝
達
に
つ
い
て
 

 
 
□
 
意
思
を
他
者
に
伝
達
で
き
る
 
 
□
 
伝
達
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
 

□
 
ほ
と
ん
ど
伝
達
で
き
な
い
 
 
 
□
 
で
き
な
い
 

イ
 
日
常
的
な
行
為
に
関
す
る
理
解
に
つ
い
て
 

 
 
□
 
理
解
で
き
る
 
 
 
 
 
 
 
 
□
 
理
解
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
 
 
 

□
 
ほ
と
ん
ど
理
解
で
き
な
い
 
 
 
□
 
理
解
で
き
な
い
 

ウ
 
日
常
的
な
行
為
に
関
す
る
短
期
的
な
記
憶
に
つ
い
て
 

 
 
□
 
記
憶
で
き
る
 
 
 
 
 
 
 
 
□
 
記
憶
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
る

 
 
 
□
 
ほ
と
ん
ど
記
憶
で
き
な
い
 
 
 
□
 
記
憶
で
き
な
い

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
１
 
本
人
の
生
活
場
所
に
つ
い
て

 
〇
 
現
在
，
本
人
が
自
宅
で
生
活
し
て
い
る
か
，
施
設
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
，
サ
ー
ビ
ス
付
住
宅
を
含
む
。）

又
は
病
院
で
生
活
し

て
い
る
か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。
施
設
又
は
病
院
で
生
活
し
て
い
る
場
合
は
，
施
設
又
は
病
院
の
名
称
・
住
所
も
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
自
宅
で
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
つ
い
て
は
，
訪
問
介
護
の
ほ
か
，
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
，
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
な
ど
を
利
用
 

し
て
い
る
と
き
は
，「

あ
り
」
に
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。
 

２
 
福
祉
に
関
す
る
認
定
の
有
無
等
に
つ
い
て

 
〇
 
シ
ー
ト
に
記
載
さ
れ
て
い
る
認
定
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
，
該
当
欄
に
チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
認
定
日
欄
に
は
，
最
終
判
定
年
月
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

３
 
本
人
の
日
常
・
社
会
生
活
の
状
況
に
つ
い
て

 
(1
) 
 身

体
機
能
・
生
活
機
能
に
つ
い
て
 

〇
 
食
事
，
入
浴
，
着
替
え
，
移
動
等
の
日
常
生
活
に
関
す
る
支
援
の
要
否
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
，
自
宅
改
修
や
福
祉

器
具
等
を
利
用
す
る
こ
と
で
他
者
の
支
援
な
く
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
て
い
る
場
合
に
は
，「

支
援
の
必
要
は
な
い
」
に

チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
現
在
の
支
援
体
制
が
不
十
分
な
場
合
等
で
，
今
後
，
支
援
の
方
法
，
内
容
等
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
，
そ
の
内

容
を
自
由
記
載
欄
に
簡
潔
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

(2
) 
認
知
機
能
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
〇
 
ア
～
エ
の
各
項
目
に
つ
い
て
，
該
当
す
る
欄
に
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。
な
お
，
本
人
の
状
態
に
変
動
が
あ
る
場

合
に
は
，
良
い
状
態
を
念
頭
に
チ
ェ
ッ
ク
し
て
い
た
だ
き
，
状
態
が
良
く
な
い
場
合
で
支
援
を
必
要
と
す
る
場
面
に
つ
い
て

は
(3
)に

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
こ
こ
で
い
う
「
日
常
的
な
行
為
」
と
は
，
食
事
，
入
浴
等
の
日
課
や
来
訪
す
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
へ
の
対
応
な
ど
，

概
ね
本
人
の
生
活
環
境
の
中
で
行
わ
れ
る
も
の
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
ア
～
エ
の
各
項
目
に
つ
い
て
の
選
択
基
準
は
，
以

下
の
と
お
り
で
す
。
 

  
 
・
 
ア
に
つ
い
て
 

 
 
 
□
 
意
思
を
他
者
に
伝
達
で
き
る
 
→
 
日
常
生
活
上
問
題
な
い
程
度
に
自
ら
の
意
思
を
伝
達
で
き
る
場
合
 

□
 
伝
達
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
 
→
 
正
確
な
意
思
を
伝
え
る
こ
と
が
で
き
ず
に
日
常
生
活
上
問
題
が
生
じ
る
場
合
 

□
 
ほ
と
ん
ど
伝
達
で
き
な
い
 
 
→
 
ご
く
単
純
な
意
思
（
空
腹
で
あ
る
，
眠
い
な
ど
）
は
伝
え
る
こ
と
は
で
き
る
 

も
の
の
，
そ
れ
以
外
の
意
思
に
つ
い
て
は
伝
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
 

□
 
で
き
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
→
 
ご
く
単
純
な
意
思
も
伝
達
で
き
な
い
と
き
 

（
※
 
発
語
面
で
障
害
が
あ
っ
て
も
，
非
言
語
的
手
段
で
意
思
が
伝
達
で
き
る
場
合
に
は
，「

伝
達
で
き
る
」
と
す
る
。）

 
 

・
 
イ
に
つ
い
て
 

 
 
 
□
 
理
解
で
き
る
 
 
→
 
起
床
・
就
寝
の
時
刻
や
，
食
事
の
内
容
等
に
つ
い
て
回
答
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
 

 
 
 
□
 
理
解
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
回
答
で
き
る
と
き
と
で
き
な
い
と
き
が
あ
る
場
合
 

 
 
 
□
 
ほ
と
ん
ど
理
解
で
き
な
い
 
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
回
答
で
き
な
い
と
き
が
多
い
場
合
 

□
 
理
解
で
き
な
い
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
基
本
的
に
回
答
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
 

 
 
 
・
 
ウ
に
つ
い
て
 

 
 
 
□
 
記
憶
で
き
る
 
 
→
 
直
前
に
し
て
い
た
こ
と
や
示
し
た
も
の
な
ど
を
正
し
く
回
答
で
き
る
場
合
 

 
 
 
□
 
記
憶
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
る
 
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
回
答
で
き
る
と
き
と
で
き
な
い
と
き
が
あ
る
場
合
 

 
 
 
□
 
ほ
と
ん
ど
記
憶
で
き
な
い
 
 
 
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
回
答
で
き
な
い
と
き
が
多
い
場
合
 

□
 
記
憶
で
き
な
い
 
→
 
上
記
の
点
に
つ
い
て
，
基
本
的
に
回
答
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
 

1/
2 

※
 

シ
ー
ト

に
記
載

し
き
れ
な

い
場

合
は

，
 

別
紙

を
つ
け

て
い
た

だ
く
こ
と

も
可

能
で

す
。
 

〇
 
本
人
情
報
シ
ー
ト
の
作
成
者
が
親
族
等
の
第
三
者
に
「
本
人
情
報
シ
ー
ト
」
に
よ
る
個
人
情
報
の
提
供
を
行
う
場
合
は
，
個
人
情
報
保
護
の

観
点
か
ら
，
本
人
の
同
意
を
得
る
な
ど
，
作
成
者
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
法
令
に
沿
っ
た
情
報
の
取
扱
い
を
行
う
よ
う
留
意
し
て
い
た
だ
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。
 

- 3
1 

- 
- 3
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 裏

面
 

 
エ
 
本
人
が
家
族
等
を
認
識
で
き
て
い
る
か
に
つ
い
て

 
□
 
正
し
く
認
識
し
て
い
る
 
 
 
 
□
 
認
識
で
き
て
い
な
い
と
こ
ろ
が
あ
る

 
□
 
ほ
と
ん
ど
認
識
で
き
て
い
な
い
 
□
 
認
識
で
き
て
い
な
い

 
 

(3
) 
日
常
・
社
会
生
活
上
支
障
と
な
る
精
神
・
行
動
障
害
に
つ
い
て

 
□
 
支
障
と
な
る
行
動
は
な
い
 
 
 
 
 
 
□
 
支
障
と
な
る
行
動
は
ほ
と
ん
ど
な
い
 
 
 

□
 
支
障
と
な
る
行
動
が
と
き
ど
き
あ
る
 
 
□
 
支
障
と
な
る
行
動
が
あ
る
 

（
精
神
・
行
動
障
害
に
関
し
て
支
援
を
必
要
と
す
る
場
面
が
あ
れ
ば
，
そ
の
内
容
，
頻
度
等
）

 
     

(4
) 
社
会
・
地
域
と
の
交
流
頻
度
に
つ
い
て

 
□
 
週
１
回
以
上
 
 
□
 
月
１
回
以
上
 
 
□
 
月
１
回
未
満

 
 

(5
) 
日
常
の
意
思
決
定
に
つ
い
て

 
□
 
で
き
る
 
 
 
 
□
 
特
別
な
場
合
を
除
い
て
で
き
る
 
 
□
 
日
常
的
に
困
難
 
 
□
 
で
き
な
い

 
 

(6
) 
金
銭
の
管
理
に
つ
い
て

 
□
 
本
人
が
管
理
し
て
い
る
 
 
□
 
親
族
又
は
第
三
者
の
支
援
を
受
け
て
本
人
が
管
理
し
て
い
る
 
 
 

□
 
親
族
又
は
第
三
者
が
管
理
し
て
い
る
 

（
支
援
（
管
理
）
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
，
そ
の
内
容
・
支
援
者
（
管
理
者
）
の
氏
名
等
）
 

 
 

 
   ４
 
本
人
に
と
っ
て
重
要
な
意
思
決
定
が
必
要
と
な
る
日
常
・
社
会
生
活
上
の
課
題

 
 
 
（
※
 
課
題
に
つ
い
て
は
，
現
に
生
じ
て
い
る
も
の
に
加
え
，
今
後
生
じ
得
る
課
題
も
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。）

 
       ５
 
家
庭
裁
判
所
に
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
つ
い
て
申
立
て
を
す
る
こ
と
に
関
す
る
本
人
の
認
識

 
□
 
申
立
て
を
す
る
こ
と
を
説
明
し
て
お
り
，
知
っ
て
い
る
。
 

□
 
申
立
て
を
す
る
こ
と
を
説
明
し
た
が
，
理
解
で
き
て
い
な
い
。
 

□
 
申
立
て
を
す
る
こ
と
を
説
明
し
て
お
ら
ず
，
知
ら
な
い
。
 
 
 

□
 
そ
の
他
 

（
上
記
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
を
選
択
し
た
理
由
や
背
景
事
情
等

）
 

      ６
 
本
人
に
と
っ
て
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
日
常
・
社
会
生
活
上
の
課
題
へ
の
対
応
策

 
（
※
御
意
見
が
あ
れ
ば
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。）

 
     

 

・
  
エ
に
つ
い
て
 

 
 
□
 
正
し
く
認
識
し
て
い
る
 
→
 
日
常
的
に
顔
を
合
わ
せ
て
い
な
い
家
族
又
は
友
人
等
に
つ
い
て
も
，
会
え
ば
正
し
く
 

認
識
で
き
る
。
 

 
 
□
 
認
識
で
き
て
い
な
い
と
こ
ろ
が
あ
る
 
→
 
日
常
的
に
顔
を
合
わ
せ
て
い
る
家
族
又
は
友
人
等
は
基
本
的
に
認
識
で
 

き
る
が
，
そ
れ
以
外
は
難
し
い
。
 

 
 
□
 
ほ
と
ん
ど
認
識
で
き
て
い
な
い
 
 
 
→
 
日
常
的
に
顔
を
合
わ
せ
て
い
る
家
族
又
は
友
人
等
と
会
っ
て
も
，
認
識
 

で
き
な
い
こ
と
が
多
い
。
 

 
 
□
 
認
識
で
き
て
い
な
い
 
 
→
 
日
常
的
に
顔
を
合
わ
せ
て
い
る
家
族
又
は
友
人
・
知
人
と
会
っ
て
も
，
基
本
的
に
認
識
 

で
き
な
い
。
 

(3
) 

日
常
・
社
会
生
活
上
支
障
と
な
る
精
神
・
行
動
障
害
に
つ
い
て
 

 
〇
 
精
神
・
行
動
障
害
と
は
，
社
会
生
活
上
，
場
面
や
目
的
か
ら
み
て
不
適
当
な
行
動
を
い
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
行
動
の
頻
度
に
応
 

じ
て
，
該
当
す
る
欄
に
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。
 

 
〇
 
ま
た
，
そ
の
よ
う
な
精
神
・
行
動
障
害
が
あ
り
，
社
会
生
活
上
，
一
定
の
支
援
を
必
要
と
す
る
場
合
に
は
，
そ
の
行
動
の
具
体
的
 

な
内
容
や
頻
度
に
つ
い
て
自
由
記
載
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
，
必
要
と
さ
れ
る
支
援
方
法
等
に
つ
い
て
も
，
分
か
る
範
囲
 

で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

(4
) 

社
会
・
地
域
と
の
交
流
頻
度
に
つ
い
て
 

〇
 
本
人
が
日
常
的
に
ど
の
程
度
，
社
会
・
地
域
と
の
接
点
を
有
し
て
い
る
の
か
を
確
認
す
る
項
目
で
す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
，
 

買
い
物
，
趣
味
活
動
等
に
よ
っ
て
社
会
・
地
域
と
交
流
す
る
頻
度
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
な
お
，
身
体
的
な
障
害
等
に
よ
り
，
外
出
は
困
難
で
は
あ
る
も
の
の
，
家
族
や
友
人
の
来
訪
な
ど
，
自
宅
等
で
関
係
者
と
社
会
 

的
接
点
を
持
っ
た
活
動
を
し
て
い
る
場
合
に
は
，
そ
れ
も
含
め
て
回
数
を
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 

(5
) 

日
常
の
意
思
決
定
に
つ
い
て
 

 
〇
 
日
常
の
意
思
決
定
と
は
，
毎
日
の
暮
ら
し
に
お
け
る
活
動
に
関
し
て
意
思
決
定
で
き
る
能
力
を
い
い
ま
す
。
項
目
に
つ
い
て
の
 

選
択
基
準
は
，
以
下
の
と
お
り
で
す
。
な
お
，
特
定
の
事
項
あ
る
い
は
場
面
に
お
い
て
本
人
の
意
思
決
定
に
支
障
が
生
じ
る
と
い
 

っ
た
事
情
が
あ
る
と
き
は
，
４
項
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
□
 
で
き
る
 
 
 
 
→
 
毎
日
の
暮
ら
し
に
お
け
る
活
動
に
関
し
て
，
あ
ら
ゆ
る
場
面
で
意
思
決
定
で
き
る
。
 

 
 
 
□
 
特
別
な
場
合
を
除
い
て
で
き
る
 
→
 
テ
レ
ビ
番
組
や
献
立
，
服
の
選
択
等
に
つ
い
て
は
意
思
決
定
で
き
る
が
，
治
療
方
 

針
等
や
居
住
環
境
の
変
更
の
決
定
は
指
示
・
支
援
を
必
要
と
す
る
。
 

 
 
 
□
 
日
常
的
に
困
難
 
→
 
テ
レ
ビ
番
組
や
献
立
，
服
の
選
択
等
に
つ
い
て
で
あ
れ
ば
意
思
決
定
で
き
る
こ
と
が
あ
る
。
 

□
 
で
き
な
い
 
 
 
→
 
意
思
決
定
が
全
く
で
き
な
い
，
あ
る
い
は
意
思
決
定
で
き
る
か
ど
う
か
分
か
ら
な
い
。
 

(6
) 

金
銭
の
管
理
に
つ
い
て
 

 
〇
 
金
銭
の
管
理
と
は
，
所
持
金
の
支
出
入
の
把
握
，
管
理
，
計
算
等
を
指
し
ま
す
。
項
目
に
つ
い
て
の
選
択
基
準
は
，
以
下
の
と
お
 

り
で
す
。
 

 
 
□
 
本
人
が
管
理
し
て
い
る
 
 
→
 
多
額
の
財
産
や
有
価
証
券
等
に
つ
い
て
も
，
本
人
が
全
て
管
理
し
て
い
る
場
合
 

 
 
□
 
親
族
又
は
第
三
者
の
支
援
を
受
け
て
本
人
が
管
理
し
て
い
る
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
→
 
通
帳
を
預
か
っ
て
も
ら
い
な
が
ら
，
本
人
が
自
ら
の
生
活
費
等
を
管
理
し
て
い
る
場
合
 

 
 
□
 
親
族
又
は
第
三
者
が
管
理
し
て
い
る
 
→
 
本
人
の
日
々
の
生
活
費
も
含
め
て
，
第
三
者
等
が
支
払
等
を
し
て
管
理
し
て
 

い
る
場
合
 

５
 
家
庭
裁
判
所
に
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
つ
い
て
申
立
て
を
す
る
こ
と
に
関
す
る
本
人
の
認
識

 
 
〇
 
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
つ
い
て
本
人
に
説
明
し
た
際
の
利
用
に
関
す
る
本
人
の
認
識
（
知
っ
て
い
る
，
知
ら
な
い
，
理
解
で
き

な
い
）
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

〇
 
上
記
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
を
選
択
し
た
理
由
や
，
本
人
が
制
度
利
用
に
反
対
し
て
い
る
な
ど
の
背
景
事
情
が
あ
る
場
合
に
は
，
分

か
る
範
囲
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

４
 
本
人
に
と
っ
て
重
要
な
意
思
決
定
が
必
要
と
な
る
日
常
・
社
会
生
活
上
の
課
題

 
 
〇
 
現
在
ま
た
は
今
後
，
本
人
が
直
面
す
る
生
活
上
の
課
題
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
（
例
え
ば
，
介
護
・
支
援
体
制
の
変
更
の
検
討
や
，

訴
訟
，
遺
産
分
割
等
の
手
続
に
関
す
る
検
討
な
ど
が
こ
れ
に
当
た
り
ま
す
。）
。
 

６
 
本
人
に
と
っ
て
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
日
常
・
社
会
生
活
上
の
課
題
へ
の
対
応
策

 
〇
 
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
よ
っ
て
，
日
常
・
社
会
生
活
上
の
課
題
に
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
し
い
の
か
に
つ
い

て
，
御
意
見
が
あ
れ
ば
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

2/
2 
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４ 本人情報シート記載例 
 
モデル事例１：認知症（重度），施設入所【表面】 
 

 
本人情報シート（成年後見制度用） 

 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが 

されることもあります。 
 

作成日  〇〇〇〇年 〇 月 〇 日 
 

本人                    作成者 
氏  名： 〇〇  〇〇          氏   名：  〇〇  〇〇           印 
 
生年月日：〇〇〇〇年 〇 月 〇 日    職業 (資格 )： 〇〇県社会福祉士会 相談員           
 

連 絡 先： 〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇     
  

                      本人との関係： 入所施設から相談を受けた            
 
１ 本人の生活場所について 

□ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  □ あり  □ なし） 
☑ 施設・病院 

→ 施設・病院の名称  特別養護老人ホーム〇〇園              
 

          住所    〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇              
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 ☑ 介護認定 （認定日：   〇〇年   〇月）   

□ 要支援（１・２）  ☑ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月）  
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 □ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称        ）（判定       ） 
 □ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 
３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
□ 支援の必要はない   □ 一部について支援が必要   ☑ 全面的に支援が必要 
（今後，介助等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 
 

２０１６年３月頃より心身状態が悪化し，同居の妻への暴力行為があったため，７月に
専門医療機関（精神科）初診、入院となった。加療，リハビリテーションを受け，症状が改
善し，２０１７年５月に退院と同時に現在の特別養護老人ホームへ入所した。食事はセッ
ティングがあれば自力摂取可能。それ以外の日常生活については，ほぼ全面的に見守りや
声掛け，直接介助が必要である。現在の入所施設で安定した生活を送られている。 
 

(2) 認知機能について 
日によって変動することがあるか：☑ あり □ なし 
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 
  エの項目は裏面にあります。） 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 
  □ 意思を他者に伝達できる  ☑ 伝達できない場合がある 

□ ほとんど伝達できない   □ できない 
イ 日常的な行為に関する理解について 
  □ 理解できる        ☑ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  □ 記憶できる        □ 記憶していない場合がある  

☑ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない   
1/2 
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モデル事例１：認知症（重度），施設入所【裏面】 

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

□ 正しく認識している    ☑ 認識できていないところがある 
□ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
□ 支障となる行動はない      □ 支障となる行動はほとんどない   
☑ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 
（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 
 
 
 
 
 
 

(4) 社会・地域との交流頻度について 
□ 週１回以上  □ 月１回以上  ☑ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    □ 特別な場合を除いてできる  ☑ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  □ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
☑ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 
 

 
 

 
 
 
４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 
  （※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 

□ 申立てをすることを説明しており，知っている。 
☑ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 
□ その他 
（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 

 
 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。） 
 
 
 
 
 
 

2/2 

施設内の自室やトイレの場所がわからず，困惑しているときが多いが，適切な声掛け誘
導によって対応可能である。また，日々のスケジュール（食事の時間や活動など）は理解
ができず，不安になると職員や他の入居者に尋ねることが多く，その対応が本人にとって
受け入れがたいものであると，不穏になることがある。 

妻が管理しているが，妻自身も高齢であり，本人との関係性が必ずしも良好ではないこ
ともあり，負担感が強い。また，施設から本人に必要な日用品や行事への参加費を求める
ときに，妻自身の判断で「不要」とされてしまうことが多い，とのこと。 

本人は施設において，本人自身の楽しみや生活の豊かさを感じる機会が得られず，制限的な
生活になってしまっていることも否めない。本人には収入（年金）があり，本人の意思決定を
支援しながら本人の興味関心を拡げるためにも活用できることが望ましい。また心身状態の変
化から今後，入院加療が必要となることも想定されるため，本人の意思を尊重しながら適切に
契約行為を行える第三者が存在することが，妻にとっても助けとなると考え，そのことで妻と
の関係性の修復も期待される。 

本人に日常的に関わる関係者は，施設内で完結している。本人の資産を考えれば，さまざま
な選択肢が考えられる。本人の意向や意思を尊重しながら模索していくために必要な契約が行
える者が必要。また，比較的高額な年金や預貯金を適切に管理し，居所についても本人の状態
に合った，また，本人が望むような過ごし方が可能な施設を新たに検討できる体制をつくって
いく。妻との関係性を構築していくためには，高齢となった妻の支援体制を意識した関わりが
求められる。 
 

本人には可能な限りわかりやすい言葉や図による説明を複数回行った。施設の相談員同席の
もと，また，妻の面会時，本人が作成者に馴染みを感じられたことを受け，作成者のみとも面
談した。その都度，新しい説明を聞く，という印象で，説明を理解することは難しいと感じら
れたが，その都度の説明においては，「そんな人がいたらありがたいね」「でも〇〇ちゃん（古
い友人の妹，というが本当は妻のこと）がいるからね」という発言があった。 
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モデル事例２：認知症（軽度），在宅，独居【表面】 
 

 
本人情報シート（成年後見制度用） 

 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが 

されることもあります。 

 
作成日  〇〇〇〇年 〇 月 〇 日 

 
本人                    作成者 
氏  名： 〇〇  〇〇          氏   名：  〇〇  〇〇           印 
 
生年月日：〇〇〇〇年 〇 月 〇 日    職業 (資格 )：〇〇市社会福祉協議会（社会福祉士） 
 

連 絡 先： 〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇     
  

                      本人との関係： 〇〇市中核機関の相談員      
 
１ 本人の生活場所について 
 ☑ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  ☑ あり  □ なし） 

□ 施設・病院 

→ 施設・病院の名称                   
 

          住所                                    
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 ☑ 介護認定 （認定日：〇〇〇〇 年 〇 月）   

□ 要支援（１・２）  ☑ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月）  
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 □ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称        ）（判定       ） 
 □ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 
３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
□ 支援の必要はない   ☑ 一部について支援が必要   □ 全面的に支援が必要 
（今後，介助等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 
 
 
 
 
 

 
 

(2) 認知機能について 
日によって変動することがあるか：☑ あり □ なし 
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 
  エの項目は裏面にあります。） 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 

☑ 意思を他者に伝達できる   □ 伝達できない場合がある 
□ ほとんど伝達できない   □ できない 

イ 日常的な行為に関する理解について 
  □ 理解できる        ☑ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  □ 記憶できる        ☑ 記憶していない場合がある  

□ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない   
 

在宅で介護保険サービスを利用し，別居の長男や長女の支援を得て生活を継続している

が，最近は食材を大量に買い込んで腐らせる，サービス利用日や時間を忘れて外出するな

ど，サービス提供が受けられないことが増えてきている。ケアマネージャーはサービスの

見直しが必要だと考えている。 

1/2 
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モデル事例２：認知症（軽度），在宅，独居【裏面】 

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

□ 正しく認識している    ☑ 認識できていないところがある 
□ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
□ 支障となる行動はない      □ 支障となる行動はほとんどない   
☑ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 
（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 
 
 
 
 
 

(4) 社会・地域との交流頻度について 
☑ 週１回以上  □ 月１回以上  □ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    ☑ 特別な場合を除いてできる  □ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  ☑ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
□ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 
 

 
 

 
 
４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 
  （※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 
☑ 申立てをすることを説明しており，知っている。 
□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 
□ その他 

（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2/2 

鍋を焦がすことが，３か月に１回程度ある。ＩＨは本人が希望していないため，使用し
ていない。ヘルパーが来る日や時間を忘れてしまい，自宅にいないため，ヘルパーが支援
に入れないときが，月に一，二回程度ある。 

別居の長女が定期預金通帳を管理しているが，日常的な金銭管理は本人が行っている。
最近は日常的な金銭管理が難しくなり，長女が社協の日常生活自立支援事業が使えない
か，と相談してきた。 

介護保険サービス提供事務所からは，ケアマネージャーがサービス利用を増やす必要があ
る，ということが本当に本人の意向に基づいているのかとの疑問が示されている。また，長男
や長女からは，これ以上本人に関わる時間がとれないなかで，本人の一人暮らしの継続につい
て心配との意見。本人は自宅以外の生活については一切考えておらず，どのように生活してい
くことができるか，かなり早急に検討していくことが必要になっている。 

本人は自分の希望や思いを他者に伝えることができ，その実現に向けて支援関係者はこれま
でも関わってきている。しかし，徐々に認知機能が低下していることはあり，支援体制をこれ
までとは違う内容で検討することも，本人の安全や安心のためには必要なことである。福祉サ
ービスの利用などの契約行為の代理ができる形が望ましく，本人もそれを希望している。家族
の思いも支えながら，安易に施設入所という選択肢にならないためには，第三者の担い手が，
本人の意思や意向を尊重しつつ家族とも調整をとっていくこと，そのために支援関係者と連携
体制をとり，チームとして本人を支えていく体制をつくれることが重要である。 

説明についての理解は良好。しかし，長女にやってもらうのに手続きが必要なのか，と疑問
を述べられる。また，長女は仕事や家庭のことが忙しく，頼むのは悪いという気持ちや，長女
から「そろそろ施設に入ることを考えて」と言われた言葉に対して抵抗感を持っている。 
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モデル事例３：知的障害（重度），施設入所【表面】 
 

 
本人情報シート（成年後見制度用） 

 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが 

されることもあります。 
 

作成日  〇〇〇〇年 〇 月 〇 日 
 

本人                    作成者 
氏  名： 〇〇  〇〇          氏   名：  〇〇  〇〇           印 
 
生年月日：〇〇〇〇年 〇 月 〇 日    職業 (資格 )：障害福祉サービス計画相談（社会福祉士） 
 

連 絡 先： 〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇     
  

                      本人との関係：〇〇市受託事業者      
 
１ 本人の生活場所について 

□ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  □ あり  □ なし） 
☑ 施設・病院 

→ 施設・病院の名称   障害者支援施設〇〇園             
 

          住所   〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇           
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 □ 介護認定 （認定日：     年    月）   

□ 要支援（１・２）  □ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月）  
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 ☑ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称 療育手帳  ）（判定  Ａ２    ） 
 □ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 
３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
□ 支援の必要はない   □ 一部について支援が必要   ☑ 全面的に支援が必要 
（今後，介助等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 
 
 
 
 
 
 

(2) 認知機能について 
日によって変動することがあるか：□ あり ☑ なし 
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 
  エの項目は裏面にあります。） 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 

□ 意思を他者に伝達できる   □ 伝達できない場合がある 
☑ ほとんど伝達できない   □ できない 

イ 日常的な行為に関する理解について 
  □ 理解できる        ☑ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  □ 記憶できる        ☑ 記憶していない場合がある  

□ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない   

本人は，在宅で母と二人暮らしだったが，母が８月に自宅で倒れているところを近隣住
民に発見され，救急搬送された。その翌日に母は死亡。本人は重度知的障害があり，母の
日常的な世話で生活をしていたが，母の死亡に伴い，在宅生活ができなくなり，行政が緊
急の措置として，現在の障害者支援施設に短期入所を行った。 

1/2 
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モデル事例３：知的障害（重度），施設入所【裏面】 

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

□ 正しく認識している    □ 認識できていないところがある 
☑ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
□ 支障となる行動はない      □ 支障となる行動はほとんどない   
☑ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 
（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 
 
 
 
 
 
 

(4) 社会・地域との交流頻度について 
□ 週１回以上  □ 月１回以上  ☑ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    □ 特別な場合を除いてできる  ☑ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  □ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
☑ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 
 

 
 

 
 
 
４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 
  （※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 

□ 申立てをすることを説明しており，知っている。 
☑ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 
□ その他 

（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 
 
 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 2/2 

これまで，ほとんど外部のサービスを利用することなく，自宅で母と２人で生活をしていた
ため，新しい環境になじむことが難しく，他の利用者や施設の職員に対して，自分の思いどお
りにならないときに，手をあげようとすることがある。その場合はゆっくり対応することで落
ち着く。 

緊急対応として，行政施設への短期入所を措置にて決定した。本人の金銭管理については，
事務管理として，行政から入所施設〇〇園に委任をしている（成年後見人等が選任されるま
で）。 
〇〇園 施設長 〇〇 〇〇氏 

本人は母が亡くなったことをどのように受け止めて理解できているか，これまで本人と関わって
きた第三者がほとんどいないため，関係者による意思決定支援のための会議は開催できなかった。
しかし，日常生活場面では食事については本人なりの希望や意思が示せるため，本人の意思を引き
出すことは十分可能ではないかと考える。今後，本人の日常生活の中で，意思決定支援に配慮した
対応がなされる環境であることが重要である。 

母の死という緊急事態への対応として措置による短期入所となっている。今後の安定した生活を
送るために，本人の意思を尊重し，意思決定支援に配慮し，方針を決定することが求められる。短
期入所から本入所契約をするのかどうかが当面の後見人の課題である。この課題に対応するために
は，本人を取り巻く支援関係者を増やし，本人を中心とした意思決定支援に向けての会議を開催す
ることが必要と考える。また，その後の社会生活の中で，本人が獲得する能力があると考えられる
ため，定期的に本人の状況を把握し，本人が支援を受ければできることを増やしていくことで成年
後見人等の権限，類型の見直しが必要である。 

言語によるコミュニケーションが困難であるため，図を示したり，共に行動するなどして説明を
試みたが，本人がどのように理解することができたか，把握できなかった。しかし，本人は，自分
のことを見てくれる人や，自分に向き合ってくれる人に対しては，好意的な態度を示す。後見人等
が選任されることで，本人と関わりを持つ支援関係者が増え，本人の生活の支援に向けて，選択肢
が広がることが可能となると考える。 
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モデル事例４：知的障害（軽度），在宅，親族と同居【表面】 
 

 
本人情報シート（成年後見制度用） 

 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが 

されることもあります。 
 

作成日  〇〇〇〇年 〇 月 〇 日 
 

本人                    作成者 
氏  名： 〇〇  〇〇          氏   名：  〇〇  〇〇           印 
 
生年月日：〇〇〇〇年 〇 月 〇 日       職業 (資格 )： 〇〇市社会福祉協議会（社会福祉士）           
 

連 絡 先： 〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇     
  

                      本人との関係： 〇〇市中核機関職員         
 
１ 本人の生活場所について 
 ☑ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  □ あり  ☑ なし） 

□ 施設・病院 

→ 施設・病院の名称                
 

          住所                                  
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 □ 介護認定 （認定日：     年    月）   

□ 要支援（１・２）  □ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月）  
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 □ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称        ）（判定       ） 
 □ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 
３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
□ 支援の必要はない   ☑ 一部について支援が必要   □ 全面的に支援が必要 
（今後，介助等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 
 

本人は在宅で家族（両親、妹）と同居。中学校卒業後，父親の知人の紹介で現在の工場
に１７年務めている。数年前より，職場の同僚や先輩に貸した金銭を返してもらえなかっ
たり，本人が希望していない物品（栄養食品）をローンで購入するなど，金銭管理におい
てトラブルが目立つようになった。心配した母親が地域の社会福祉協議会に金銭管理の支
援について相談した。日常生活の行為や就労については自分でできている。 
 

(2) 認知機能について 
日によって変動することがあるか：□ あり ☑ なし 
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 
  エの項目は裏面にあります。） 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 
  ☑ 意思を他者に伝達できる  □ 伝達できない場合がある 

□ ほとんど伝達できない   □ できない 
イ 日常的な行為に関する理解について 
  ☑ 理解できる        □ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  □ 記憶できる        ☑ 記憶していない場合がある  

□ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない   
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モデル事例４：知的障害（軽度），在宅，親族と同居【裏面】 

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

☑ 正しく認識している    □ 認識できていないところがある 
□ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
□ 支障となる行動はない      ☑ 支障となる行動はほとんどない   
□ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 
（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 
 
 
 
 
 

(4) 社会・地域との交流頻度について 
☑ 週１回以上  □ 月１回以上  □ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    ☑ 特別な場合を除いてできる  □ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  ☑ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
□ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 
 

 
 

 
 
 
４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 
  （※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 

☑ 申立てをすることを説明しており，知っている。 
□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 
□ その他 
（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。） 
 
 
 
 
 
 

 
2/2 

家族関係は良好である。工場での作業では，指示の出し方によって，理解ができず，時間が
かかったり間違えることがある。しかし、ルーティン作業については，問題なく作業に取り組
める。 

預貯金は母親が通帳を管理している。給料は本人が通帳を管理し，日常的な買い物等は自身
で行っている。通常黒字であるので，給料支給時に残金は預金している。ときどき給料支給前
に本人管理の通帳が残高不足になることがあり，お金を貸したり，必要外の物品を買っている
ことがわかった。 

日常生活が大きく変化する可能性は今のところないが，職場の同僚や先輩との関係において，本
人の意思に沿わない金銭の使い方になってしまうことがあり，その場合は、本人とともにお金の使
い方を考える人や，状況によっては取消し等の対応ができる人が必要となる。また，近々本人が就
職したときから本人を支えてきた上司（社長）が退職するため，本人の職場の中での立ち位置や就
労内容に変化が生じる恐れがある。必要に応じて手帳の取得や障害福祉サービスの利用について，
本人への情報提供等が求められる。 

本人は日常的なことは家族の支援を受けて自立してできているので，日常的なことを超えるよう
な特別な状況（職場の人や知人から，お金を貸してほしい，何か購入してほしい）を言われたとき
には相談をすることができるように，まずは本人との関係構築に努めてほしい。その上で，将来を
見据えて障害福祉サービスの必要性の判断や手帳の取得など，福祉関係者との連携を構築し，本人
が望む生活を安心して継続できるよう，法的権限をもって関わってほしい。代理の必要性は現時点
ではすぐにはないが，将来は福祉サービスの利用契約があるとよい。また，限定的な取消権も本人
と話し合って決める必要がある。 

母親ははじめ，日常生活自立支援事業の利用を希望したが，本人の状況や今後予測される変化に
応じた対応ができる成年後見制度（補助が想定される）を本人にも説明したところ，本人には始
め，「親に相談するから必要ない」と言われた。しかし，実務に詳しく経験のある専門職を紹介し，
話を聞いてもらう時間を設けたところ，「こんな人に相談できるのであれば、お願いしてもいいか
も」という気持ちの変化がみられた。 
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モデル事例５：精神障害（統合失調症），医療保護入院中【表面】 
 

 
本人情報シート（成年後見制度用） 

 
※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家 

庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。 
※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。 
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが 

されることもあります。 
 

作成日  〇〇〇〇年 〇 月 〇 日 
 

本人                    作成者 
氏  名： 〇〇  〇〇          氏   名：  〇〇  〇〇           印 
 
生年月日：〇〇〇〇年 〇 月 〇 日    職業 (資格 )： 病院職員（精神保健福祉士）   
 

連 絡 先： 〇〇病院医療相談室     
  

                      本人との関係： 〇〇さんの退院後生活環境相談員 
 
１ 本人の生活場所について 
 □ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用  □ あり  □ なし） 

☑ 施設・病院 

→ 施設・病院の名称   ○○精神科病院             
 

          住所   〇〇県〇〇市〇〇町〇〇－〇〇                
 
２ 福祉に関する認定の有無等について 
 □ 介護認定 （認定日：     年    月）   

□ 要支援（１・２）  □ 要介護（１・２・３・４・５）  
□ 非該当 

□ 障害支援区分（認定日：    年    月）  
□ 区分（１・２・３・４・５・６）   □ 非該当 

 □ 療育手帳・愛の手帳など   （手帳の名称        ）（判定       ） 
 ☑ 精神障害者保健福祉手帳   （１・２・３ 級） 
 
３ 本人の日常・社会生活の状況について 

(1) 身体機能・生活機能について 
☑ 支援の必要はない   □ 一部について支援が必要   □ 全面的に支援が必要 
（今後，介助等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等） 
 

病状は回復しており，退院後はグループホームの再入所及び精神科デイケアの再利用が
予定されている。まとまったお金が手元にあると，政治関連の書物を買い込むことがある。
金銭管理に関して，収支の計算や声かけ，見守りが必要である。 
 
 

(2) 認知機能について 
日によって変動することがあるか：☑ あり □ なし 
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。 
  エの項目は裏面にあります。） 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について 
  ☑ 意思を他者に伝達できる  □ 伝達できない場合がある 

□ ほとんど伝達できない   □ できない 
イ 日常的な行為に関する理解について 
  ☑ 理解できる        □ 理解できない場合がある   

□ ほとんど理解できない   □ 理解できない 
ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について 
  ☑ 記憶できる        □ 記憶していない場合がある  

□ ほとんど記憶できない   □ 記憶できない   
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モデル事例５：精神障害（統合失調症），医療保護入院中【裏面】 

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

☑ 正しく認識している    □ 認識できていないところがある 
□ ほとんど認識できていない □ 認識できていない 
 

(3) 日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
□ 支障となる行動はない      □ 支障となる行動はほとんどない 
☑ 支障となる行動がときどきある  □ 支障となる行動がある 
（精神・行動障害に関して支援を必要とする場面があれば，その内容，頻度等） 
 
 
 
 
 

 
(4) 社会・地域との交流頻度について 

□ 週１回以上  ☑ 月１回以上  □ 月１回未満 
 

(5) 日常の意思決定について 
□ できる    ☑ 特別な場合を除いてできる  □ 日常的に困難  □ できない 
 

(6) 金銭の管理について 
□ 本人が管理している  □ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している   
☑ 親族又は第三者が管理している 
（支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等） 
 

 
 

 
 
 
４ 本人にとって重要な意思決定が必要となる日常・社会生活上の課題 
  （※ 課題については，現に生じているものに加え，今後生じ得る課題も記載してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
５ 家庭裁判所に成年後見制度の利用について申立てをすることに関する本人の認識 

☑ 申立てをすることを説明しており，知っている。 
□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。 
□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。 
□ その他 
（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 

 
 
 
 
 
 
 
６ 本人にとって望ましいと考えられる日常・社会生活上の課題への対応策 

（※御意見があれば記載してください。） 
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ご本人は自身に「危害が加えられる」との不安が常にある。不安が強くなると自室に閉じこ
もりがちになり，服薬や食事が疎かになる。現在は入院中で不安な気持ちは軽減しているが，
退院後の生活には不安があるという。また気持ちが大きくなって不必要な買い物をしてしまう
こともあったが，落ち着いている時には充分自己管理できる。 

手元に金銭があればすぐに使い切ってしまう傾向があり，入院前のグループホーム入所
中は近隣に住む親族が金銭を１週間分ずつ渡すなど，支援付で自己管理していた。親族は
高齢なためこれ以上の支援は難しくなっている。 

課題については，病院内の医療保護入院者退院支援委員会で協議を行った。これまで，ご本
人の財産管理（税金支払い，年金管理，不動産管理等）は親族が代わりに行ってきた。今後は
頼めなくなるため，大金の管理や複雑な事務手続きに関してご本人は不安を感じており，支援
を必要としているということを確認した。 

金銭管理については，1 週間分を手渡すという方法を取れば自己管理可能と思われる。また
グループホームの職員と連絡を取りながら，ご自身では気がつかない健康状態の変化などを把
握する。変化があった場合はご本人に伝えたり，病院と共有するなど連携を取る必要がある。 

今回の入院直前は非常に苦しい体験があったという。退院後グループホームで自立した生活
を送るためには，金銭管理や健康維持へのアドバイスができる支援者が必要であることを理解
している。健康状態の悪化のサインなどは「自分では気がつかないことが多い」とご本人は述
べる。 
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（前橋家庭裁判所 令和２年１月現在） 
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診断書をご準備ください

➀ 本人情報シート（別紙 ）を準備する

ご本人の福祉関係者 （ケアマネジャー， ケースワーカーなど） に 「本人情報シー
ト」 への記載を依頼してください。

作成された「本人情報シート」のコピーを１部準備してください。

＊ 「本人情報シート」 とは， ご本人を日頃から支援している福祉関係者が，ご本

人の生活状況等に関する情報を記載するためのシートです。

＊ 医師がご本人の判断能力について診断をする際の参考資料と したり，裁判所

がご本人の判断能力やご本人に必要な支援を考えたりするための資料として活用

します。

＊ 福祉関係者の支援を受けていない場合など，「本人情報シート」の作成を依頼で

きる方がいない場合は， 各市町村の社会福祉協議会や地域包括支援センター，

社会福祉協議会等が運営する権利擁護支援センター，中核機関等にご相談いた

だき，できる限りご準備いただくようお願いいたします。

＊ 「本人情報シート」が準備できなくても，診断書の作成を依頼することができます。

② 診断書（別紙２）を準備する

主治医に診断書の作成を依頼してください。

【主治医に渡すもの】□ 診断書の書式（成年後見用）

□ ①で作成された 「本人情報シート」 （原本） （作成後１か月以内）

＊ 診断書の作成を主治医に引き受けてもらえない場合には，他の医師に依頼していた

だいても構いません。

③ 家庭裁判所へ申立てをする

【裁判所に提出するもの】□ ②で作成された診断書（原本）（作成後３か月以内）

□ ①で作成された「本人情報シート」（コピー）

＊ 診断書の「３ 判断能力についての意見」の欄の記載を参考にして，成年後見の

どの類型で申し立てるかを検討し， 裁判所に申立てをしてください。

＜類型判断の目安＞

・ 「支援を受けなければ， 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断をすることが

難しい場合がある」→補助開始の申立て

・ 「支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断をすることがで
きない」→保佐開始の申立て

・ 「支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断をすることができな
い」→後見開始の申立て

＊ 診断書， 「本人情報シート」 以外の申立てに必要な書類については， 別紙（黄色の
紙）を確認の上，ご準備ください。

④ 鑑定について ※必要に応じて行われます。
＊ 鑑定とは，ご本人の判断能力がどの程度あるかを医学的に判定するための手続です。

＊ 成年後見及び保佐の場合は，法律上原則として鑑定が必要ですが，診断書の内容や

申立書類などを総合的に考慮して， 鑑定を行わないこともあります。

＊ 鑑定を行うためには一般的に５万円～１０万円程度の費用（鑑定人への報酬）がかかり

ます。

＊ 鑑定を行うことになった場合には， 裁判所から連絡をしますので， あらかじめ鑑定にか

かる費用を裁判所に納めてください。 その後， 家庭裁判所が医師に鑑定依頼をします。
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「本人情報シー ト」 の作成を依頼された福祉関係者の方へ

このたびは，「本人情報シート」の作成に御協力いただき，ありがとうございます。

この 「本人情報シート」 は，職務上の立場からご本人を日頃より支援されている

福祉関係者の方に，ご本人の生活状況等に関する情報を記載していただくための

書面です。家庭裁判所は，成年後見制度の利用を開始するための申立てについ

て，ご本人の精神上の障害の有無や鑑定の要否を判断するため，医師が作成した

診断書の提出をお願いしています。 診断書は，家庭裁判所がご本人の精神の状

況について判断するための重要な資料と なるため，診断書を作成する医師に対し，

ご本人の生活状況等に関する情報を提供し，十分な判断資料に基づいて医学的

診断を行っていただくこ と が望ましいと考えられます。 作成していただいた 「本人

情報シート」 は，診断書を作成する医師に提供され，医学的診断の際の資料となる

だけでなく，家庭裁判所に提出され， 裁判官が審理をする際の資料にもなります。

作成していただいた 「本人情報シート」は，直接家庭裁判所にお送りいただくのでは

なく，作成を依頼した方にお渡しください。

「本人情報シート」 の作成方法等については， 「本人情報シート作成の手引」

を用意しております。この手引は裁判所のウェブサイト内の 「後見ポータルサイト」

からダウンロードすることができますので，ぜひ御活用ください。

「後見ポータルサイト」 → 「手続案内及び各種書式」 → 「成年後見制度における
診断書作成の手引・本人情報シート作成の手引」の順に検索してください。
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（別紙１）

本人情報シート（成年後見制度用）

※ この書面は，本人の判断能力等に関して医師が診断を行う際の補助資料として活用するとともに，家
庭裁判所における審理のために提出していただくことを想定しています。

※ この書面は，本人を支える福祉関係者の方によって作成されることを想定しています。
※ 本人情報シートの内容についてさらに確認したい点がある場合には，医師や家庭裁判所から問合せが
されることもあります。

作成日 年 月 日

本人 作成者

氏 名： 氏 名：           印

生年月日： 年 月 日 職業(資格)：             

連 絡 先：             

本人との関係：             

１ 本人の生活場所について
□ 自宅 （自宅での福祉サービスの利用 □ あり □ なし）

□ 施設・病院

→ 施設・病院の名称

住所

２ 福祉に関する認定の有無等について
□ 介護認定 （認定日： 年 月）

□ 要支援（１・２） □ 要介護（１・２・３・４・５）
□ 非該当

□ 障害支援区分（認定日： 年 月）
□ 区分（１・２・３・４・５・６） □ 非該当

□ 療育手帳・愛の手帳など （手帳の名称 ）（判定 ）
□ 精神障害者保健福祉手帳 （１・２・３ 級）

３ 本人の日常・社会生活の状況について

(1) 身体機能・生活機能について
□ 支援の必要はない □ 一部について支援が必要 □ 全面的に支援が必要
（今後，支援等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等）

(2) 認知機能について
日によって変動することがあるか：□ あり □ なし
（※ ありの場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでチェックしてください。

エの項目は裏面にあります。）

ア 日常的な行為に関する意思の伝達について

□ 意思を他者に伝達できる □ 伝達できない場合がある
□ ほとんど伝達できない □ できない

イ 日常的な行為に関する理解について

□ 理解できる □ 理解できない場合がある
□ ほとんど理解できない □ 理解できない

ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について

□ 記憶できる □ 記憶していない場合がある
□ ほとんど記憶できない □ 記憶できない
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診断書を作成していただく医師の方へ

この度は診断書の作成に御協力いただき，ありがとうございます。

家庭裁判所が後見開始の審判をするにあたり，申立時に定型診断書の提出をお

願いしており，提出された診断書の記載や親族等からの聴取内容等の資料を勘案し

て鑑定の要否を検討しています。

なお，成年後見制度は，「精神上の障害」により判断能力が不十分な方を法律的

に保護する制度ですから，診断名に「精神上の障害」を記載していただく必要があり

ます。身体上の障害だけが原因となって取引行為ができないような方は，成年後見制

度は利用できませんので，診断書作成の際には御留意ください（介護保険の意見書

とは異なります。）。

また，診断書作成の依頼を受ける際に，依頼者から，福祉関係者が作成した「本人

情報シート」の提供を受けることがあります。この「本人情報シート」は，診断書を作成

する医師に対し，ご本人の生活状況等に関する情報を提供し，医学的判断を行う際

の参考としていただくために，家庭裁判所が平成３１年４月から導入したものです。

「本人情報シート」の提供を受けた場合には，ぜひ診断の参考資料として御活用く

ださい。なお，記載内容についてのお問い合わせは，「本人情報シート」の作成者に

お尋ねください。

申立の際には，診断書（原本）及び本人情報シート（写し）を提出することになって

います。そのため，診断書は，直接家庭裁判所にお送りいただくのではなく，作成を

依頼した方にお渡しください。本人情報シートについては，依頼した方が写しを取っ

ているかどうかについて，念のためご確認ください。

診断書作成の手引きは，最高裁判所のウェブサイトからダウンロードすることもでき

ます。

「後見ポータルサイト」→「手続案内及び各種書式」→「成年後見制度における診断書の書式」

の順に検索してください。

何か御不明な点がありましたらお気軽にお問い合わせください。

前橋家庭裁判所 電話０２７ ２３１ ４２７５

同高崎支部 電話０２７ ３２２ ３６２２ 同太田支部 電話０２７６ ４５ ７７５１

同桐生支部 電話０２７７ ５３ ２３９１ 同沼田支部 電話０２７８ ２２ ２７０９
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（別紙２）（家庭裁判所提出用）

1/2 

診 断 書（成年後見制度用） 

１ 氏名 男・女

年 月 日生（ 歳） 

住所 

２ 医学的診断 

診断名（※判断能力に影響するものを記載してください。） 
 
 
 

所見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など） 
 
 
 
 
 
 

各種検査 
長谷川式認知症スケール （□ 点（ 年 月 日実施） □ 実施不可）

ＭＭＳＥ （□ 点（ 年 月 日実施） □ 実施不可）

脳の萎縮または損傷の有無 
□ あり ⇒（□ 部分的にみられる □ 全体的にみられる □ 著しい □ 未実施） 
□ なし  

知能検査 
 
その他 

 
短期間内に回復する可能性 
□ 回復する可能性は高い □ 回復する可能性は低い □ 分からない 
（特記事項）

３ 判断能力についての意見 

□ 契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができる。  

□ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することが難しい場合がある。 

□ 支援を受けなければ，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 

□ 支援を受けても，契約等の意味・内容を自ら理解し，判断することができない。 

（意見）※ 慎重な検討を要する事情等があれば，記載してください。

裏面に続く

（表 面）
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（家庭裁判所提出用）  

2/2 

判定の根拠 
(1) 見当識の障害の有無 

□ あり ⇒（□ まれに障害がみられる □ 障害がみられるときが多い □ 障害が高度） 
□ なし
 
 

(2) 他人との意思疎通の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 意思疎通ができないときもある □ 意思疎通ができないときが多い 

□ 意思疎通ができない） 
□ なし
 
 

(3) 理解力・判断力の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし
 
 

(4) 記憶力の障害の有無 
□ あり ⇒（□ 問題はあるが程度は軽い □ 問題があり程度は重い □ 問題が顕著） 
□ なし
 
 

(5) その他（※上記以外にも判断能力に関して判定の根拠となる事項等があれば記載してください。） 
 
 
 

参考となる事項（本人の心身の状態，日常的・社会的な生活状況等） 
 
 
※ 「本人情報シート」の提供を □ 受けた □ 受けなかった 
（受けた場合には，その考慮の有無，考慮した事項等についても記載してください。） 

 
 
 

以上のとおり診断します。 年 月 日 

病院又は診療所の名称・所在地 

担当診療科名 

担当医師氏名 印

【医師の方へ】

※ 診断書の記載例等については，後見ポータルサイト（ ）からダウンロ

ードできます。 
※ 参考となる事項欄にある「本人情報シート」とは，本人の判断能力等に関する診断を行う際の補助資料とし

て，本人の介護・福祉担当者が作成するシートです。提供があった場合は，診断への活用を御検討ください。 
※ 家庭裁判所は，診断書を含む申立人からの提出書類等に基づき，本人の判断能力について判断します（事案

によって医師による鑑定を実施することがあります。）。 

（裏 面）
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1 
 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
受付印  

（ □後見 □保佐 □補助 ）開始等申立書
※ 該当するいずれかの部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 
 ※ 収入印紙（申立費用）をここに貼ってください。

後見又は保佐開始のときは，８００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与又は同意権付与のときは，１，６００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与＋同意権付与のときは，２，４００円分

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。

収入印紙（登記費用）２，６００円分はここに貼らないでください。
 

収入印紙（申立費用） 円

 
 

準口頭

 
 関連事件番号 年（家 ）第 号 収入印紙（登記費用） 円 

予納郵便切手 円 
前橋 家庭裁判所

支部・出張所 御中

令和 年 月 日

申立人又は同手続

代理人の記名押印 
印

 
 

申

立

人
 

 

住 所 

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ） 
ふりがな 

氏 名 

 
 

 
 
 

□ 大正 
□ 昭和 年   月   日 生
□ 平成 （ 歳） 

 
 

本人との

関 係 

□ 本人 □ 配偶者 □ 親 □ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹 □ 甥姪
□ その他の親族（関係： ） □ 市区町村長
□ その他（ ）

手

続

代

理

人 

住 所

（事務所等）

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ）

氏 名

 
 
 
 
 

本

人

 

本 籍

（ 国 籍 ）

都 道 
  府 県

 

住民票上
 
の 住 所 

□ 申立人と同じ
〒 －

電話 （ ） 

実 際 に
住んでいる
場 所

□ 住民票上の住所と同じ
〒 － ※ 病院や施設の場合は，所在地，名称，連絡先を記載してください。

病院・施設名（ ）電話 （ ）

ふりがな 

氏 名

 

 □ 大正

□ 昭和 年   月   日 生
□ 平成 （ 歳）
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2 
 

申 立 て の 趣 旨
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。   

□ 本人について後見を開始するとの審判を求める。  
□  本人について保佐を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，必要とする場合に限り，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してくださ
い。なお，保佐開始申立ての場合，民法１３条１項に規定されている行為については，同意権
付与の申立ての必要はありません。  

□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について保佐人に代理権を付与するとの 
審判を求める。  

□ 本人が民法１３条１項に規定されている行為のほかに，下記の行為（日用品の購入その 
他日常生活に関する行為を除く。）をするにも，保佐人の同意を得なければならない 
との審判を求める。 

記 

 

 
 
□ 本人について補助を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，少なくとも１つは，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。  
□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について補助人に代理権を付与するとの 

審判を求める。  
□ 本人が別紙同意行為目録記載の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除 
く。）をするには，補助人の同意を得なければならないとの審判を求める。 

申 立 て の 理 由
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付すとともに，具体的な事情を記載してください。 

 
 本人は，

□ 預貯金等の管理・解約 □ 保険金受取 □ 不動産の管理・処分 □ 相続手続

□ 訴訟手続等 □ 介護保険契約 □ 身上監護（福祉施設入所契約等）

□ その他（ ）

の必要があるが，

□ 認知症 □ 統合失調症 □ 知的障害 □ 高次脳機能障害

□ 遷延性意識障害 □ その他（ ）

により判断能力が欠けているのが通常の状態又は判断能力が（著しく）不十分である。 
 

※ 具体的な事情を記載してください。書ききれない場合は別紙を利用してください。
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3 
 

成

年

後

見

人

等

候

補

者

 
 
 
 
 

□ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要

□ 申立人 ※ 申立人のみが候補者の場合は，以下この欄の記載は不要

□ 申立人以外の〔 □ 以下に記載の者 □ 別紙に記載の者 〕

住 所 
□ 申立人
□ 家庭裁判所の選任する第三者
□ 下記の者

〒 －

電    話 （ ） 
                                        携帯電話  （ ） 
                                    

住 所 

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ）

ふりがな

氏 名 

 
□ 昭和

年 月 日 生
□ 平成 （ 歳） 

 

本人との

関 係 
□ 親 族：□ 配偶者 □ 親 □ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹

□ 甥姪 □ その他（関係： ）
□ 親族外：（職業： ）

手続費用の上申

□ 手続費用については，本人の負担とすることを希望する。

※ 手続費用は申立人の負担が原則です。ただし，申立手数料，送達・送付費用，後見登記手数料，鑑定

費用については，この上申に基づき，これらの全部又は一部について，本人の負担とできる場合があり

ます。

※ 本欄に記載した場合でも，必ずしも希望どおり認められるとは限りません。

※ 太わくの中だけ記載してください。
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

 
添付書類

※ 同じ書類は本人１人につき１通で足ります。審理のために必要な場合は，追加書類
の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。

□ 本人の戸籍謄本（全部事項証明書）

□ 本人の住民票又は戸籍附票

□ 成年後見人等候補者の住民票又は戸籍附票

（成年後見人等候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書））

□ 本人の診断書

□ 本人情報シート写し

□ 本人の成年被後見人等の登記がされていないことの証明書

□ 本人の財産に関する資料

□ 本人の収支に関する資料
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（別紙） 

1 
 

【保佐，補助用】

代 理 行 為 目 録

※ 下記の行為のうち，必要な代理行為に限り，該当する部分の□にチェック又は必要な事項を記
載してください（包括的な代理権の付与は認められません。）。

※ 内容は，本人の同意を踏まえた上で，最終的に家庭裁判所が判断します。

１ 財産管理関係

不動産関係

□ ① 本人の不動産に関する〔□ 売却 □ 担保権設定 □ 賃貸 □ 警備 □ 〕

契約の締結，更新，変更及び解除

□ ② 他人の不動産に関する〔□ 購入 □ 借地 □ 借家〕契約の締結，更新，変更及び

解除

□ ③ 住居等の〔□ 新築 □ 増改築 □ 修繕（樹木の伐採等を含む。） □ 解体

□ 〕に関する請負契約の締結，変更及び解除

□ ④ 本人又は他人の不動産内に存する本人の動産の処分

□ ⑤

預貯金等金融関係

□ ① 預貯金及び出資金に関する金融機関等との一切の取引（解約（脱退）及び新規口座

の開設を含む。）

※ 一部の口座に限定した代理権の付与を求める場合には，③に記載してください。

□ ② 預貯金及び出資金以外の本人と金融機関との取引

〔□ 貸金庫取引 □ 証券取引 □ 保護預かり取引 □ 為替取引 □ 信託取引

□ 〕

□ ③

保険に関する事項

□ ① 保険契約の締結，変更及び解除

□ ② 保険金及び賠償金の請求及び受領

その他

□ ① 定期的な収入の受領及びこれに関する諸手続

〔□ 家賃，地代 □ 年金・障害手当その他の社会保障給付

□ 臨時給付金その他の公的給付 □ 配当金 □ 〕

□ ② 定期的な支出及びこれに関する諸手続

〔□ 家賃，地代 □ 公共料金 □ 保険料 □ ローンの返済金 □ 管理費等

□ 公租公課 □ 〕

□ ③ 情報通信 携帯電話 インターネット等 に関する契約の締結 変更 解除及び費用

の支払

□ ④ 本人の負担している債務に関する弁済合意及び債務の弁済 そのための交渉を含む。

□ ⑤ 本人が現に有する債権の回収 そのための交渉を含む。

□ ⑥
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2 
 

２ 相続関係

※ 審判手続，調停手続及び訴訟手続が必要な方は，４⑤又は⑥についても検討してください。

□ ① 相続の承認又は放棄

□ ② 贈与又は遺贈の受諾

□ ③ 遺産分割又は単独相続に関する諸手続

□ ④ 遺留分減殺請求又は遺留分侵害額請求に関する諸手続

□ ⑤

３ 身上監護関係

□ ① 介護契約その他の福祉サービス契約の締結 変更 解除及び費用の支払並びに還付金

等の受領

□ ② 介護保険，要介護認定，障害支援区分認定，健康保険等の各申請（各種給付金及び還

付金の申請を含む。）及びこれらの認定に関する不服申立て

□ ③ 福祉関係施設への入所に関する契約（有料老人ホームの入居契約等を含む。）の締結・

変更・解除及び費用の支払並びに還付金等の受領

□ ④ 医療契約及び病院への入院に関する契約の締結 変更 解除及び費用の支払並びに還

付金等の受領

□ ⑤

４ その他

□ ① 税金の申告，納付，更正，還付及びこれらに関する諸手続

□ ② 登記・登録の申請

□ ③ 個人番号（マイナンバー）に関する諸手続

□ ④ 住民票の異動に関する手続

□ ⑤ 家事審判手続，家事調停手続（家事事件手続法２４条２項の特別委任事項を含む。），

訴訟手続（民事訴訟法５５条２項の特別委任事項を含む。），民事調停手続（非訟事件手

続法２３条２項の特別委任事項を含む。）及び破産手続（免責手続を含む。）

※ 保佐人又は補助人が上記各手続について手続代理人又は訴訟代理人となる資格を有

する者であるときに限ります。

□ ⑥ ⑤の各手続について，手続代理人又は訴訟代理人となる資格を有する者に委任をする

こと

□ ⑦

５ 関連手続

□ ① 以上の各事務の処理に必要な費用の支払

□ ② 以上の各事務に関連する一切の事項（戸籍謄抄本・住民票の交付請求，公的な届出，

手続等を含む。）
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（別紙） 

1 
 

【補助用】

同 意 行 為 目 録
（民法１３条１項各号所定の行為）

※ 下記の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除く。）のうち，必要な同意行為に限

り，該当する部分の□にチェックを付してください。

※ 保佐の場合には，以下の１から１０までに記載の事項については，一律に同意権・取消権が付与

されますので，同意権付与の申立てをする場合であっても本目録の作成は不要です。

※ 内容は，本人の同意を踏まえた上で，最終的に家庭裁判所が判断します。

１ 元本の領収又は利用（１号）のうち，以下の行為

□ 預貯金の払戻し

□ 債務弁済の受領

□ 金銭の利息付貸付け

２ 借財又は保証（２号）のうち，以下の行為

□ 金銭消費貸借契約の締結

※ 貸付けについては１ 又は３ を検討してください。

□ 債務保証契約の締結

３ 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為（３号）のうち，以下の行為

□ 本人の所有の土地又は建物の売却

□ 本人の所有の土地又は建物についての抵当権の設定

□ 贈与又は寄附行為

□ 商品取引又は証券取引

□ 通信販売（インターネット取引を含む。）又は訪問販売による契約の締結

□ クレジット契約の締結

□ 金銭の無利息貸付け

□ その他 ※ 具体的に記載してください。

４ □ 訴訟行為（４号）

※ 相手方の提起した訴え又は上訴に対して応訴するには同意を要しません。

５ □ 贈与，和解又は仲裁合意（５号）
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2 

６ □ 相続の承認若しくは放棄又は遺産分割（６号）

７ □ 贈与の申込みの拒絶，遺贈の放棄，負担付贈与の申込みの承諾又は負担付遺贈の承認（７

号）

８ □ 新築，改築，増築又は大修繕（８号）

９ □ 民法６０２条（短期賃貸借）に定める期間を超える賃貸借（９号）

□ 前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未成年者，成年被後見人，被保佐人及び民法１７条

１項の審判を受けた被補助人をいう。）の法定代理人としてすること（１０号）

□ その他 ※ 具体的に記載してください。

※ 民法１３条１項各号所定の行為の一部である必要があります。
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申 立 事 情 説 明 書

※ 申立人（申立人が記載できないときは，本人の事情をよく理解している方）が記載してください。

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェック

を付してください。

令和 年 月 日

作成者の氏名 印

（作成者が申立人以外の場合は，本人との関係： ）

作成者（申立人を含む。）の住所

□ 申立書の申立人欄記載のとおり

□ 次のとおり

〒 －

住所：

裁判所からの電話での連絡について

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 （ ）

（□携帯・□自宅・□勤務先）

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 □電話してもよい・□差し支える

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）があれ

ば記載してください。

【本人の状況について】

１ 本人の生活場所について

現在の生活場所について

□ 自宅又は親族宅

同居者 → □ なし（１人暮らし）

□ あり（※ 同居している方の氏名・本人との続柄を記載してください。）

（氏名： 本人との続柄： ）

（氏名： 本人との続柄： ）

（氏名： 本人との続柄： ）

最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で記載してください。）

（電車）最寄りの駅： 線 駅

（バス）最寄りのバス停： バス（ 行き） 下車

□ 病院又は施設（入院又は入所の日：昭和・平成・令和 年 月 日）

名 称：

所在地：〒 －

担当職員：氏名： 役職：

連絡先：電話 （ ）

最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で記載してください。）
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（電車）最寄りの駅： 線 駅

（バス）最寄りのバス停： バス（ 行き） 下車

転居，施設への入所や転院などの予定について

※ 申立後に転居・入院・転院した場合には，速やかに家庭裁判所までお知らせください。

□ 予定はない。

□ 予定がある。（□ 転居 □ 施設への入所 □ 転院）

時期：令和 年 月ころ

施設・病院等の名称：

転居先，施設・病院等の所在地：〒 －

２ 本人の略歴（家族関係（結婚，出産など）及び最終学歴・主な職歴）をわかる範囲で記載してく

ださい。

３ 本人の病歴（病名，発症時期，通院歴，入院歴）をわかる範囲で記載してください。

病 名：

発症時期： 年 月ころ

通 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

入 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

病 名：

発症時期： 年 月ころ

通 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

入 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

４ 福祉に関する認定の有無等について

※ 当てはまる数字を○で囲んでください。

※ 認定資料の写しを添付してください。

□ 介護認定 （認定日： 年 月）

□ 要支援（１・２） □ 要介護（１・２・３・４・５）

□ 非該当 □ 認定手続中

□ 障害支援区分（認定日： 年 月）

□ 区分（１・２・３・４・５・６） □ 非該当 □ 認定手続中

年月日 家族関係 年月日 最終学歴・主な職歴

・ ・ 出生（ 人きょうだいの 番目） ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・　　　　
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□ 療育手帳（愛の手帳など） （手帳の名称 ）（判定 ）

□ 精神障害者保健福祉手帳 （１・２・３ 級）

□ 身体障害者手帳 （１・２・３・４・５・６ 級）

□ いずれもない。

５ 本人の日常・社会生活の状況について

□ 本人情報シート写しを提出する。

※ 以下の⑴から⑹までの記載は不要です。

□ 本人情報シート写しを提出しない。

※ 以下の⑴から⑹までについて，わかる範囲で記載してください。

身体機能・生活機能について 
ア 食事，入浴，着替え，移動等の日常生活に関する支援の要否を記載してください。なお，

自宅改修や福祉器具等を利用することで他者の支援なく日常生活を営むことができている

場合には，「支援の必要はない。」にチェックを付してください。

□ 支援の必要はない。
□ 一部について支援が必要である。

※ 必要な支援について具体的に記載してください。

□ 全面的に支援が必要である。

イ 今後，支援等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等を記載してく

ださい。 
 

 
 
認知機能について 

日によって変動することがあるか：□ あり □ なし 
※ 「あり」の場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでにチェックを付してください。 

 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について

※ 「日常的な行為」は，食事，入浴等の日課や来訪する福祉サービス提供者への対応など，

普段の本人の生活環境の中で行われるものを想定してください。

□ 意思を他者に伝達できる。

（日常生活上問題ない程度に自らの意思を伝達できる。）

□ 伝達できない場合がある。

（正確な意思を伝えることができずに日常生活上問題を生じることがある。）

□ ほとんど伝達できない。

（空腹である，眠いなどごく単純な意思を伝えることはできるが，それ以外の意思

については伝えることができない。）

□ できない。

（ごく単純な意思も伝えることができない。）

イ 日常的な行為に関する理解について

□ 理解できる。

（起床・就寝の時刻や，食事の内容等について回答することができる。）

□ 理解できない場合がある。

（上記の点について，回答できるときとできないときがある。）
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□ ほとんど理解できない。

（上記の点について，回答できないことが多い。）

□ 理解できない。

（上記の点について，基本的に回答することができない。）

ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について

□ 記憶できる。 
（直前にしていたことや示したものなどを正しく回答できる。） 

□ 記憶していない場合がある。 
（上記の点について，回答できるときとできないときがある。） 

□ ほとんど記憶できない。 
（上記の点について，回答できないことが多い。）

□ 記憶できない。 
（上記の点について，基本的に回答することができない。）

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

□ 正しく認識している。 
（日常的に顔を合わせていない家族又は友人等についても会えば正しく認識でき 
る。） 

□ 認識できていないところがある。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人等は基本的に認識できるが，それ以外は 
難しい。） 

□ ほとんど認識できていない。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人等と会っても認識できないことが多い。） 

□ 認識できていない。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人・知人と会っても基本的に認識できない。） 

 
日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
※ 「精神・行動障害」とは，外出すると戻れない，物を壊す，衣類を破る，大声・奇声を出

すなど，社会生活上，場面や目的からみて不適当な行動のことをいいます。

□ 支障となる行動はない。 □ 支障となる行動はほとんどない。

□ 支障となる行動がときどきある。 □ 支障となる行動がある。

※ 支障となる行動の具体的内容及び頻度等を記載するとともに，当該行動について支援が

必要な場合は，その支援の具体的内容を併せて記載してください。 
 

 

 

社会・地域との交流頻度について  
ア 家族・友人との交流，介護サービスの利用，買い物，趣味活動等によって，本人が日常的

にどの程度，社会・地域と接点を有しているかについて，その交流する頻度を回答してくだ

さい。 
□ 週１回以上 □ 月１回以上 □ 月１回未満 
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イ 交流内容について具体的に記載してください。

 

 
 
日常の意思決定について 

※ 「日常の意思決定」とは，毎日の暮らしにおける活動に関する意思決定のことをいいます。 
□ できる。 

（毎日の暮らしにおける活動に関して，あらゆる場面で意思決定できる。） 
□ 特別な場合を除いてできる。 

（テレビ番組や献立，服の選択等については意思決定できるが，治療方針等や居住環境 
の変更の決定は指示・支援を必要とする。） 

□ 日常的に困難である。 
（テレビ番組や献立，服の選択等についてであれば意思決定できることがある。） 

□ できない。 
（意思決定が全くできない，あるいは意思決定できるかどうか分からない。） 

金銭の管理について 
※ 「金銭の管理」とは，所持金の支出入の把握，管理，計算等を指します。 
□ 本人が管理している。

（多額の財産や有価証券等についても，本人が全て管理している。）

□ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している。

（通帳を預かってもらいながら，本人が自らの生活費等を管理している。）

□ 親族又は第三者が管理している。

（本人の日々の生活費も含めて第三者等が支払等をして管理している。）

※ 支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等を記載して

ください。

 

 

 
 

【申立ての事情について】

１ 本人について，これまで家庭裁判所の成年後見制度の手続を利用されたり，どなたかとの間で

任意後見契約を締結したことがありますか。

□ なし

□ あり → 年 月ころ

□ 家庭裁判所の成年後見制度の手続を利用したことがある。

利用した裁判所： 家庭裁判所 支部・出張所

事件番号： 年（家）第 号

□ 後見開始 □ 保佐開始 □ 補助開始 □ その他（ ）

申立人氏名：

□ 任意後見契約を締結したことがある。

公正証書を作成した公証人の所属： 法務局

証書番号： 年第 号

証書作成年月日： 年 月 日
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登記番号：第 － 号

任意後見受任者氏名：

２ 本人には，今回の手続をすることを知らせていますか。

※ 本人が申立人の場合は記載不要です。

□ 申立てをすることを説明しており，知っている。

申立てについての本人の意見 □ 賛成 □ 反対 □ 不明

後見人等候補者についての本人の意見 □ 賛成 □ 反対 □ 不明

□ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。

□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。

□ その他

（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 
 

 

３ 本人の親族

本人の推定相続人について氏名，住所等を記載してください。

※ 欄が不足する場合は，別紙に記載してください。

※ 推定相続人とは，仮に本人が亡くなられた場合に相続人となる方々です。具体的には，「親族の

意見書について」の２をご参照ください。

※ 「意見１」欄にはこの申立てに関するその方の意見について，「意見２」欄には後見人等候補者

に関するその方の意見について，該当する部分の□にそれぞれチェックを付してください。（「一任」

とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指します。）

氏 名 年齢 続柄 住 所 意見１ 意見２

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明
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で挙げた方のうち，この申立てに反対の意向を示している方や意向が不明な方，親族の意

見書を提出していない方がいる場合には，その方の氏名及びその理由等を具体的に記載してく

ださい。

４ 本人に関し何らかの相談をし又は何らかの援助を受けた福祉機関があれば，チェックを付して，

その名称を記載してください。

□ 地域包括支援センター（名称： ）

□ 権利擁護センター （名称： ）

□ 社会福祉協議会 （名称： ）

□ その他 （名称： ）

□ 相談をし又は援助を受けた福祉機関はない。

５ 成年後見人等候補者がいる場合は，その方が後見人等にふさわしい理由を記載してください。

※ 候補者がおらず，家庭裁判所が選任する第三者（弁護士などの専門家）を希望する場合は，そ

の事情や理由を記載してください。

※ 家庭裁判所の判断により，候補者以外の方を成年後見人等に選任する場合があります。

 

 

 

 
 

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

氏 名 理由等 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 
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8 
 

６ 家庭裁判所まで本人が来ることは可能ですか。

□ 可能である。

□ 不可能又は困難である。

理由：

７ 本人に申立ての事情等をお伺いする場合の留意点（本人の精神面に関し配慮すべき事項等）が

あれば記載してください。
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※　申立人及び成年後見人等候補者を必ず記載してください。
※  本人の推定相続人その他の親族については，わかる範囲で記載してください。

（推定相続人とは，仮に本人が亡くなられた場合に相続人となる方々です。

　 　具体的には，「親族の意見書について」の２をご参照ください。）

子

　　　　　　  　年    月    日生

配偶者

　　　　　  　　年    月    日生 子

父 　　　　　  　　年    月    日生

本人

　　　　　  　　年    月    日生

　　　　    　　年    月    日生

母 子

兄弟姉妹

　　　　　  　　年    月    日生 　　　　　  　　年    月    日生

　　　　　  　　年    月    日生

子の配偶者（申立人又は後見

兄弟姉妹の配偶者（申立人又 人等候補者の場合）

は後見人等候補者の場合）

　　　　　  　　年    月    日生

　　　      　　年    月    日生

兄弟姉妹

　　　　　  　　年    月    日生

甥・姪

兄弟姉妹

　　　　　  　　年    月    日生

　　　　　  　　年    月    日生

甥・姪

　　　　　  　　年    月    日生

おじ・おば いとこ

　　　　　  　　年    月    日生 　　　　　  　　年    月    日生

親　　族　　関　　係　　図

この関係図に当てはまらな

い身分関係があり，記載が

難しい場合は，この書式を

参考にして，別紙 （Ａ４サイ

ズ）に記載してください。
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親 族 の 意 見 書

  
１ 私は，本人（ 氏名           ）の（ 続柄        ）です。 
 
２ 本人について後見（保佐・補助）を開始することに関する私の意見は以下のとおりです。 
 
☐ 賛成である。 
 
☐ 家庭裁判所の判断に委ねる。 

 
☐ 反対である。 

【反対の理由】 
☐ 後見（保佐・補助）を開始するほど判断能力は低下していない。 

 
☐ 理由は次のとおりである。（※ 書き切れない場合には別紙を利用してください。） 

 
 
３ 本人の成年後見人（保佐人・補助人）の選任に関する私の意見は以下のとおりです。 

 
候補者氏名（  ）が選任されることについて 
（候補者がいない場合には，家庭裁判所が選ぶ第三者が選任されることについて） 
※ 候補者氏名については申立人が記入してください。

 
☐ 賛成である。 
 
☐ 家庭裁判所の判断に委ねる。 
 
☐ 反対である。又は意見がある。 

理由は次のとおりである。（※ 書き切れない場合には別紙を利用してください。） 

 
 

令和 年 月 日 
 

（〒 － ） 
 

住 所  
 
氏 名 印  
 
平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 （ ）  

（□携帯 □自宅 □勤務先） 
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親族の意見書の記載例

後見開始・保佐開始・補助開始の手続では，本人（援助を必要とされている方）の親族の方の御意

見も参考にして，本人に後見・保佐・補助を開始することや成年後見人・保佐人・補助人（本人の援

助を行う方）として誰が適任なのかを判断します。

【例】 本人の親族である甲野冬子さん（続柄：本人の長女）が，本人甲野太郎さんの成年後見人（保

佐人・補助人）として，候補者である甲野夏男さんがふさわしいとお考えになった場合は，以下

のような記載になります。

親 族 の 意 見 書 

 
１ 私は，本人（ 氏名 甲野 太郎    ）の（ 続柄 長女   ）です。 

 
２ 本人について後見（保佐・補助）を開始することに関する私の意見は以下のとおりです。 

 
☑ 賛成である。 

 
□ 家庭裁判所の判断に委ねる。 

 
□ 反対である。 

【反対の理由】 
□ 後見（保佐・補助）を開始するほど判断能力は低下していない。  
□ 理由は次のとおりである。（※ 書き切れない場合には別紙を利用してください。） 

 
 

 
３ 本人の成年後見人（保佐人・補助人）の選任に関する私の意見は以下のとおりです。 

 
候補者氏名（ 甲野 夏男  ）が選任されることについて 
（候補者がいない場合には，家庭裁判所が選ぶ第三者が選任されることについて） 
※ 候補者氏名については申立人が記入してください。 

 
☑ 賛成である。 

 
□ 家庭裁判所の判断に委ねる。 
 
□ 反対である。又は意見がある。 

理由は次のとおりである。（※ 書き切れない場合には別紙を利用してください。） 
 

 
令和 〇 年 〇 月 〇 日 
 

（〒〇〇〇－〇〇〇〇） 
 
住 所 〇〇県〇〇市〇〇町〇〇番〇〇号  

 
氏 名 甲野 冬子 印 

 
平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 〇〇〇 （〇〇〇〇） 〇〇〇〇  

（☑携帯 □自宅 □勤務先） 
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親族の意見書について

１ 後見開始・保佐開始・補助開始の手続では，本人（援助を必要とされている方）の親族の

方の意見も参考にして，本人に後見・保佐・補助を開始することや成年後見人・保佐人・補

助人（本人の援助を行う方）として誰が適任なのかを判断します。

２ 意見を伺う親族の範囲は，仮に本人が亡くなった場合に相続人となる方 （々この方々を「推

定相続人」といいます。）です。具体的には次のとおりとなります。

本人に配偶者がいる場合

①（子どもがいる場合）配偶者と子ども

（子どもが亡くなっていて孫がいる方については孫）

②（子どもや孫がいない場合）配偶者と父母

（父母がともに亡くなっていて祖父母がいる方については祖父母）

③（子どもや孫，父母や祖父母がいない場合）配偶者と兄弟姉妹

（兄弟姉妹が亡くなっていて甥や姪がいる方については甥や姪）

本人に配偶者がいない場合

①（子どもがいる場合）子ども

（子どもが亡くなっていて孫がいる方については孫）

②（子どもや孫がいない場合）父母

（父母がともに亡くなっていて祖父母がいる方については祖父母）

③（子どもや孫，父母や祖父母がいない場合）兄弟姉妹

（兄弟姉妹が亡くなっていて甥や姪がいる方については甥や姪）

３ 申立人は，必要な人数分だけ親族の意見書の様式をコピーして使用してください。上記２

記載に該当する親族の方にこの意見書を作成してもらった上で申立書に添付してください。

４ 申立人，候補者の方は，意見書の提出は不要です。

５ 意見書を提出されなかった親族の方については，家庭裁判所から書面で意見の照会を行う

ことがあります。

６ 家庭裁判所の判断によっては，候補者以外の方が成年後見人等に選任されることがありま

す。
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1 
 

後見人等候補者事情説明書 

※ 候補者の方が記載してください。

※ 候補者の方がいない場合は提出は不要です。

※ 記入式の質問には，自由に記入してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。

令和 年 月 日

候補者の氏名 印

候補者の住所

□ 申立書の成年後見人等候補者欄に記載のとおり

□ 次のとおり

〒 －

住所：

裁判所からの電話での連絡について

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 （ ）

（□携帯・□自宅・□勤務先）

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 □電話してもよい・□差し支える

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。

１ あなたの現在の生活状況，健康状態，経歴など

職業

（職種： 勤務先名： 勤務先での役職： ）

収入（年収）（ ）円

負債（借金）

□ 住宅ローン（ ）円

□ 自動車ローン（ ）円

□ 消費者金融（ ）円

□ そ の 他（内容： ）（金額： 円）

あなたと同居している方を記載してください。

氏 名 年 齢 続 柄 職業
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2 
 

生計を立てている方（複数選択可）

□ あなた □ あなた以外（あなたとの続柄 ）

あなたの最近の健康状態

□ 普通の健康体である。

□ 具合が悪い。（具体的な症状： ）

□ 通院治療中である。

（病名： 通院の頻度：（ ）か月に（ ）回程度）

あなたの経歴（最終学歴・主な職歴）について書いてください。

２ あなたは，次のいずれかに該当しますか。

□ 次の者に該当する。

□ 未成年者である。

□ 家庭裁判所で成年後見人，保佐人，補助人等を解任されたことがある。

□ 破産開始決定を受けたが，免責許可決定を受けていないなどで復権していない。

□ 現在，本人との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした。

□ 現在，本人との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした方の〔□ 配偶者 □ 親

□ 子〕である。

□ いずれにも該当しない。

３ あなたと本人との日常の交流状況（同居の有無，家計状況，面会頻度，介護，援助，事務等）

本人との関係 □ 本人の親族（続柄： ） □ その他（ ）

本人との同居の有無

現在，本人と □ 同居中である。（同居を開始した時期 年 月～）

□ 別居中である。

本人との家計の状況

現在，本人と □ 家計が同一である。 □ 家計は別である。

（※ 本人と別居中である方のみ回答してください。）

本人との面会の状況 □ 月に（ ）回程度 □ ２～３か月に１回程度

□ 半年に１回程度 □ 年に１回程度

□ ほとんど会っていない □ その他（ ）

あなたが本人のために介護や援助など行っていることがあれば記載してください。

年月日 経 歴 年月日 経 歴

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・
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3 
 

４ あなたと本人との間で，金銭の貸借，担保提供，保証，立替えを行っている関係があります

か。

・ 金銭貸借 □ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 担保提供 □ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 保証 □ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 立替払 □ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

（※ あなたが立て替えた金銭が「あり」の場合，本人に返済を求める意思がありますか。）

□ 返済を求める意思はない。 □ 返済を求める意思がある。

※ 「あり」に該当する項目がある場合は，関係書類（借用書，担保権設定契約書，保証に関

する書類，領収書，立替払を示す領収書・出納帳等）のコピーを添付してください。

５ あなたが候補者となった経緯や事情を記載してください。

６ 本人の財産管理と身上監護（療養看護）に関する今後の方針，計画

□ 現状を維持する（本人の財産状況，身上監護状況が変化する見込みはない。）。

□ 以下のとおり，財産状況が変化する見込みである。

（大きな収支の変動，多額の入金の予定など，具体的な内容を記載してください。）

□ 以下のとおり，身上監護（療養看護）の状況が変化する見込みである。

（必要となる医療や福祉サービス，身の回りの世話など，具体的な内容を記載してくださ

い。）

７ 成年後見人・保佐人・補助人の選任の手続について

成年後見人・保佐人・補助人の選任の手続について，次のことを知っていますか。知ってい

る事項の□にチェックを付してください。

□ 家庭裁判所が，あなた以外の人を成年後見人・保佐人・補助人に選任する場合があること。

□ あなたを成年後見人・保佐人・補助人に選任するとともに成年後見監督人・保佐監督人・

補助監督人を選任する場合があること。

□ 誰を成年後見人・保佐人・補助人に選任するかという家庭裁判所の判断については，不服

の申立てができないこと。
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4 
 

８ 成年後見人・保佐人・補助人の役割及び責任について

家庭裁判所で配布している申立ての手引きやパンフレット，裁判所ウェブサイトの後見

ポータルサイトや家庭裁判所に備え付けているＤＶＤをご覧になるなどして，成年後見人・

保佐人・補助人の役割や責任を理解していますか。

□ 理解している。

□ 理解できないところがある。又は疑問点がある。

（理解できないところや疑問点について記載してください。）

□ 理解できていない。

→ 家庭裁判所で配布している申立ての手引きやパンフレット，裁判所ウェブサイト

の後見ポータルサイトや家庭裁判所に備え付けているＤＶＤなどで，成年後見人・

保佐人・補助人の役割や責任について説明していますのでそちらをご覧になってく

ださい。

あなたが成年後見人・保佐人・補助人に選任された場合には次のことに同意しますか。

・ 本人の意思を尊重し，本人の心身の状態や生活状況に配慮すること。

・ 本人の財産を後見人等自身のために利用しないこと。また，投資，投機等の運用をし

たり，贈与，貸付をしたり，本人に借金や保証（抵当権の設定を含む。）等をさせること

がないように誠実に管理すること。

・ 本人の収支の状況を記録に残すこと。

・ 家庭裁判所の指示に従い，書類の提出や定期的に報告を行うなど，後見等事務の監督

を受けること。

□ 全てに同意する。

□ 同意できない。又は疑問点がある。

（同意できない理由や疑問点について記載してください。）　　　　
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

№ 資料

□

□

□

□

□

管理者

財  産  目  録

　

数量，額面金額株式の銘柄，証券会社の名称等

　　　年　　　月　　　日

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円）

　

　

種　類

　

管理者評価額（円）

　

合　　計

合　　計

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　 　 　

作成者氏名　　　　　　　　　　印

１　預貯金・現金
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　

　本人（　　　　　　　　　　　）の財産の内容は以下のとおりです。

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普通」，定期預貯金や定額貯金等は「定期」
　　の□にチェックを付してください。

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載し

　てください。

※　以下の１から８までの財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，

  当該資料の写しを添付してください。また，財産目録との対応関係がわかるように，資料の写し

には対応する番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の

  資料の写しであれば，資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

※　財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続する

　よう付け直してください。
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　 　 　

　 　

４　不動産（土地）

合　　計

　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 　 　

　 　

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

　

　

　 　 　

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　 　 　 　 　

　 　 　

　

所　在 家屋番号 種　類

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）

５　不動産（建物）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　

保険会社の名称 保険の種類

３　生命保険，損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

契約者 受取人

　

　 　

証書番号
保険金額

（受取額）（円）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

７　その他（自動車など）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

　 　

合　　計 　

　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

　

　 　 　 　

　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）
　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　□　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）

　

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）

　 　 　 　

種類 内容 評価額（円） 備考
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月　額（円） 資料

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

円 年額（月額×１２か月）＝

月　額（円） 資料

食費・日用品 □

電気・ガス・水道代等 □

通信費 □

□

□

施設費 □

入院費・医療費・薬代 □

□

□

□

令和　　　　年　　　　月　　　　日　 作成者氏名                                             印

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

円

２　本人の定期的な支出

収入の合計（月額)＝

収　　支　　予　　定　　表

給与・役員報酬等

賃料収入（家賃，地代等）

品　　　　目

生活保護等（　　　　　　　　　）

厚生年金

国民年金

その他の年金（　　　　　　　　）

１　本人の定期的な収入

入金先口座・頻度等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

生活費

療養費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

引落口座・頻度・支払方法等

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

　るよう付け直してください。

  さい。）

名称･支給者等

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

※　以下の収支について記載し，資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該

  資料の写しを添付してください。また，収支予定表との対応関係がわかるように，資料の写し

には対応する番号を右上に付してください。(例：収支予定表の「１本人の定期的な収入」の

  「No.２国民年金」の資料の写しであれば，資料の写しの右上に「収１－２」と付記してくだ

※　収支の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続す
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家賃 □

地代 □

□

□

□

固定資産税 □

所得税 □

住民税 □

□

□

国民健康保険料 □

介護保険料 □

生命（損害）保険料 □

□

□

負債の返済 □

こづかい □

□

□

□

□

□

□

円 年額（月額×１２か月）＝

月額 円

年額 円

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

支出の合計（月額）＝

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

円

住居費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

その他

税金

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

１　預貯金・現金

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普通」，定期預貯金や定額貯金等は「定期」
　　の□にチェックを付してください。

　遺言書　　　　　　　　　　　　□　あり　　□　なし　　□　不明

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円） 管理者

相 続 財 産 目 録

　本人の法定相続分　　　　　　（　　　　分の　　　　）

　被相続人の氏名　　　　　　　（　　　　　　　　　　）

　本人との続柄　　　　　　　　（本人の　　　　　　　）

　　　年　　　月　　　日 作成者氏名　　　　　　　　　　印

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該資料の

  写しを添付してください。また，相続財産目録との対応関係がわかるように，資料の写しには対

応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば，資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には，この目録をコピーするなどして，被相続人

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続

　するよう付け直してください。

※　本人が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

　本人（　　　　　　　　　）が相続人となっている相続財産の内容は以下のとおりです。

　被相続人が亡くなられた日　　（□　平成 ・ □　令和　　 年　　月　　日死亡）

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

合　　計
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　

　

　

　

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　 　

　 　

　

　

評価額（円） 管理者

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄，証券会社の名称等

　 　

　 　 　

　

　 　 　

数量，額面金額

合　　計

３　生命保険，損害保険等（被相続人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者 受取人

　 　 　 　 　 　

４　不動産（土地）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）
所　在

　 　

　 　

５　不動産（建物）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

備考

　 　 　　

　 　 　 　

　 　 　 　

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円）

　 　 　 　

　 　 　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

合　　計 　
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1 
 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
受付印  

（ ☑後見 □保佐 □補助 ）開始等申立書
※ 該当するいずれかの部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 
 ※ 収入印紙（申立費用）をここに貼ってください。

後見又は保佐開始のときは，８００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与又は同意権付与のときは，１，６００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与＋同意権付与のときは，２，４００円分

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。
収入印紙（登記費用）２，６００円分はここに貼らないでください。

 
収入印紙（申立費用） 円

 
 

準口頭

 
 関連事件番号 年（家 ）第 号 収入印紙（登記費用） 円 

予納郵便切手 円 
〇〇 家庭裁判所

〇〇 支部・出張所 御中

令和 〇 年 〇 月 〇 日

申立人又は同手続

代理人の記名押印 甲 野 花 子 印

 
 

申

立

人
 

 

住 所 

〒 〇〇〇－ 〇〇〇〇
〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号
電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

ふりがな 

氏 名 

こう の はな こ

 

□ 大正 
☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
  甲 野 花 子

本人との

関 係 

□ 本人 ☑ 配偶者 □ 親 □ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹 □ 甥姪
□ その他の親族（関係： ） □ 市区町村長
□ その他（ ）

 
手

続

代

理

人 

住 所

（事務所等）

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ）

氏 名

 
 
 
 
 

本

人

 

本 籍

（ 国 籍 ）
〇〇 〇〇市〇〇町〇〇番地 

 
 

住民票上
 
の 住 所 

☑ 申立人と同じ
〒 －

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

実 際 に
住んでいる
場 所

□ 住民票上の住所と同じ
〒〇〇〇－〇〇〇〇 ※ 病院や施設の場合は，所在地，名称，連絡先を記載してください。

〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号
病院・施設名（ 〇〇病院 ）電話 〇〇  ( 〇〇〇〇 ) 〇〇〇〇

ふりがな 

氏 名

 

こう の た ろう □ 大正

☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳）

 
 甲 野 太 郎

 

都 道

府 県 

成
年
後
見
人
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
る
方
に
つ
い
て
記
裁
し
て
く
だ
さ
い
。

記
載
例
（
後
見
開
始
）

申立書を提出する裁判所

作成年月日

平日（午前９時～午後５時）に連絡

が取れる電話及び携帯電話の番号を

正確に記載してください。
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2 
 

申 立 て の 趣 旨
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。   

☑ 本人について後見を開始するとの審判を求める。  
□  本人について保佐を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，必要とする場合に限り，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してくださ
い。なお，保佐開始申立ての場合，民法１３条１項に規定されている行為については，同意権
付与の申立ての必要はありません。 

 
□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について保佐人に代理権を付与するとの 

審判を求める。  
□ 本人が民法１３条１項に規定されている行為のほかに，下記の行為（日用品の購入その 
他日常生活に関する行為を除く。）をするにも，保佐人の同意を得なければならない 
との審判を求める。 

記 

 

 
 
□ 本人について補助を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，少なくとも１つは，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。  
□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について補助人に代理権を付与するとの 

審判を求める。  
□ 本人が別紙同意行為目録記載の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除 
く。）をするには，補助人の同意を得なければならないとの審判を求める。 

申 立 て の 理 由
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付すとともに，具体的な事情を記載してください。 

 
 本人は，

☑ 預貯金等の管理・解約 □ 保険金受取 □ 不動産の管理・処分 ☑ 相続手続

□ 訴訟手続等 □ 介護保険契約 □ 身上監護（福祉施設入所契約等）

□ その他（ ）

の必要があるが，

☑ 認知症 □ 統合失調症 □ 知的障害 □ 高次脳機能障害

□ 遷延性意識障害 □ その他（ ）

により判断能力が欠けているのが通常の状態又は判断能力が（著しく）不十分である。 
 

※ 具体的な事情を記載してください。書ききれない場合は別紙を利用してください。 
本人は，〇年程前から認知症で〇〇病院に入院しているが，その症状は回復の

見込みがなく，日常的に必要な買い物も一人でできない状態である。

令和〇年〇月に本人の弟である甲野次郎が亡くなり遺産分割の必要が生じたこ

とから本件を申し立てた。申立人も病気がちなので，成年後見人には，健康状態

に問題のない長男の甲野夏男を選任してもらいたい。

こ
の
申
立
て
を
す
る
に
至
っ
た
い
き
さ
つ
や
事
情
を
わ
か
り
や
す
く
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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3 
 

成

年

後

見

人

等

候

補

者

 
 
 
 
 

□ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要

□ 申立人 ※ 申立人のみが候補者の場合は，以下この欄の記載は不要

☑ 申立人以外の〔 ☑ 以下に記載の者 □ 別紙に記載の者 〕

住 所 
□ 申立人
□ 家庭裁判所の選任する第三者
□ 下記の者

〒 －

電    話 （ ） 
                                        携帯電話  （ ） 
                                    

住 所 

〒 －

申立人の住所と同じ

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇  携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
ふりがな

氏 名 

 こう の なつ お
☑ 昭和

 〇 年 〇 月 〇 日 生 
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
甲 野 夏 男

本人との

関 係 
☑ 親 族：□ 配偶者 □ 親 ☑ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹

□ 甥姪 □ その他（関係： ）
□ 親族外：（職業： ）

手続費用の上申

□ 手続費用については，本人の負担とすることを希望する。

※ 手続費用は申立人の負担が原則です。ただし，申立手数料，送達・送付費用，後見登記手数料，鑑定

費用については，この上申に基づき，これらの全部又は一部について，本人の負担とできる場合があり

ます。

※ 本欄に記載した場合でも，必ずしも希望どおり認められるとは限りません。

※ 太わくの中だけ記載してください。
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

 
添付書類

※ 同じ書類は本人１人につき１通で足ります。審理のために必要な場合は，追加書類
の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。

☑ 本人の戸籍謄本（全部事項証明書）

☑ 本人の住民票又は戸籍附票

☑ 成年後見人等候補者の住民票又は戸籍附票

（成年後見人等候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書））

☑ 本人の診断書

☑ 本人情報シート写し

☑ 本人の成年被後見人等の登記がされていないことの証明書

☑ 本人の財産に関する資料

☑ 本人の収支に関する資料

法
人
の
場
合
に
は
，
商
業
登
記
簿
上
の
名
称
又
は
番
号
，
代
表
者
名
及
び
主
た
る

事
務
所
又
は
本
店
の
所
在
地
を
適
宜
の
欄
を
使
っ
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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1 
 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
受付印  

（ □後見 ☑保佐 □補助 ）開始等申立書
※ 該当するいずれかの部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 
 ※ 収入印紙（申立費用）をここに貼ってください。

後見又は保佐開始のときは，８００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与又は同意権付与のときは，１，６００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与＋同意権付与のときは，２，４００円分

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。

収入印紙（登記費用）２，６００円分はここに貼らないでください。
 

収入印紙（申立費用） 円

 
 

準口頭

 
 関連事件番号 年（家 ）第 号 収入印紙（登記費用） 円 

予納郵便切手 円 
〇〇 家庭裁判所

〇〇 支部・出張所 御中

令和 〇 年 〇 月 〇 日

申立人又は同手続

代理人の記名押印 甲 野 花 子 印

 
 

申

立

人
 

 

住 所 

〒 〇〇〇－ 〇〇〇〇
〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号
電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

ふりがな 

氏 名 

こう の はな こ
 
 

□ 大正 
☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
 甲 野 花 子

本人との

関 係 

□ 本人 ☑ 配偶者 □ 親 □ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹 □ 甥姪
□ その他の親族（関係： ） □ 市区町村長
□ その他（ ）

 
手

続

代

理

人 

住 所

（事務所等）

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ）

氏 名

 
 
 
 
 

本

人

 

本 籍

（ 国 籍 ）
〇〇 〇〇市〇〇町〇〇番地 

 
 

住民票上
 
の 住 所 

☑ 申立人と同じ
〒 －

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

実 際 に
住んでいる
場 所

□ 住民票上の住所と同じ
〒〇〇〇－〇〇〇〇 ※ 病院や施設の場合は，所在地，名称，連絡先を記載してください。

〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号

病院・施設名（ 〇〇病院 ）電話 〇〇  ( 〇〇〇〇 ) 〇〇〇〇
ふりがな 

氏 名

 

こう の た ろう □ 大正

☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳）

 
 甲 野 太 郎

 

都 道

府 県 

保
佐
人
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
る
方
に
つ
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

記
載
例
（
保
佐
開
始
）

申立書を提出する裁判所

作成年月日

平日（午前９時～午後５時）に連絡

が取れる電話及び携帯電話の番号を

正確に記載してください。
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2 
 

申 立 て の 趣 旨
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。   

□ 本人について後見を開始するとの審判を求める。  
☑  本人について保佐を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，必要とする場合に限り，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してくださ
い。なお，保佐開始申立ての場合，民法１３条１項に規定されている行為については，同意権
付与の申立ての必要はありません。  

☑ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について保佐人に代理権を付与するとの 
審判を求める。  

□ 本人が民法１３条１項に規定されている行為のほかに，下記の行為（日用品の購入その 
他日常生活に関する行為を除く。）をするにも，保佐人の同意を得なければならない 
との審判を求める。 

記 

 

 
 
□ 本人について補助を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，少なくとも１つは，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。  
□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について補助人に代理権を付与するとの 

審判を求める。  
□ 本人が別紙同意行為目録記載の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除 
く。）をするには，補助人の同意を得なければならないとの審判を求める。 

申 立 て の 理 由
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付すとともに，具体的な事情を記載してください。 

 
 本人は，

☑ 預貯金等の管理・解約 □ 保険金受取 □ 不動産の管理・処分 ☑ 相続手続

□ 訴訟手続等 □ 介護保険契約 □ 身上監護（福祉施設入所契約等）

□ その他（ ）

の必要があるが，

☑ 認知症 □ 統合失調症 □ 知的障害 □ 高次脳機能障害

□ 遷延性意識障害 □ その他（ ）

により判断能力が欠けているのが通常の状態又は（著しく）不十分である。 
 

※ 具体的な事情を記載してください。書ききれない場合は別紙を利用してください。 
本人は，〇年程前から認知症で〇〇病院に入院しているが，その症状は回復の

見込みがない状態である。

令和〇年〇月に本人の弟である甲野次郎が亡くなり遺産分割の必要が生じたが，

本人が一人で手続を行うことには不安があるので，本件を申し立てた。申立人も

病気がちなので，保佐人には，健康状態に問題のない長男の甲野夏男を選任して

もらいたい。

こ
の
申
立
て
を
す
る
に
至
っ
た
い
き
さ
つ
や
事
情
を
わ
か
り
や
す
く
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

民
法
１
３
条
１
項
に
規
定
さ
れ
て
い
る
行
為
と
は
，

補
助
用
の
「
同
意
行
為
目
録
」
に
記
載
し
て
い
る
事
項
で
す
。
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3 
 

成

年

後

見

人

等

候

補

者

 
 
 
 
 

□ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要

□ 申立人 ※ 申立人のみが候補者の場合は，以下この欄の記載は不要

☑ 申立人以外の〔 ☑ 以下に記載の者 □ 別紙に記載の者 〕

住 所 
□ 申立人
□ 家庭裁判所の選任する第三者
□ 下記の者

〒 －

電    話 （ ） 
                                        携帯電話  （ ） 
                                    

住 所 

〒 －

申立人の住所と同じ

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇  携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
ふりがな

氏 名 

 こう の なつ お
☑ 昭和

 〇 年 〇 月 〇 日 生 
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
甲 野 夏 男

本人との

関 係 
☑ 親 族：□ 配偶者 □ 親 ☑ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹

□ 甥姪 □ その他（関係： ）
□ 親族外：（職業： ）

手続費用の上申

□ 手続費用については，本人の負担とすることを希望する。

※ 手続費用は申立人の負担が原則です。ただし，申立手数料，送達・送付費用，後見登記手数料，鑑定

費用については，この上申に基づき，これらの全部又は一部について，本人の負担とできる場合があり

ます。

※ 本欄に記載した場合でも，必ずしも希望どおり認められるとは限りません。

※ 太わくの中だけ記載してください。
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

 
添付書類

※ 同じ書類は本人１人につき１通で足ります。審理のために必要な場合は，追加書類
の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。

☑ 本人の戸籍謄本（全部事項証明書）

☑ 本人の住民票又は戸籍附票

☑ 成年後見人等候補者の住民票又は戸籍附票

（成年後見人等候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書））

☑ 本人の診断書

☑ 本人情報シート写し

☑ 本人の成年被後見人等の登記がされていないことの証明書

☑ 本人の財産に関する資料

☑ 本人の収支に関する資料

法
人
の
場
合
に
は
，
商
業
登
記
簿
上
の
名
称
又
は
番
号
，
代
表
者
名
及
び
主
た
る

事
務
所
又
は
本
店
の
所
在
地
を
適
宜
の
欄
を
使
っ
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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1 
 

申立後は，家庭裁判所の許可を得なければ申立てを取り下げることはできません。 
受付印  

（ □後見 □保佐 ☑補助 ）開始等申立書
※ 該当するいずれかの部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 
 ※ 収入印紙（申立費用）をここに貼ってください。

後見又は保佐開始のときは，８００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与又は同意権付与のときは，１，６００円分 
保佐又は補助開始＋代理権付与＋同意権付与のときは，２，４００円分

【注意】貼った収入印紙に押印・消印はしないでください。

収入印紙（登記費用）２，６００円分はここに貼らないでください。
 

収入印紙（申立費用） 円

 
 

準口頭

 
 関連事件番号 年（家 ）第 号 収入印紙（登記費用） 円 

予納郵便切手 円 
〇〇 家庭裁判所

〇〇 支部・出張所 御中

令和 〇 年 〇 月 〇 日

申立人又は同手続

代理人の記名押印 甲 野 花 子 印

 
 

申

立

人
 

 

住 所 

〒 〇〇〇－ 〇〇〇〇
〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号
電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

ふりがな 

氏 名 

こう の はな こ

 

□ 大正 
☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
  甲 野 花 子

本人との

関 係 

□ 本人 ☑ 配偶者 □ 親 □ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹 □ 甥姪
□ その他の親族（関係： ） □ 市区町村長
□ その他（ ）

 
手

続

代

理

人 

住 所

（事務所等）

〒 －

電話 （ ） 携帯電話 （ ）

氏 名

 
 
 
 
 

本

人

 

本 籍

（ 国 籍 ）
〇〇 〇〇市〇〇町〇〇番地 

 
 

住民票上
 
の 住 所 

☑ 申立人と同じ
〒 －

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇 

実 際 に
住んでいる
場 所

□ 住民票上の住所と同じ
〒〇〇〇－〇〇〇〇 ※ 病院や施設の場合は，所在地，名称，連絡先を記載してください。

〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号

病院・施設名（ 〇〇病院 ）電話 〇〇  ( 〇〇〇〇 ) 〇〇〇〇
ふりがな 

氏 名

 

こう の た ろう □ 大正

☑ 昭和 〇 年 〇 月 〇 日 生
□ 平成 （ 〇〇 歳）

 
 甲 野 太 郎

 

都 道

府 県 

補
助
人
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
る
方
に
つ
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

記
載
例
（
補
助
開
始
）

申立書を提出する裁判所

作成年月日

平日（午前９時～午後５時）に連絡

が取れる電話及び携帯電話の番号を

正確に記載してください。
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2 
 

申 立 て の 趣 旨
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。   

□ 本人について後見を開始するとの審判を求める。  
□  本人について保佐を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，必要とする場合に限り，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してくださ
い。なお，保佐開始申立ての場合，民法１３条１項に規定されている行為については，同意権
付与の申立ての必要はありません。  

□ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について保佐人に代理権を付与するとの 
審判を求める。  

□ 本人が民法１３条１項に規定されている行為のほかに，下記の行為（日用品の購入その 
他日常生活に関する行為を除く。）をするにも，保佐人の同意を得なければならない 
との審判を求める。 

記 

 

 
 
☑ 本人について補助を開始するとの審判を求める。 

※ 以下は，少なくとも１つは，該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。  
☑ 本人のために別紙代理行為目録記載の行為について補助人に代理権を付与するとの 

審判を求める。  
☑ 本人が別紙同意行為目録記載の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除 
く。）をするには，補助人の同意を得なければならないとの審判を求める。 

申 立 て の 理 由
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付すとともに，具体的な事情を記載してください。 

 
 本人は，

☑ 預貯金等の管理・解約 □ 保険金受取 □ 不動産の管理・処分 ☑ 相続手続

□ 訴訟手続等 □ 介護保険契約 □ 身上監護（福祉施設入所契約等）

□ その他（ ）

の必要があるが，

☑ 認知症 □ 統合失調症 □ 知的障害 □ 高次脳機能障害

□ 遷延性意識障害 □ その他（ ）

により判断能力が欠けているのが通常の状態又は判断能力が（著しく）不十分である。 
 

※ 具体的な事情を記載してください。書ききれない場合は別紙を利用してください。 
本人は，〇年程前から認知症の症状が出ていると言われている。
令和〇年〇月に本人の弟である甲野次郎が亡くなり遺産分割の必要が生じたが，

本人が一人で手続を行うことには不安があるので，本件を申し立てた。また，以前，

訪問販売で高価な物を購入して困ったことがあったので，補助人に同意権を与え

てほしい。申立人も病気がちなので，補助人には，健康状態に問題のない長男の

甲野夏男を選任してもらいたい。

こ
の
申
立
て
を
す
る
に
至
っ
た
い
き
さ
つ
や
事
情
を
わ
か
り
や
す
く
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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成

年

後

見

人

等

候

補

者

 
 
 
 
 

□ 家庭裁判所に一任 ※ 以下この欄の記載は不要

□ 申立人 ※ 申立人のみが候補者の場合は，以下この欄の記載は不要

☑ 申立人以外の〔 ☑ 以下に記載の者 □ 別紙に記載の者 〕

住 所 
□ 申立人
□ 家庭裁判所の選任する第三者
□ 下記の者

〒 －

電    話 （ ） 
                                        携帯電話  （ ） 
                                    

住 所 

〒 －

申立人の住所と同じ

電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇  携帯電話 〇〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
ふりがな

氏 名 

 こう の なつ お
☑ 昭和

 〇 年 〇 月 〇 日 生 
□ 平成 （ 〇〇 歳） 

 
甲 野 夏 男

本人との

関 係 
☑ 親 族：□ 配偶者 □ 親 ☑ 子 □ 孫 □ 兄弟姉妹

□ 甥姪 □ その他（関係： ）
□ 親族外：（職業： ）

手続費用の上申

□ 手続費用については，本人の負担とすることを希望する。

※ 手続費用は申立人の負担が原則です。ただし，申立手数料，送達・送付費用，後見登記手数料，鑑定

費用については，この上申に基づき，これらの全部又は一部について，本人の負担とできる場合があり

ます。

※ 本欄に記載した場合でも，必ずしも希望どおり認められるとは限りません。

※ 太わくの中だけ記載してください。
※ 該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

 

 
添付書類

※ 同じ書類は本人１人につき１通で足ります。審理のために必要な場合は，追加書類
の提出をお願いすることがあります。 

※ 個人番号（マイナンバー）が記載されている書類は提出しないようにご注意ください。

☑ 本人の戸籍謄本（全部事項証明書）

☑ 本人の住民票又は戸籍附票

☑ 成年後見人等候補者の住民票又は戸籍附票

（成年後見人等候補者が法人の場合には，当該法人の商業登記簿謄本（登記事項

証明書））

☑ 本人の診断書

☑ 本人情報シート写し

☑ 本人の成年被後見人等の登記がされていないことの証明書

☑ 本人の財産に関する資料

☑ 本人の収支に関する資料

法
人
の
場
合
に
は
，
商
業
登
記
簿
上
の
名
称
又
は
番
号
，
代
表
者
名
及
び
主
た
る

事
務
所
又
は
本
店
の
所
在
地
を
適
宜
の
欄
を
使
っ
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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（別紙） 

1 
 

【保佐，補助用】

代 理 行 為 目 録

※ 下記の行為のうち，必要な代理行為に限り，該当する部分の□にチェック又は必要な事項を記
載してください（包括的な代理権の付与は認められません。）。

※ 内容は，本人の同意を踏まえた上で，最終的に家庭裁判所が判断します。

１ 財産管理関係

不動産関係

□ ① 本人の不動産に関する〔□ 売却 □ 担保権設定 □ 賃貸 □ 警備 □ 〕

契約の締結，更新，変更及び解除

□ ② 他人の不動産に関する〔□ 購入 □ 借地 □ 借家〕契約の締結，更新，変更及び

解除

□ ③ 住居等の〔□ 新築 □ 増改築 □ 修繕（樹木の伐採等を含む。） □ 解体

□ 〕に関する請負契約の締結，変更及び解除

□ ④ 本人又は他人の不動産内に存する本人の動産の処分

□ ⑤

預貯金等金融関係

□ ① 預貯金及び出資金に関する金融機関等との一切の取引（解約（脱退）及び新規口座

の開設を含む。）

※ 一部の口座に限定した代理権の付与を求める場合には，③に記載してください。

□ ② 預貯金及び出資金以外の本人と金融機関との取引

〔□ 貸金庫取引 □ 証券取引 □ 保護預かり取引 □ 為替取引 □ 信託取引

□ 〕

☑ ③ 別紙のとおり
保険に関する事項

□ ① 保険契約の締結，変更及び解除

□ ② 保険金及び賠償金の請求及び受領

その他

☑ ① 定期的な収入の受領及びこれに関する諸手続

〔☑ 家賃，地代 ☑ 年金・障害手当その他の社会保障給付

☑ 臨時給付金その他の公的給付 ☑ 配当金 □ 〕

☑ ② 定期的な支出及びこれに関する諸手続

〔☑ 家賃，地代 ☑ 公共料金 ☑ 保険料 ☑ ローンの返済金 ☑ 管理費等

☑ 公租公課 □ 〕

□ ③ 情報通信 携帯電話 インターネット等 に関する契約の締結 変更 解除及び費用

の支払

□ ④ 本人の負担している債務に関する弁済合意及び債務の弁済 そのための交渉を含む。

□ ⑤ 本人が現に有する債権の回収 そのための交渉を含む。

□ ⑥

この目録は，後見開始の申立ての場合には提出する必要はありません。

一部の口座に限定した代理権の付与を求める場合

別紙には，対象となる口座ごとに，銀行名，支店名，口座番号，口

座種別，口座名義，取引の内容等を記載してください。

（例）

預金に関する○○銀行○○支店の口座（口座番号○○○○○○○，

口座種別○○，口座名義○○○○○○○○）との一切の取引（解約

（脱退）を含む。）
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２ 相続関係

※ 審判手続，調停手続及び訴訟手続が必要な方は，４⑤又は⑥についても検討してください。

□ ① 相続の承認又は放棄

□ ② 贈与又は遺贈の受諾

☑ ③ 遺産分割又は単独相続に関する諸手続

□ ④ 遺留分減殺請求又は遺留分侵害額請求に関する諸手続

□ ⑤

３ 身上監護関係

□ ① 介護契約その他の福祉サービス契約の締結 変更 解除及び費用の支払並びに還付金

等の受領

□ ② 介護保険，要介護認定，障害支援区分認定，健康保険等の各申請（各種給付金及び還

付金の申請を含む。）及びこれらの認定に関する不服申立て

□ ③ 福祉関係施設への入所に関する契約（有料老人ホームの入居契約等を含む。）の締結・

変更・解除及び費用の支払並びに還付金等の受領

□ ④ 医療契約及び病院への入院に関する契約の締結 変更 解除及び費用の支払並びに還

付金等の受領

□ ⑤

４ その他

□ ① 税金の申告，納付，更正，還付及びこれらに関する諸手続

□ ② 登記・登録の申請

□ ③ 個人番号（マイナンバー）に関する諸手続

□ ④ 住民票の異動に関する手続

□ ⑤ 家事審判手続，家事調停手続（家事事件手続法２４条２項の特別委任事項を含む。），

訴訟手続（民事訴訟法５５条２項の特別委任事項を含む。），民事調停手続（非訟事件手

続法２３条２項の特別委任事項を含む。）及び破産手続（免責手続を含む。）

※ 保佐人又は補助人が上記各手続について手続代理人又は訴訟代理人となる資格を有

する者であるときに限ります。

□ ⑥ ⑤の各手続について，手続代理人又は訴訟代理人となる資格を有する者に委任をする

こと

□ ⑦

５ 関連手続

☑ ① 以上の各事務の処理に必要な費用の支払

☑ ② 以上の各事務に関連する一切の事項（戸籍謄抄本・住民票の交付請求，公的な届出，

手続等を含む。）
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1 
 

【補助用】

同 意 行 為 目 録
（民法１３条１項各号所定の行為）

※ 下記の行為（日用品の購入その他日常生活に関する行為を除く。）のうち，必要な同意行為に限

り，該当する部分の□にチェックを付してください。

※ 保佐の場合には，以下の１から１０までに記載の事項については，一律に同意権・取消権が付与

されますので，同意権付与の申立てをする場合であっても本目録の作成は不要です。

※ 内容は，本人の同意を踏まえた上で，最終的に家庭裁判所が判断します。

１ 元本の領収又は利用（１号）のうち，以下の行為

□ 預貯金の払戻し

□ 債務弁済の受領

□ 金銭の利息付貸付け

２ 借財又は保証（２号）のうち，以下の行為

□ 金銭消費貸借契約の締結

※ 貸付けについては１ 又は３ を検討してください。

□ 債務保証契約の締結

３ 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為（３号）のうち，以下の行為

□ 本人の所有の土地又は建物の売却

□ 本人の所有の土地又は建物についての抵当権の設定

□ 贈与又は寄附行為

□ 商品取引又は証券取引

☑ 通信販売（インターネット取引を含む。）又は訪問販売による契約の締結

☑ クレジット契約の締結

□ 金銭の無利息貸付け

□ その他 ※ 具体的に記載してください。

４ □ 訴訟行為（４号）

※ 相手方の提起した訴え又は上訴に対して応訴するには同意を要しません。

５ □ 贈与，和解又は仲裁合意（５号）

この目録は，後見開始の申立て，保佐開始の申立ての場合には提出する必要はありません。
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６ □ 相続の承認若しくは放棄又は遺産分割（６号）

７ □ 贈与の申込みの拒絶，遺贈の放棄，負担付贈与の申込みの承諾又は負担付遺贈の承認（７

号）

８ □ 新築，改築，増築又は大修繕（８号）

９ □ 民法６０２条（短期賃貸借）に定める期間を超える賃貸借（９号）

□ 前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未成年者，成年被後見人，被保佐人及び民法１７条

１項の審判を受けた被補助人をいう。）の法定代理人としてすること（１０号）

□ その他 ※ 具体的に記載してください。

※ 民法１３条１項各号所定の行為の一部である必要があります。
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申 立 事 情 説 明 書

※ 申立人（申立人が記載できないときは，本人の事情をよく理解している方）が記載してください。

※ 記入式の質問には，自由に記載してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェック

を付してください。

令和 〇 年 〇 月 〇 日

作成者の氏名 甲 野 花 子 印

（作成者が申立人以外の場合は，本人との関係：    ）

作成者（申立人を含む。）の住所

☑ 申立書の申立人欄記載のとおり

□ 次のとおり

〒 －

住所：

裁判所からの電話での連絡について

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 〇〇〇 （ 〇〇〇〇 ） 〇〇〇〇
（☑携帯・□自宅・□勤務先）

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 ☑電話してもよい・□差し支える

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）があれ

ば記載してください。

特になし

【本人の状況について】

１ 本人の生活場所について

現在の生活場所について

□ 自宅又は親族宅

同居者 → □ なし（１人暮らし）

□ あり（※ 同居している方の氏名・本人との続柄を記載してください。）

（氏名： 本人との続柄： ）

（氏名： 本人との続柄： ）

（氏名： 本人との続柄： ）

最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で記載してください。）

（電車）最寄りの駅： 線 駅

（バス）最寄りのバス停： バス（ 行き） 下車

☑ 病院又は施設（入院又は入所の日：昭和・平成・令和 〇 年 〇 月 〇 日）

名 称： 〇〇病院
所在地：〒〇〇〇－〇〇〇〇

〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号
担当職員：氏名： 〇〇 〇〇 役職： 〇〇〇〇
連絡先：電話 〇〇（〇〇〇〇）〇〇〇〇
最寄りの公共交通機関（※ わかる範囲で記載してください。）
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（電車）最寄りの駅： 〇〇〇 線 〇〇〇 駅

（バス）最寄りのバス停： バス（ 行き） 下車

転居，施設への入所や転院などの予定について

※ 申立後に転居・入所・転院した場合には，速やかに家庭裁判所までお知らせください。

☑ 予定はない。

□ 予定がある。（□ 転居 □ 施設への入所 □ 転院）

時期：令和 年 月ころ

施設・病院等の名称：

転居先，施設・病院等の所在地：〒 －

２ 本人の略歴（家族関係（結婚，出産など）及び最終学歴・主な職歴）をわかる範囲で記載してく

ださい。

３ 本人の病歴（病名，発症時期，通院歴，入院歴）をわかる範囲で記載してください。

病 名： 認知症
発症時期： 平成 〇 年 〇 月ころ

通 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

入 院 歴： 平成 〇 年 〇 月ころ ～ 年 月ころ

病 名：

発症時期： 年 月ころ

通 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

入 院 歴： 年 月ころ ～ 年 月ころ

４ 福祉に関する認定の有無等について

※ 当てはまる数字を○で囲んでください。

※ 認定資料の写しを添付してください。

☑ 介護認定 （認定日： 平成 〇 年 〇 月）

□ 要支援（１・２） ☑ 要介護（１・２・３・４・５）

□ 非該当 □ 認定手続中

□ 障害支援区分（認定日： 年 月）

□ 区分（１・２・３・４・５・６） □ 非該当 □ 認定手続中

年月日 家族関係 年月日 最終学歴・主な職歴

昭〇・〇・〇 出生（３人きょうだいの１番目） 昭〇・〇・〇 〇〇学校を卒業

昭〇・〇・〇 花子と婚姻 昭〇・〇・〇 〇〇会社に就職

・ ・  平〇・〇・〇 同退職

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・
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□ 療育手帳（愛の手帳など） （手帳の名称 ）（判定 ）

□ 精神障害者保健福祉手帳 （１・２・３ 級）

□ 身体障害者手帳 （１・２・３・４・５・６ 級）

□ いずれもない。

５ 本人の日常・社会生活の状況について

☑ 本人情報シート写しを提出する。

※ 以下の⑴から⑹までの記載は不要です。

□ 本人情報シート写しを提出しない。

※ 以下の⑴から⑹までについて，わかる範囲で記載してください。

身体機能・生活機能について 
ア 食事，入浴，着替え，移動等の日常生活に関する支援の要否を記載してください。なお，

自宅改修や福祉器具等を利用することで他者の支援なく日常生活を営むことができている

場合には，「支援の必要はない。」にチェックを付してください。

□ 支援の必要はない。

☑ 一部について支援が必要である。

※ 必要な支援について具体的に記載してください。

入浴や着替えについては介助が必要である。
□ 全面的に支援が必要である。

イ 今後，支援等に関する体制の変更や追加的対応が必要な場合は，その内容等を記載して 
ください。 
本人が退院した場合，私も病気がちであることから，本人との同居は難しく，老人ホームの

入所を検討したい。
 
認知機能について 

日によって変動することがあるか：☑ あり □ なし 
※ 「あり」の場合は，良い状態を念頭に以下のアからエまでにチェックを付してください。 

 
ア 日常的な行為に関する意思の伝達について

※ 「日常的な行為」は，食事，入浴等の日課や来訪する福祉サービス提供者への対応など，

普段の本人の生活環境の中で行われるものを想定してください。

□ 意思を他者に伝達できる。

（日常生活上問題ない程度に自らの意思を伝達できる。）

☑ 伝達できない場合がある。

（正確な意思を伝えることができずに日常生活上問題を生じることがある。）

□ ほとんど伝達できない。

（空腹である，眠いなどごく単純な意思は伝えることはできるが，それ以外の意思

については伝えることができない。

□ できない。

（ごく単純な意思も伝えることができない。）

イ 日常的な行為に関する理解について

□ 理解できる。

（起床・就寝の時刻や，食事の内容等について回答することができる。）

☑ 理解できない場合がある。

（上記の点について，回答できるときとできないときがある。）

以下の⑴から⑹までは，本人情報シ

ート写しを提出しない場合の記載例

です。
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□ ほとんど理解できない。

（上記の点について，回答できないことが多い。）

□ 理解できない。

（上記の点について，基本的に回答することができない。）

ウ 日常的な行為に関する短期的な記憶について

□ 記憶できる。 
（直前にしていたことや示したものなどを正しく回答できる。） 

☑ 記憶していない場合がある。 
（上記の点について，回答できるときとできないときがある。） 

□ ほとんど記憶できない。 
（上記の点について，回答できないことが多い。）

□ 記憶できない。 
（上記の点について，基本的に回答することができない。）

 
エ 本人が家族等を認識できているかについて 

□ 正しく認識している。 
（日常的に顔を合わせていない家族又は友人等についても会えば正しく認識でき 
る。） 

☑ 認識できていないところがある。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人等は基本的に認識できるが，それ以外は 
難しい。） 

□ ほとんど認識できていない。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人等と会っても認識できないことが多い。） 

□ 認識できていない。 
（日常的に顔を合わせている家族又は友人・知人と会っても基本的に認識できない。） 

 
日常・社会生活上支障となる精神・行動障害について 
※ 「精神・行動障害」とは，外出すると戻れない，物を壊す，衣類を破る，大声・奇声を出

すなど，社会生活上，場面や目的からみて不適当な行動のことをいいます。

□ 支障となる行動はない。 □ 支障となる行動はほとんどない。

☑ 支障となる行動がときどきある。 □ 支障となる行動がある。

※ 支障となる行動の具体的内容及び頻度等を記載するとともに，当該行動について支援が

必要な場合は，その支援の具体的内容を併せて記載してください。 
病院内の自室やトイレの場所がわからず困惑することがあるので，誘導が必要となる。

 

 
 
社会・地域との交流頻度について  
ア 家族・友人との交流，介護サービスの利用，買い物，趣味活動等によって，本人が日常的

にどの程度，社会・地域と接点を有しているかについて，その交流する頻度を回答してくだ

さい。 
☑ 週１回以上 □ 月１回以上 □ 月１回未満 
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イ 交流内容について具体的に記載してください。

週に１回以上は家族が入院先へお見舞いに行って本人と話をしている。

 
 
日常の意思決定について 

※ 「日常の意思決定」とは，毎日の暮らしにおける活動に関する意思決定のことをいいます。 
□ できる。 

（毎日の暮らしにおける活動に関して，あらゆる場面で意思決定できる。） 
☑ 特別な場合を除いてできる。 

（テレビ番組や献立，服の選択等については意思決定できるが，治療方針等や居住環境 
の変更の決定は指示・支援を必要とする。） 

□ 日常的に困難である。 
（テレビ番組や献立，服の選択等についてであれば意思決定できることがある。） 

□ できない。 
（意思決定が全くできない，あるいは意思決定できるかどうか分からない。） 

金銭の管理について 
※ 「金銭の管理」とは，所持金の支出入の把握，管理，計算等を指します。 
□ 本人が管理している。

（多額の財産や有価証券等についても，本人が全て管理している。）

□ 親族又は第三者の支援を受けて本人が管理している。

（通帳を預かってもらいながら，本人が自らの生活費等を管理している。）

☑ 親族又は第三者が管理している。

（本人の日々の生活費も含めて第三者等が支払等をして管理している。）

※ 支援（管理）を受けている場合には，その内容・支援者（管理者）の氏名等を記載して

ください。

預貯金通帳の管理を含めて，金銭管理は私が行っている。

 

 
 

【申立ての事情について】

１ 本人について，これまで家庭裁判所の成年後見制度の手続を利用されたり，どなたかとの間で

任意後見契約を締結したことがありますか。

☑ なし

□ あり → 年 月ころ

□ 家庭裁判所の成年後見制度の手続を利用したことがある。

利用した裁判所： 家庭裁判所 支部・出張所

事件番号： 年（家）第 号

□ 後見開始 □ 保佐開始 □ 補助開始 □ その他（ ）

申立人氏名：

□ 任意後見契約を締結したことがある。

公正証書を作成した公証人の所属： 法務局

証書番号： 年第 号

証書作成年月日： 年 月 日
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登記番号：第 － 号

任意後見受任者氏名：

２ 本人には，今回の手続をすることを知らせていますか。

※ 本人が申立人の場合は記載不要です。

□ 申立てをすることを説明しており，知っている。

申立てについての本人の意見 □ 賛成 □ 反対 □ 不明

後見人等候補者についての本人の意見 □ 賛成 □ 反対 □ 不明

☑ 申立てをすることを説明したが，理解できていない。

□ 申立てをすることを説明しておらず，知らない。

□ その他

（上記チェックボックスを選択した理由や背景事情等） 
本人にはできる限りわかりやすい言葉や図による説明を複数回行ったが，その都度，新しい

説明を聞くという印象で，説明を理解することは難しいと感じられた。

３ 本人の親族

本人の推定相続人について氏名，住所等を記載してください。

※ 欄が不足する場合は，別紙に記載してください。

※ 推定相続人とは，仮に本人が亡くなられた場合に相続人となる方々です。具体的には，「親族の

意見書について」の２をご参照ください。

※ 「意見１」欄にはこの申立てに関するその方の意見について，「意見２」欄には後見人等候補者

に関するその方の意見について，該当する部分の□にそれぞれチェックを付してください。（「一任」

とは，家庭裁判所の判断に委ねることを指します。）

氏 名 年齢 続柄 住 所 意見１ 意見２

甲野 花子 〇〇 妻

〒
申立書に記載のとおり
□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

甲野 夏男 〇〇 子

〒
同上
□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

甲野 冬子 〇〇 子

〒

☑ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

甲野 良男 〇〇 孫

〒

☑ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

甲野 良子 〇〇 孫

〒

☑ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

☑ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明
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で挙げた方のうち，この申立てに反対の意向を示している方や意向が不明な方，親族の意

見書を提出していない方がいる場合には，その方の氏名及びその理由等を具体的に記載してく

ださい。

４ 本人に関し何らかの相談をし又は何らかの援助を受けた福祉機関があれば，チェックを付して，

その名称を記載してください。

□ 地域包括支援センター（名称： ）

□ 権利擁護センター （名称： ）

□ 社会福祉協議会 （名称： ）

□ その他 （名称： ）

☑ 相談をし又は援助を受けた福祉機関はない。

５ 成年後見人等候補者がいる場合は，その方が後見人等にふさわしい理由を記載してください。

※ 候補者がおらず，家庭裁判所が選任する第三者（弁護士などの専門家）を希望する場合は，そ

の事情や理由を記載してください。

※ 家庭裁判所の判断により，候補者以外の方を成年後見人等に選任する場合があります。

    私たち夫婦と〇年前から同居し，本人が入院してからも病院との連絡は候補者が行ってお

り，本人の状況について一番詳しいため。

 

 
 

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

〒

□ 親族の意見書記載のとおり

□ 本人と同じ

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

□ 賛成

□ 反対

□ 一任

□ 不明

氏 名 理由等 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり

  
 
□ 親族の意見書記載のとおり 　　　　
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６ 家庭裁判所まで本人が来ることは可能ですか。

☑ 可能である。

□ 不可能又は困難である。

理由：

７ 本人に申立ての事情等をお伺いする場合の留意点（本人の精神面に関し配慮すべき事項等）が

あれば記載してください。

日程調整については，本人の入院先の担当〇〇さん（電話番号〇〇－〇〇〇〇－〇〇〇〇）

に連絡してください。
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※　申立人及び成年後見人等候補者を必ず記載してください。
※  本人の推定相続人その他の親族については，わかる範囲で記載してください。

（推定相続人とは，仮に本人が亡くなられた場合に相続人となる方々です。

　 　具体的には，「親族の意見書について」の２をご参照ください。）

（候補者）
子

甲野　夏男
昭和〇 年 〇 月 〇 日生

甲野　海人
（申立人） 平成〇年〇月〇日生
配偶者

甲野　花子
昭和〇 年 〇 月 〇 日生 子

甲野　秋男
父 昭和〇 年 〇 月 〇 日生 甲野　良男
甲野　一男 本人 平成〇年〇月〇日死亡 平成〇年〇月〇日生

昭和〇 年 〇 月 〇 日生 甲野　太郎 甲野　良子
平成〇年〇月〇日死亡 昭和〇 年 〇 月 〇 日生 平成〇年〇月〇日生

母 子

甲野　春子 兄弟姉妹 甲野　冬子
昭和〇 年 〇 月 〇 日生 甲野　次郎 昭和〇 年 〇 月 〇 日生
昭和〇年〇月〇日死亡 昭和〇 年 〇 月 〇 日生

令和〇年〇月〇日死亡
子の配偶者（申立人又は後見

兄弟姉妹の配偶者（申立人又 人等候補者の場合）

は後見人等候補者の場合）

　　　　　  　　年    月    日生

　　　　　  　　年    月    日生

兄弟姉妹

乙川　梅子
昭和〇 年 〇 月 〇 日生

甥・姪

兄弟姉妹

　　　　　  　　年    月    日生

　　　　　  　　年    月    日生

甥・姪

　　　　　  　　年    月    日生

おじ・おば いとこ

　　　　　  　　年    月    日生 　　　　　  　　年    月    日生

親　　族　　関　　係　　図

甲野　良美
昭和〇 年 〇 月 〇 日生

甲野　海子
昭和〇 年 〇 月 〇 日生

兄弟姉妹が亡くなっている場合には，

甥や姪の記入をお願いすることがあり

ます。

亡くなった子

については，

孫も記入し

てください。

亡くなった方も記入し，

×印をつけ，死亡年

月日を書いてください。

この関係図に当てはまらな

い身分関係があり，記載が

難しい場合は，この書式を

参考にして，別紙 （Ａ４サイ

ズ）に記載してください。
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後見人等候補者事情説明書 

※ 候補者の方が記載してください。

※ 候補者の方がいない場合は提出は不要です。

※ 記入式の質問には，自由に記入してください。選択式の質問には，該当する部分の□にチェ

ックを付してください。

令和 〇 年 〇 月 〇 日

候補者の氏名 甲 野 夏 男 印

候補者の住所

☑ 申立書の成年後見人等候補者欄に記載のとおり

□ 次のとおり

〒 －

住所：

裁判所からの電話での連絡について

平日（午前９時～午後５時）の連絡先：電話 〇〇〇 （ 〇〇〇〇 ） 〇〇〇〇
（☑携帯・□自宅・□勤務先）

・ 裁判所名で電話することに支障がありますか。 ☑電話してもよい・□差し支える

・ 裁判所から連絡するに当たり留意すべきこと（電話することに支障がある時間帯等）が

あれば記載してください。

特になし

１ あなたの現在の生活状況，健康状態，経歴など

職業

（職種： 会社員 勤務先名： 〇〇会社 勤務先での役職： 〇〇〇 ）

収入（年収）（ 〇〇〇万 ）円

負債（借金）

□ 住宅ローン（ ）円

☑ 自動車ローン（ 〇〇万 ）円

□ 消費者金融（ ）円

□ そ の 他（内容： ）（金額： 円）

あなたと同居している方を記載してください。

氏 名 年 齢 続 柄 職業

甲野 花子 〇〇 母 無職

甲野 海子 〇〇 妻 会社員

甲野 海人 〇〇 長男 小学生

　　　　

― 175 ―



 
 

生計を立てている人（複数選択可）

☑ あなた ☑ あなた以外（あなたとの続柄 妻 ）

あなたの最近の健康状態

☑ 普通の健康体である。

□ 具合が悪い。（具体的な症状： ）

□ 通院治療中である。

（病名： 通院の頻度：（ ）か月に（ ）回程度）

あなたの経歴（最終学歴・主な職歴）について書いてください。

２ あなたは，次のいずれかに該当しますか。

□ 次の者に該当する。

□ 未成年者である。

□ 家庭裁判所で成年後見人，保佐人，補助人等を解任されたことがある。

□ 破産開始決定を受けたが，免責許可決定を受けていないなどで復権していない。

□ 現在，本人との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした。

□ 現在，本人との間で訴訟をしている又は過去に訴訟をした方の〔□ 配偶者 □ 親

□ 子〕である。

☑ いずれにも該当しない。

３ あなたと本人との日常の交流状況（同居の有無，家計状況，面会頻度，介護，援助，事務等）

本人との関係 ☑ 本人の親族（続柄： 子 ） □ その他（ ）

本人との同居の有無

現在，本人と □ 同居中である。（同居を開始した時期 年 月～）

☑ 別居中である。

本人との家計の状況

現在，本人と □ 家計が同一である。 ☑ 家計は別である。

（※ 本人と別居中である方のみ回答してください。）

本人との面会の状況 ☑ 月に（ ４ ）回程度 □ ２～３か月に１回程度

□ 半年に１回程度 □ 年に１回程度

□ ほとんど会っていない □ その他（ ）

あなたが本人のために介護や援助など行っていることがあれば記載してください。

本人が入院してから入院先の病院と連絡を取っており，週１回，面会に行っている。                                           

年月日 経 歴 年月日 経 歴

平〇・〇・〇 〇〇学校を卒業 ・ ・

平〇・〇・〇 〇〇会社に就職 ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・
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４ あなたと本人との間で，金銭の貸借，担保提供，保証，立替えを行っている関係があります

か。

・ 金銭貸借 ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 担保提供 ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 保証 ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

・ 立替払 ☑ なし □ あり（具体的な金額，内容 ）

（※ あなたが立て替えた金銭が「あり」の場合，本人に返済を求める意思がありますか。）

□ 返済を求める意思はない。 □ 返済を求める意思がある。

※ 「あり」に該当する項目がある場合は，関係書類（借用書，担保権設定契約書，保証に関

する書類，領収書，立替払を示す領収書・出納帳等）のコピーを添付してください。

５ あなたが候補者となった経緯や事情を記載してください。

〇年前から本人を含む両親と二世帯住宅で同居して面倒を看てきており，本人が入

院してからも前述のとおり入院先の病院と連絡を取るなど，本人の状況を把握してい

ることから，私が候補者となった。

６ 本人の財産管理と身上監護（療養看護）に関する今後の方針，計画

□ 現状を維持する（本人の財産状況，身上監護状況が変化する見込みはない。）。

☑ 以下のとおり，財産状況が変化する見込みである。

（大きな収支の変動，多額の入金の予定など，具体的な内容を記載してください。）

本人の弟である甲野次郎が令和〇年〇月に亡くなり，遺産分割手続が行われる予定

で，財産を取得する可能性がある。

☑ 以下のとおり，身上監護（療養看護）の状況が変化する見込みである。

（必要となる医療や福祉サービス，身の回りの世話など，具体的な内容を記載してくださ

い。）

本人が退院した場合，申立人の体調を考えると同居は難しいので，将来的には老人ホ

ームの入所を検討したい。

７ 成年後見人・保佐人・補助人の選任の手続について

成年後見人・保佐人・補助人の選任の手続について，次のことを知っていますか。知ってい

る事項の□にチェックを付してください。

☑ 家庭裁判所が，あなた以外の人を成年後見人・保佐人・補助人に選任する場合があること。

☑ あなたを成年後見人・保佐人・補助人に選任するとともに成年後見監督人・保佐監督人・

補助監督人を選任する場合があること。

☑ 誰を成年後見人・保佐人・補助人に選任するかという家庭裁判所の判断については，不服

の申立てができないこと。
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８ 成年後見人・保佐人・補助人の役割及び責任について

家庭裁判所で配布している申立ての手引きやパンフレット，裁判所ウェブサイトの後見

ポータルサイトや家庭裁判所に備え付けているＤＶＤをご覧になるなどして，成年後見人・

保佐人・補助人の役割や責任を理解していますか。

☑ 理解している。

□ 理解できないところがある。又は疑問点がある。

（理解できないところや疑問点について記載してください）

□ 理解できていない。

→ 家庭裁判所で配布している申立ての手引きやパンフレット，裁判所ウェブサイト

の後見ポータルサイトや家庭裁判所に備え付けているＤＶＤなどで，成年後見人・

保佐人・補助人の役割や責任について説明していますのでそちらをご覧になってく

ださい。

あなたが成年後見人・保佐人・補助人に選任された場合には次のことに同意しますか。

・ 本人の意思を尊重し，本人の心身の状態や生活状況に配慮すること。

・ 本人の財産を後見人等自身のために利用しないこと。また，投資，投機等の運用をし

たり，贈与，貸付をしたり，本人に借金や保証（抵当権の設定を含む。）等をさせること

がないように誠実に管理すること。

・ 本人の収支の状況を記録に残すこと。

・ 家庭裁判所の指示に従い，書類の提出や定期的に報告を行うなど，後見等事務の監督

を受けること。

☑ 全てに同意する。

□ 同意できない。又は疑問点がある。

（同意できない理由や疑問点について記載してください。）　　　　
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

☑普通
□定期

☑

〇〇 ☑普通
□定期

☑

〇〇 □普通
☑定期

☑

〇〇 □普通
☑定期

☑

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

№ 資料

☑

☑

☑

□

□

管理者

〇〇銀行 令和〇年〇月〇日 申立人

〇〇銀行

〇〇銀行

財  産  目  録

　

〇〇証券

数量，額面金額

500株

株式の銘柄，証券会社の名称等

　〇　年　〇　月　〇　日

令和〇年〇月〇日

令和〇年〇月〇日 同上

同上

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円）

　

投資信託 〇〇ファンド 200口

〇〇電気工業　

種　類

株式

〇〇信託銀行 令和〇年〇月〇日 同上

管理者評価額（円）

〇〇証券

合　　計

合　　計

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

〇〇信託銀行

国債 利付国債（〇年）第〇〇回 100万円

作成者氏名　　甲野　花子　　　印

１　預貯金・現金
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　

　本人（　　　甲野　太郎　　　）の財産の内容は以下のとおりです。

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普通」，定期預貯金や定額貯金等は「定期」
　　の□にチェックを付してください。

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載し

　てください。

※　以下の１から８までの財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，

  当該資料の写しを添付してください。また，財産目録との対応関係がわかるように，資料の写し

には対応する番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の

  資料の写しであれば，資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

※　財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続する

　よう付け直してください。

印
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№ 資料

☑

☑

□

□

□

№ 資料

☑

☑

□

□

□

№ 資料

☑

☑

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　 　 　

〇〇市〇区〇丁目 〇番〇 宅地 丁川四郎に賃貸中
の建物№２の敷地

４　不動産（土地）

合　　計

自宅

　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

丙山　三郎 平成〇年〇月〇日
1,200,000円貸付

預貯金No.1の通帳に毎月末日
10,000円振込

　 　 　 　

〇〇市〇区〇丁目〇番地〇 〇番〇

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

　

居宅 １階　 92.90
２階　 60.20

丁川四郎に賃貸中

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　 　 　 　 　

本人

申立人

　 　 　

　

〇〇市〇〇町〇丁目〇番地〇 〇番〇の〇 居宅 １階　100.20
２階　  90.50 自宅

所　在 家屋番号 種　類

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）

５　不動産（建物）
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

〇〇市〇〇町〇丁目

〇〇生命保険
株式会社 生命保険 本人

　

〇〇損害保険
株式会社 損害保険 本人

〇番〇 宅地

保険会社の名称 保険の種類

３　生命保険，損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

契約者 受取人

　

　 　

証書番号
保険金額

（受取額）（円）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

☑

□

□

□

□

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

７　その他（自動車など）
　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

　☑　次のとおり　□　負債はない　□　不明

　 　

合　　計

〇〇銀行〇〇支店 住宅ローン 預貯金No.1の通帳から毎月
30,000円引落し

　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

　

　 　 　 　

　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）
　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　☑　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）

　

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）

　 　 　 　

種類 内容 評価額（円） 備考
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月　額（円） 資料

☑

☑

□

□

□

☑

☑

□

□

□

　円 年額（月額×１２か月）＝

月　額（円） 資料

食費・日用品 ☑

電気・ガス・水道代等 □

通信費 □

□

□

施設費 □

入院費・医療費・薬代 ☑

□

□

□

名称･支給者等

収　　支　　予　　定　　表

給与・役員報酬等

賃料収入（家賃，地代等）

品　　　　目

生活保護等（　　　　　　　　　）

厚生年金

国民年金（老齢基礎年金）

その他の年金（　　　　　　　　）

１　本人の定期的な収入

入金先口座・頻度等

２か月に１回
☑財産目録預貯金№ １ の口座に振り込み
２か月に１回
☑財産目録預貯金№ １ の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

引落口座・頻度・支払方法等

生活費

療養費

毎月２０日に現金払い
□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

現金払い
□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

丁川四郎から毎月
☑財産目録預貯金№　１　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

　円

２　本人の定期的な支出

収入の合計（月額)＝

丙山三郎から毎月
☑財産目録預貯金№　１　の口座に振り込み

貸付金の返済

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

には対応する番号を右上に付してください。(例：収支予定表の「１本人の定期的な収入」の

  「No.２国民年金」の資料の写しであれば，資料の写しの右上に「収１－２」と付記してくだ

  さい。）

※　収支の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続す

　るよう付け直してください。

令和　〇　年　〇　月　〇　日 作成者氏名     甲野　花子       　　        印

※　以下の収支について記載し，資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該

  資料の写しを添付してください。また，収支予定表との対応関係がわかるように，資料の写し

印

２か月ごと，四半期ごと，１年に１回の収入などは月額

に按分した金額を記載してください（割り切れない場合

には，小数第一位を切り上げて記載してください。）。

なお，支出の記載においても同様です。
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家賃 □

地代 □

□

□

□

固定資産税 ☑

所得税 ☑

住民税 ☑

□

□

国民健康保険料 ☑

介護保険料 ☑

生命（損害）保険料 ☑

□

□

負債の返済 ☑

こづかい □

□

□

□

□

□

□

　円 年額（月額×１２か月）＝

月額   円

年額 　   円

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

５月，７月，９月及び１２月に
☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

３月に現金一括払い
□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

（収入の合計） - （支出の合計） =　＋・－

支出の合計（月額）＝

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

 円

住居費

６月，８月，１０月及び１月に
☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

住宅ローン
☑財産目録預貯金№　１　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

その他

税金
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令和

№ 支店名 口座種別 資料

〇〇 ☑普通
□定期

☑

〇〇 □普通
☑定期

☑

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

□普通
□定期

□

１　預貯金・現金

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

令和〇年〇月〇日

令和〇年〇月〇日 乙川梅子

　※　「口座種別」欄については，普通預貯金や通常貯金等は「普通」，定期預貯金や定額貯金等は「定期」
　　の□にチェックを付してください。

　遺言書　　　　　　　　　　　　□　あり　　☑　なし　　□　不明

乙川梅子

〇〇銀行

金融機関の名称 口座番号 最終確認日 残高（円） 管理者

〇〇銀行

相 続 財 産 目 録

　本人の法定相続分　　　　　　（　　２　分の　１　　）

　被相続人の氏名　　　　　　　（　　甲野　次郎　　）

　被相続人が亡くなられた日　　（□　平成 ・ ☑　令和　〇 年 〇 月 〇 日死亡）

　本人との続柄　　　　　　　　（本人の　　　弟　　　）

〇　年　〇　月　〇　日

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し，その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には，「資料」欄の□にチェックを付し，当該資料の

  写しを添付してください。また，相続財産目録との対応関係がわかるように，資料の写しには対

応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば，資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には，この目録をコピーするなどして，被相続人

作成者氏名　甲野　花子

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には，この用紙をコピーした上で，「№」欄の番号を連続

　するよう付け直してください。

※　本人が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

　本人（　　甲野　太郎　　）が相続人となっている相続財産の内容は以下のとおりです。

　現金（預貯金以外で所持している金銭） 0　

合　　計
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

☑

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　

　

　

　

２　有価証券等（株式，投資信託，国債，社債，外貨預金，手形，小切手など）

　 　

　 　

　

　

評価額（円） 管理者

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄，証券会社の名称等

　 　

　 　 　

　

　 　 　

数量，額面金額

合　　計

３　生命保険，損害保険等（被相続人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者 受取人

　 　 　 　 　 　

〇〇市〇〇町〇丁目 〇〇番 宅地 更地

４　不動産（土地）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状，持分等）
所　在

　 　

　 　

５　不動産（建物）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
備考

（現状，持分等）
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№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

№ 資料

□

□

□

□

□

　 　 　 　

　 　 　 　

８　負債

　□　次のとおり　☑　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

備考

　 　 　　

　 　 　 　

　 　 　 　

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円）

　 　 　 　

　 　 　 　

６　債権（貸付金，損害賠償金など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

合　　計 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　　　　

― 187 ―



　　　　



 

 

 

関係法令施行通知等 
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 （ 事 務 連 絡 ） 
平成２９年１１月１７日 

 

各市町村成年後見制度担当係長 様 

 

群馬県健康福祉部健康福祉課地域福祉推進室 

 

 

成年後見制度における市町村長申立てに関する取扱いについて 

 

日頃より、本県福祉行政の推進に御尽力いただき、感謝申し上げます。 

さて、平成２９年１０月１９日（木）～２６日（木）に県内４地区で開催された「成年後見制度等に関する

権利擁護体制の構築についての情報交換会」において質問のあった事項について、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

＜質問＞ 

 複数の市町村が関与する場合の市町村長申立てについて、どの市町村が申立てを行うか。 

 

＜回答＞ 

原則として、当該利用者の援護の実施者が申立てを行う。 

 

（例）①措置入所者 

措置権者である市町村長 

   ②介護保険被保険者 

介護保険の保険者である市町村長 

   ③自立支援給付受給者 

自立支援給付の実施主体である市町村長 

④生活保護受給者 

   生活保護受給者の居住地（居住地がないか明らかでない場合は、現在地）の市町村長 

⑤その他（上記①～④以外の場合） 

   生活の本拠が所在する市町村長（必ずしも住民登録地とは限らない） 

 

①～④のうち２以上に該当し、かつ、その主体である市町村が異なる場合には、本人の状況を最も把握して

いる又はできる市町村が申立てを行うべきとの観点から、該当する市町村間で調整を行うこと。 

なお、本人の権利や利益を守るという制度の目的から、より適切な市町村がある場合は、この限りではない。 

 

 【参考】H15.1厚生労働省 支援費制度Ｑ＆Ａ集 問５（抜粋） 

  Ｑ：成年後見制度を利用するために、親族のいない施設入所者について、市町村長が当該制度の利用に係 

る申立てを行う場合、申立てを行う市町村長は「当該利用者の援護の実施者である市町村長」である 

と理解してよいのか。 

Ａ：問のような状況において成年後見制度を利用するための申立てを行う場合、その主体には、本人の状 

況を最も把握していることが必要であると考えられることから、当該援護の実施者である市町村長が 

申立てを行うことが妥当であると考える。（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課支援費制 

度施行準備室） 

 

 

 

 

担当：地域福祉推進室地域福祉係 

TEL ：０２７－２２６－２５１８ 
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基本方針に基づく施策を 
実施するため必要な 
法制上・財政上の措置 
 
 
成年被後見人等の権利制限

に係る関係法律の改正その

他の基本方針に基づく施策

を実施するために必要な法

制上の措置については、この

法律の施行後三年以内を目

途として講ずる 

成年後見制度の利用の促進に関する法律イメージ図※平成 年４月８日成立、同年５月 日施行

 
１ 国の責務 
２ 地方公共団体の責務 
３ 関係者の努力 
４ 国民の努力 
５ 関係機関等の相互の 

連携 

１ 保佐及び補助の制度の利

用を促進する方策の検討 
２ 成年被後見人等の権利制

限に係る制度の見直し 
３ 成年被後見人等の医療等

に係る意思決定が困難な

者への支援等の検討 
４ 成年被後見人等の死亡後

における成年後見人等の

事務の範囲の見直し 
５ 任意後見制度の積極的な

活用 
６ 国民に対する周知等 

 
 
・ 有識者で組織する。 
・ 基本計画案の調査審議、施策

に関する重要事項の調査審議、

内閣総理大臣等への建議等を

行う。 意見 

 
１ 組織
会長：内閣総理大臣 
委員：内閣官房長官、特命担当

大臣、法務大臣、厚生労
働大臣、総務大臣等  

２ 所掌事務
① 基本計画案の作成 
② 関係行政機関の調整 
③ 施策の推進、実施状況の 

検証・評価等 

成年後見制度利用促進会議 成年後見制度利用促進委員会

国等の責務基本理念

基本方針

１ 関係機関等におけ

る体制の充実強化 
２ 関係機関等の相互

の緊密な連携の確

保 

法制上の措置等

施策の実施状況の公表（毎年）

 
成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、 
「成年後見制度利用促進基本計画」を策定 

基本計画 地方公共団体の措置

この法律は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において政令で定める日（H28.５.13）から施行するものとする。 
その他

体 制

都道府県の措置

人材の育成 
必要な助言 

市町村の措置

国の基本計画を踏まえ

た計画の策定等 
 
 
 
 

合議制の機関の設置 
 

援助 

成年後見制度の理念の尊重

①ノーマライゼーション 
②自己決定権の尊重 
③身上の保護の重視 

地域の需要に対応し

た成年後見制度の利

用の促進

成年後見制度の利用

に関する体制の整備

１ 地域住民の需要に

応じた利用の促進 
２ 地域において成年

後見人等となる人

材の確保 
３ 成年後見等実施機

関の活動に対する

支援 

この法律の施行後２年以内の政令で定める日（H30.４.１）に、これらの組織を

廃止し、新たに関係行政機関で組織する成年後見制度利用促進会議及び有識者

で組織する成年後見制度利用促進専門家会議を設ける（両会議の庶務は厚生労

働省に）。 
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成年後見制度 市町村長申立ての進め方 
 

令和 2 年１月発行（群馬県委託事業） 

 

【監修】弁護士 栗原貴志 

     （群馬弁護士会 高齢者・障害者支援センター委員長） 

 

【編集】社会福祉法人 群馬県社会福祉協議会 

     〒371-8525 前橋市新前橋町 13-12 

 


